
（平成２２年９月１５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 75 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 58 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 99 件

国民年金関係 47 件

厚生年金関係 52 件

年金記録確認東京地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

東京国民年金 事案8395 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、免除されて

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号  ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

                   

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年４月から62年３月まで 

私は、昭和 60 年度から夫の分と一緒に国民年金保険料の免除申請の手続を郵送で

行った。申立期間の保険料が免除とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 59 年５月に結婚し、当時夫の収入も少なかったため、翌年の昭和 60

年度から夫の分と一緒に国民年金保険料の免除申請をしていたと説明しており、申立期

間について、申立人の夫は、保険料を免除されていることが確認でき、また、その後の

62 年度から平成７年度までの期間について、夫婦は同一日に免除申請手続を行い、承

認されていることがオンライン記録から確認でき、同一世帯の申立人が申立期間の免除

申請手続をしなかったとは考えにくいなど、申立内容に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

免除されていたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8396              

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年１月から同年３月まで 

私は、申立期間の国民年金保険料を納付したはずである。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号は、任意加入し

たことにより昭和 54年３月 20日に払い出されており、申立人は、同月以降、申立期間

を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付していること、また、申立人は、

58 年３月に住所変更しているが、申立人が所持する年金手帳により当該住所変更手続

を行っていることが確認できることなど、申立内容に不自然さは無く、申立期間当時に

納付を行うことが困難な状況にあったと確認される事情も見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8397 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年 12 月から２年３月までの国民年金保険料につ

いては、免除されていたものと認められる。 

また、平成２年 12 月から３年６月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和56年７月から58年３月まで 

             ② 平成元年12月から２年３月まで 

             ③ 平成２年12月から３年６月まで 

私は、夫婦二人分の国民年金保険料を納付しており、保険料を納付できないときは

免除申請をしてきた。夫の保険料が申立期間①及び③について納付済みであり、申立

期間②について申請免除であるにもかかわらず、私の申立期間の保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、申立人が保険料を一緒に納付したとする夫は申請免除期間で

あること、夫婦が申請免除期間とされている昭和59年度から 63年度までの期間の免除

申請手続は、59 年度は夫婦同月に、60 年度以降は夫婦同一日に行われていることがオ

ンライン記録により確認できることなど、当該期間について夫の分のみ免除申請手続が

行われたとは考えにくく、免除申請をしたとする申立内容に不自然さは見られない。 

また、申立期間③については、当該期間は７か月と短期間であり、当該期間の前後の

期間の保険料は納付済みであること、申立人が保険料を一緒に納付したとする夫の当該

期間（60 歳到達後の平成３年＊月を除く。）の保険料は、３年６月から同年８月にか

けて納付されていることがオンライン記録により確認できることなど、保険料を納付し

たとする申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の国民年金保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、当該期間の保

険料の納付方法及び納付額に関する記憶が曖昧
あいまい

であること、年度別納付状況リスト（当



                      

  

該期間から約１年後の昭和 59年５月 10日に作成）により当該期間の保険料が未納とな

っていることが確認できることなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、平成元年

12 月から２年３月までの国民年金保険料は免除されていたものと認められ、２年 12 月

から３年６月までの国民年金保険料は納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8410                 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成７年１月の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年１月 

私は、会社を平成７年１月に退職した後、夫の会社で第３号被保険者の加入手続を

行い、同年１月分の国民年金保険料の納付書が送られてきたので、区出張所に行き当

該未納保険料について相談した。詳しい説明はなかったが、その場で保険料を納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は１か月と短期間であり、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成７年３月

ごろに払い出されており、当該時点で申立期間の国民年金保険料は現年度納付すること

が可能であったほか、申立人は保険料を納付した経緯について具体的に記憶しているな

ど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8411 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年７月から 59年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年７月から59年３月まで          

私は、区役所から国民年金の加入勧奨を受けて国民年金に加入し、昭和59年11月

に会社に就職するまでの国民年金保険料を納付してきた。申立期間が国民年金に未加

入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の一部である昭和 58 年７月から同年９月までの期間については、59 年６月

に作成された還付リストでは「公的年金移行」により当該期間の保険料を還付したと記

録されているが、当該期間において申立人が国民年金から厚生年金保険等へ移行した記

録は確認できず、申立人も移行した記憶が無いと説明している。これらのことから、当

該期間は本来は国民年金の被保険者となるべき期間であったが、事実と異なる資格喪失

によって保険料の納付済期間が未加入期間となったものと考えられる。 

また、申立期間は、申立期間の一部である上記期間においては、前述のとおり行政側

の事務処理に不適切な取扱いがあったと考えられるほか、申立期間は９か月と短期間で

あり、申立期間前後の期間の保険料は納付済みであることなどを総合的に勘案すると、

申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8419 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年４月から 47 年６月までの期間、50 年２月及

び同年３月、53 年 10 月から 54 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年２月から44年12月まで 

             ② 昭和46年４月から47年６月まで 

             ③ 昭和50年２月及び同年３月 

             ④ 昭和53年10月から54年３月まで 

    私は、昭和 40 年２月に自宅に来た区役所職員に勧められて国民年金に加入し、最

初のころは区の集金人に印紙検認で国民年金保険料を納付していた。婚姻後もしば

らくは集金人に保険料を納付し、その後は金融機関で納付書により夫婦二人分の保

険料を未納期間のないように納付していた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、15 か月間と比較的短期間であり、前後の期間の国民年金

保険料は納付済みである。また、特殊台帳により、申立人は昭和 46 年４月４日に国

民年金の住所変更手続を行っていることが確認でき、申立人が保険料を区の集金人に

納付していたとする方法は、当時、申立人が居住していた区の収納方法と合致してい

るなど、申立内容に不自然さは見られない。 

  ２ 申立期間③については、２か月と短期間であり、前後の期間の保険料は納付済みで

ある上、一緒に保険料を納付していたとする元妻は、当該期間の保険料が納付済みで

あるなど、申立人の保険料のみが未納となっていることは不自然である。 

  ３ 申立期間④については、申立人は、当該期間を含む昭和 53年分及び 54年分の確定

申告書の控えを所持しており、53 年分の確定申告書の控えに記載されている国民年

金の支払保険料額は、夫婦二人分の当該年に過年度納付した保険料額及び当該年度の

申立期間④を含む保険料額の合計額と一致している上、一緒に保険料を納付していた



                      

  

とする元妻は、当該期間の保険料が納付済みとなっているなど、申立内容に不自然さ

は見られない。 

  ４ しかしながら、申立期間①については、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民年金手帳の記号

番号は昭和 44 年 10 月に払い出されていることが確認でき、申立人が 40 年２月ごろ

に居住していたとする区及び所轄社会保険事務所（当時）において、別の手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    また、申立人の手帳記号番号が払い出された時点で、当該期間のうち一部の保険料

を過年度納付することが可能であるものの、申立人はさかのぼって保険料を納付した

ことはないと説明している上、婚姻後の 43年 10月から 44年 12月までの保険料は元

妻も未納であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

  ５ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 46

年４月から 47年６月までの期間、50年２月及び同年３月、53年 10月から 54年３月

までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8425  

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年７月から同年 10 月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年７月から同年10月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を、平成８年７月ごろに自宅に届いた納付書によ

り金融機関で納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成７年９月に厚生年金保険被保険者となった後、８年に２回に分けて、

それまでの未納期間の国民年金保険料をさかのぼって納付したと説明しており、オンラ

イン記録及び申立人が所持する国民年金手帳により、申立人は、７年 10 月に、平成６

年７月からの第３号被保険者から第１号被保険者への資格種別の変更手続を行っている

ことが確認でき、申立人は、申立期間及びその直後の６年 11 月から７年８月までの期

間の第１号被保険者期間に係る過年度保険料の納付書を受け取っていたものと考えられ

ること、上記の申立期間直後の期間の過年度保険料は８年 12月 17日に納付されている

こと、申立人が納付したとする２回の保険料額は、申立期間及びその直後の期間の保険

料額におおむね一致していることなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8426   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52年７月から同年 10月までの期間並びに 58年 10

月及び同年 11 月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることか

ら、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年７月から同年10月まで 

             ② 昭和58年10月及び同年11月 

             ③ 平成７年11月から９年５月まで 

    私は、申立期間①及び②の期間の国民年金保険料については、それぞれ国民年金被

保険者資格喪失手続をした後、役所で作成してもらった納付書で納付した。また、

申立期間③については、勤めていた会社を辞めた後、すぐに再加入の手続をし、役

所から送られてきた納付書で納付してきたはずである。申立期間①、②について保

険料が未納とされ、申立期間③について国民年金に未加入で保険料が未納とされて

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②については、４か月及び２か月といずれも短期間であり、直前の期間の国民年

金保険料は納付済みである。また、申立人が、国民年金被保険者資格喪失手続後に納付したとする

金額もこれらの期間の保険料額とおおむね一致するなど、申立内容に不自然さはみられない。 

しかしながら、申立期間③については、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、直前の期間は厚生年金保険被保険者期間であることから、

保険料を納付するには国民年金の再加入手続を行う必要があるが、申立人は、再加入手続をした時

期、場所等に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、納付したとする保険料額は当時の保険料額と大きく相違し

ているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和52年７月から同年

10月までの期間並びに58年10月及び同年11月の国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。 



                      

  

東京国民年金 事案8427   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付していたもの

と認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年２月及び同年３月 

私は、大学生の時に国民年金に加入し、平成６年４月に厚生年金保険に加入する

まで、国民年金保険料を毎月納付していた。申立期間の保険料についても被保険者

資格喪失手続の際に納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成３年４月以降、国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金

保険料をすべて納付しており、申立期間は２か月と短期間である。 

また、申立人は、就職前の平成６年３月末に区役所窓口で国民年金の被保険者資格喪

失手続を行い、その際に送付されていた納付書２枚を持参し、申立期間の保険料を窓口

で納付したと具体的に説明しており、申立人の所持する国民年金手帳により資格喪失手

続を適正に行っていることが確認でき、納付したとする金額は申立期間の保険料額とお

おむね一致しているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8431 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 12 月から４年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年12月から４年４月まで 

    私は、体調不良のため、平成３年 12 月に会社を退職し自宅療養をしていたが、こ

の期間も母が国民年金の加入手続をして国民年金保険料を納付してくれたはずであ

る。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 61 年５月ごろに払い出されており、申立人

は、同年６月以降国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付している。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付は結婚するまですべて母親が

してくれていたと説明しており、申立期間より前の平成２年８月の厚生年金保険から国

民年金への切替手続は適切に行われていること、同年８月から厚生年金保険に切り替わ

る３年８月までの保険料は納付済みとなっているほか、当時居住していた市の国民年金

被保険者名簿により、平成３年度の保険料については免除申請を行ったが却下されたた

め納付しなければならなくなったことがうかがわれることなど、申立期間についても母

親が国民年金への切替手続を行い、保険料を納付したとする申立内容に不自然さは見ら

れない。 

さらに、当該市の国民年金被保険者名簿及び国民年金保険料収納一覧表には、申立期

間が属する年度である平成３年４月及び９月分の保険料を還付した旨の記録があるが、

申立人のオンライン記録には当該期間の保険料の還付決議及び還付処理の記録は確認で

きず、資料及びオンライン記録の間で不整合が認められるなど、申立人の納付記録の管

理が適切ではなかった状況が認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8432 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10年４月から 11年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年４月から11年３月まで 

    私は、平成９年度からは口座振替で国民年金保険料を納付してきた。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金加入期間の国

民年金保険料をおおむね納付している。 

また、申立人は、平成９年度以降の保険料の口座振替依頼書の控えを所持しており、

申立期間直前の平成９年度、直後の 11年度及び 12年度の保険料が口座振替により前納

されていることが確認できること、申立期間及びその前後を通じて申立人の仕事や住所

に変更は無く、生活状況に大きな変化は認められないことなど、申立内容に不自然さは

見られない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8437 

 

第１ 委員会の結論 

 申立期間のうち、昭和 46 年１月の国民年金保険料については、納付していたものと

認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏   名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年10月から46年６月まで 

    私は、昭和 45 年４月に国民年金に加入し、国民年金保険料を納付していた。45 年

10 月からは、申立期間のうち、厚生年金保険及び共済組合に加入していた期間の保

険料も納付し続けていた。社会保険事務所（当時）で申立期間の保険料が還付され

ていると説明されたが、還付手続をしたことも還付金を受け取った記憶も無い。申

立期間の保険料が還付済みとされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、保険料の還付整理簿は無いものの、特殊台帳には、当該期間の

国民年金保険料が還付処理された旨の記載があり、記載されている還付期間及び還付金

額は、申立期間の期間及び保険料額と一致している。 

しかしながら、申立期間のうち、昭和 46 年１月については、申立人は、本来は強制

加入被保険者であり、当該期間の保険料を還付すべき合理的な理由が無いことから、当

時、事実と異なる還付手続が行われたものと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 45年 10月から同年12月までの期間及び 46年２月から

同年６月までの期間については、厚生年金保険及び共済組合に加入している期間である

ことから、当該期間の保険料が還付されていることについて不自然さは見られず、前記

のとおり、特殊台帳に記載されている還付期間及び還付金額に不合理な点は無い上、未

還付等により保険料が納付されたままとなっている事情も確認できず、ほかに申立人に

対する保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 46 年

１月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8438  

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年４月から 43 年３月までの期間、47 年１月か

ら同年３月までの期間及び 55 年 10 月から 56 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和19年生 

住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和39年９月から40年９月まで 

                         ② 昭和40年10月から43年３月まで 

             ③ 昭和47年１月から同年３月まで 

             ④ 昭和55年10月から56年３月まで 

    母は、申立期間当時は私の居所を毎月訪れており、その際、兄、姉二人と同様に、

私の国民年金保険料を納付してくれていたはずである。また、婚姻後は、私が、自身

と元夫の保険料を一緒に納付していた。申立期間①が国民年金に未加入で、申立期間

①、②、③及び④の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②のうち、昭和 41年４月から 43年３月までの期間については、申立人の母

親が国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付をしてくれたとする申立人の兄は、

国民年金手帳の記号番号が 42年２月に、長姉は 41年 11月に、次姉は 35年 10月に払

い出されており、申立人の手帳記号番号は 42 年２月に払い出されていることが確認で

きる上、オンライン記録及び特殊台帳により、兄及び姉二人はいずれも 41 年４月から

保険料の納付が開始されており、兄は 44 年９月まで、姉二人はともに国民年金加入期

間である42年６月までの保険料が納付されている。 

また、申立人の手帳記号番号が払い出された時点では、当該期間は現年度納付するこ

とが可能な期間である。 

申立期間③及び④については、それぞれ３か月、６か月と短期間であり、前後の期間

の保険料が納付済みである。 

また、申立人が所持する領収証書によると、申立人は申立期間③直後の昭和 47 年４



                      

  

月から同年 12 月までの保険料を 47 年７月及び同年 12 月に現年度納付しており、当該

納付時点で、申立期間③は保険料を過年度納付することが可能な期間であり、申立期間

④直前の 55年７月から同年９月までの保険料を 56年５月に過年度納付しており、当該

納付時点で、申立期間④は保険料を過年度納付することが可能な期間である上、申立人

が保険料を一緒に納付していたとする申立人の元夫は、当該両期間の保険料が納付済み

となっているなど、申立内容に不自然さは見られない。 

しかしながら、申立期間①及び申立期間②のうち昭和 40 年 10 月から 41 年３月まで

の期間については、母親が当該期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

母親から当時の加入手続及び保険料納付の状況を聴取することができないため、当時の

状況が不明である。 

また、申立人が所持する国民年金手帳には、申立人は、昭和 40年 10月１日に国民年

金被保険者資格を取得している旨の記載があるため、当該資格取得日の前の申立期間①

は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することができない期間である上、兄及び

姉二人も当該期間の保険料は未納であるなど、母親が当該期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年

４月から 43年３月までの期間、47年１月から同年３月までの期間及び 55年 10月から

56年３月までの期間については国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月の国民年金保険料については、納付して

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年１月から47年４月まで 

② 昭和47年５月から同年９月まで 

③ 昭和48年４月 

    母は、私が会社を退職した昭和 46 年１月に私の国民健康保険と国民年金の加入手

続を行い、同年 12 月まで国民年金保険料を納付してくれていた。47 年１月以降は、

私の妻が私の保険料を納付してくれていた。申立期間①が国民年金に未加入とされ、

申立期間①、②及び③の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間③については、当初、資格取得日が当該期間直後の昭和 48 年５月１日と

されていたため、同年 12 月に納付された当該期間の国民年金保険料が、誤納付を理

由に 49年４月分に充当された後、時期は不明であるが、資格取得日の記録が 47年５

月１日に訂正されて、未加入期間から未納期間になっている。 

しかしながら、当該期間は本来、強制加入期間であり、申立人の資格取得日が昭和

48 年５月１日とされる理由はないことから、申立人に係る記録管理が適切に行われ

ていなかったものと見られる上、国民年金手帳の記号番号が申立人と連番で払い出さ

れ、申立人の保険料を一緒に納付していたとする申立人の妻は、当該期間の保険料が

納付済みであるなど、当該期間の保険料が未納となっているのは不自然である。 

２ 一方、申立期間①及び②については、申立人の母親及び申立人の妻が当該期間の保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人の国民

年金の加入手続を行い、46 年１月から同年 12 月までの保険料を納付したとする母親

から当時の状況を聴取することができないため、加入手続及び当該期間の保険料納付

の状況が不明である。 

また、申立期間①については、申立人が所持する国民年金手帳には訂正された資格



                      

  

取得日が昭和 47 年５月１日と記載されていることから、当該期間は未加入期間であ

り、保険料を納付することができない期間である。 

さらに、申立期間②については、昭和 47 年１月以降の期間の保険料を納付してい

たとする妻は、当時の転居に伴う申立人の国民年金の住所変更手続及び当該期間直後

の厚生年金保険被保険者資格の取得に伴う国民年金被保険者資格の喪失届に関する記

憶が曖昧
あいまい

であり、妻も申立期間②の保険料が未納である上、申立人の国民年金手帳

の記号番号が払い出された 48年 11月時点で、当該期間は保険料を過年度納付するこ

とが可能な期間であるものの、妻は当該期間の保険料をさかのぼって納付した記憶は

無いと説明しているなど、母親及び妻が当該期間の保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

加えて、申立人に、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 48

年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12年４月から 14年３月までの国民年金保険料については、免除されて

いたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成12年４月から14年３月まで 

私は、平成 12 年４月に上京した際、区役所出張所で国民年金保険料の免除申請を

行い、平成 12 年度の保険料の免除が承認されたとの通知を受けた。13 年度も同じよ

うに免除申請を行い、免除が承認されたとの通知を受けた。申立期間の保険料が免除

とされていないことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成12年に区役所出張所に免除申請書を提出した際の状況について、「本

来、出張所では免除申請を受け付けることはできないが、申請書を送付するのであれば

出張所から区役所に郵送する。」と窓口担当者から言われ、免除申請書を提出したと具

体的に説明しており、その内容は申立人が申立期間当時居住していた区の取扱いと合致

しているほか、申立期間直前の平成10年度及び11年度の保険料は、両年度とも４月に免

除申請が行われ、免除されていることが確認できるなど、申立期間は免除期間であった

とする申立内容に不自然さは見られない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

免除されていたものと認められる。 



                      

  

東京国民年金 事案8451 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から同年８月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和39年１月から41年９月 

                          ② 昭和42年４月から同年８月        

 私は、申立期間当時、継続して国民年金保険料を納付していた。２年９か月も未納

の後６か月だけ納付し、その後再び５か月は納付しないといった行動はとっていない。

また、私は転居も多く、名前が変体仮名文字のため、記録が正しく保存されていたの

か疑問が残る。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間②については、当該期間は５か月と短期間であり、当該期間前後の期間の国

民年金保険料は納付済みであるほか、当該期間直後の昭和 42 年９月から 43 年３月まで

の期間は、社会保険事務所（当時）の調査により、国民年金被保険者名簿及び特殊台帳

で申立人の納付記録が確認できたとして、平成 20 年７月に未納から納付済みに記録訂正

されており、申立人に係る記録管理が適切に行われていなかった状況が確認できる。 

   しかしながら、申立期間①については、申立人が当該期間の保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人が申立期間後に居住した２

市が保管する国民年金被保険者名簿から、申立人は、昭和 38 年 12 月に被保険者資格を

喪失し、当該期間は未加入期間として管理されていたことが確認でき、未加入期間は保

険料を納付することができないなど、申立人が当該期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４

月から同年８月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8452 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年 12 月から８年３月までの国民年金保険料については、追納してい

たものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成６年12月から８年３月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料については、震災等に伴う特例による申請免除を

受けていたが、その後、追納に関する通知が届いたことをきっかけに、社会保険事務

所（当時）で保険料の追納を行った。申立期間の保険料が免除とされ、保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除き国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納付しており、

平成８年度以降の保険料は前納している。 

また、申立人は、保険料を追納するに至った経緯、保険料の納付方法について、社会

保険事務所から保険料の追納に関する通知が届いたため、追納することにした、追納を

行った当時、現年度保険料は口座振替で納付しており、追納の際も口座振替での納付を

希望したが、社会保険事務所の窓口において追納保険料は口座振替で納付ができないと

言われ、現金で納付をした、と具体的に説明しているなど、申立内容に不自然さは見ら

れない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を

納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11905 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を、平成 13 年９月から同年 11 月までは 34 万円、同年 12 月から 15

年７月までは 36万円、同年８月から 16年１月までは 41万円、同年２月から 17年６月

までは38万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

また、申立期間②については、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立人の平成 15 年 12

月25日の標準賞与額の記録を30万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成13年９月１日から17年７月21日まで 

             ② 平成15年12月 25日 

Ａ社における申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が、給与支給総額に見合う

標準報酬月額と相違している。また、申立期間②の標準賞与額の記録が無い。給与台

帳等の一部を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、給与台帳、給与明細書の一部及び銀行の普通預金通帳の記録

から、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給

付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申



                      

  

立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの

標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準報酬月額は、給与台帳及び給与明細書における報酬

額又は保険料控除額から、平成 13年９月から同年 11月までは 34万円、同年 12月か

ら 15 年７月までは 36 万円、同年８月から 16 年１月までは 41 万円、同年２月から

17年６月までは38万円に訂正することが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は当時の資料が無く不明としているが、上記給与台帳及び給与明細書において確

認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記録されて

いる標準報酬月額が平成 13年９月から 17年６月までの長期間にわたり一致していな

いことから、事業主は、当該期間の標準報酬月額について、上記給与台帳において確

認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会保険

事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について、納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②について、申立人から提出された給与明細書から、申立人は、30 万円

の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

てどおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11906 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ会管理下のＢ社（現在は、Ｃ社）における資格喪失日は、昭和 19年 11月

２日であると認められることから、船員保険被保険者資格喪失日に係る記録を訂正する

ことが必要である。 

なお、昭和 19 年８月から同年 10 月までの標準報酬月額については、55 円とするこ

とが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和19年８月１日から同年12月17日まで 

   昭和 19 年７月にＢ社の船舶Ｄに一等航海士として、Ｅから乗船、出航し、Ｆに向

け航行中、同年 11 月＊日にＧ沖でＨ国潜水艦の発する魚雷により沈没し、護衛艦に

助けられた。Ｆにて約１か月、内地行き便船を待ち、同年 12 月 17日に帰国できたが、

船員保険の被保険者加入記録が、同年７月 24 日から同年８月１日までの１か月しか

ないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  船員保険被保険者台帳から、申立人は一等運航士として、Ａ会管理下のＢ社の船舶

Ｄに乗り込む海員であり、昭和 19 年７月 24 日に船員保険被保険者資格を取得してい

ることが確認できる。 

また、出典「Ｈ国公式記録」によると、潜水艦Ｉ号は、昭和 19 年 11 月＊日に、船

舶Ｄを轟沈したと記載されている。 

さらに、申立人から提出された共著では、昭和 19 年７月に船舶Ｄに乗船し、同年

11月＊日に魚雷により轟沈等、当時の状況が詳細に記述されている。 

加えて、船員保険法（昭和 14年法律第 73号）の第 12条には、「被保険者は、死亡

した日又は船員として船舶所有者に使用されなくなるに至った日の翌日（その事実が

あった日に更に前条に該当するに至ったときはその日）から、被保険者の資格を喪失

する。」と規定されている。 

これらのことから、申立人は昭和 19 年 11 月＊日にＧ沖で船舶Ｄが沈没するまで、

Ａ会管理下のＢ社に継続して勤務し、船舶Ｄに一等運航士として乗船していたと認め



                      

  

るのが相当である。 

しかし、申立人の船員保険被保険者台帳にはＡ会管理下のＢ社に係る資格喪失日は

記載されておらず、また、オンライン記録によると、申立人の資格喪失日は、昭和 19

年８月１日であることが確認できる。 

このため、申立人のＡ会管理下のＢ社に係る船員保険被保険者資格の喪失に係る社

会保険事務局（当時）の記録管理は適切であったとは言い難い。 

これらを総合的に判断すると、オンライン記録による申立人のＡ会管理下のＢ社に

係る船員保険被保険者の資格喪失日に係る記録は有効なものと認められず、Ｈ国海軍

の公式記録及び申立人から提出された共著に記された詳細な記録から判断し、Ａ会は、

昭和 19 年 11 月２日に船員保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に行ったことが認められる。 

また、昭和 19 年８月から同年 10 月までの標準報酬月額については、船員保険被保

険者台帳におけるＡ会管理下のＢ社に係る記録から、55 円（５等級）とすることが妥

当である。 

 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11907 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち、平成２年９月 30日から同年 12月１日までの期間に係るＡ社におけ

る資格喪失日は、同年 12 月１日であると認められることから、当該期間における厚生

年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、41万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、平成３年３月 30 日から同年４月１日までの期間に係るＢ社

における資格喪失日は、同年４月１日であると認められることから、当該期間における

厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、36万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間のうち、平成３年 12月 16日から４年２月１日までの期間について

は、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＣ社における資格取得日に係る記録を３年 12月 16日に、資格喪失日に係る記

録を４年２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 44 万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和59年７月27日から同年12月１日まで 

             ② 平成２年９月30日から同年12月１日まで 

             ③ 平成３年３月30日から同年４月１日まで 

             ④ 平成３年12月16日から７年７月１日まで 

Ｃグループ内の各事業所に勤務していた各申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

い。グループ内での異動はあったが、継続して勤務しており、退職証明書及び給与明

細書等を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、雇用保険の加入記録、申立人から提出されたＣグループ企業

の中核であるＣ社発行の退職証明書から、申立人は平成２年 11月 30日までＡ社に継



                      

  

続して勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平

成２年 10月 31日以降の同年 12月 25日付けで、同年 10月の標準報酬月額の定時決

定の記録がさかのぼって取り消されるとともに、申立人の同社における資格喪失日は

同年９月30日と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ社の商業登記簿謄本では、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

日に法人であることが確認できることから、平成２年 10月 31日において同社が厚生

年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

及び標準報酬月額について、さかのぼって処理を行う合理的な理由は無く、当該処理

について有効な記録訂正があったとは認められないことから、申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日を平成２年 12 月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額は、事

業主が社会保険事務所（当時）に当初届け出たとおり、41 万円に訂正することが必

要である。 

２ 申立期間③について、雇用保険の加入記録及び上記退職証明書から判断すると、申

立人は平成３年３月31日までＢ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった平

成３年３月 30 日以降の同年 10 月８日付けで、申立人の資格喪失日が同年３月 30 日

にさかのぼって訂正されている記録が確認できる。 

また、Ｂ社の商業登記簿謄本では、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった

日に法人であることが確認できることから、平成３年３月 30 日において同社が厚生

年金保険の適用事業所としての要件を満たしていたと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間③に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日

について、さかのぼって処理を行う合理的な理由は無く、当該処理について有効な記

録訂正があったとは認められないことから、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失

日を平成３年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額は、事業主が社会保険事務

所に当初届け出たとおり、36万円に訂正することが必要である。 

３ 申立期間④について、申立人はＣグループ企業のうち、Ｄ社、Ａ社、Ｅ社又はＣ社

のいずれかに勤務していたと申し立てているところ、平成３年 12月 16日から４年２

月１日までの期間は、雇用保険の加入記録、上記退職証明書及び申立人から提出され

たＡ社名の給与支給明細書により、Ｃグループ内の事業所に勤務し、厚生年金保険料

を控除されていることが確認できる。 

一方、Ａ社は平成２年 10 月 31 日付けで厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、当時の取締役のうち一人は死亡、一人は「同社に在籍したことはない。」と

供述しており、従業員は「同社は親会社であるＣ社が支配していた。」と供述して

いる。 

これらのことから、申立期間④のうち、平成３年 12 月 16 日から４年２月１日ま

での期間については、Ｃグループ企業の中核であるＣ社において厚生年金保険の被



                      

  

保険者とすることが妥当である。 

また、当該期間の標準報酬月額は、給与支給明細書において確認できる保険料控

除額から44万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ｃ社は既に適用事業所とはなっていない上、このほかに確認できる関連資料等は無

いが、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後、被保険者資格の喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機

会においても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理

では考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出

は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成３年 12 月及び

４年１月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立人に係る当該

期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間④のうち、平成４年２月１日から７年７月１日までの期間について、雇

用保険の加入記録及び上記退職証明書からＣグループ企業のいずれかに勤務してい

たことがうかがえるが、申立人は上司や同僚の氏名を記憶していないこと及び当時

の社会保険担当者の連絡先も不明であることから勤務状況及び厚生年金保険料の控

除について確認することができない上、給与明細書等の資料も無い。 

４ 申立期間①について、申立人は、Ｆ社に勤務していたと申し立てているところ、上

記退職証明書から判断すると、申立人が申立期間においてＦ社に勤務していたことが

うかがえるが、雇用保険の加入記録では被保険者となってはおらず、同社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人に係る資格喪失届が昭和 59 年８月

30 日に受け付けられ、健康保険被保険者証を返納されている旨の記載があることが

確認できる。 

また、Ｆ社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、人事記録等の資

料も無いことから申立期間①における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について

確認することができない。 

 このほか、申立人の申立期間①及び申立期間④のうち平成４年２月１日から７年

７月１日までの期間に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11911 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 43

年９月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＣ社（現在は、Ｄ社）における資格取得日に係

る記録を昭和 43年９月１日に、資格喪失日に係る記録を 43年 11月 11日に訂正し、申

立期間②の標準報酬月額を６万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年８月31日から同年９月１日まで 

             ② 昭和43年９月１日から同年11月11日まで 

Ａ社Ｂ工場に勤務した期間のうち、申立期間①及びＣ社に勤務した申立期間②の厚

生年金保険の加入記録が無い。Ａ社Ｂ工場からＣ社設立のため同社に異動したが、継

続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、雇用保険の記録及びＡ社から提出された人事記録により、

申立人が同社Ｂ工場に昭和 43 年８月 31 日まで勤務し、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主より給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和

43年７月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、



                      

  

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 43 年９月１日と届け出たに

もかかわらず、社会保険事務所がこれを同年８月 31 日と誤って記録することは考え

難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間①の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②については、Ａ社から提出された人事記録、Ｃ社の複数の従業員の証

言及びＤ社の回答から判断すると、申立人が昭和 43 年９月１日にＡ社Ｂ工場からＣ

社に異動し、同社に継続して勤務していたことが認められる。 

  また、オンライン記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは

昭和 43 年 12 月１日と記録されており、申立期間②は厚生年金保険の適用事業所と

なっていないが、同社に係る商業登記簿謄本及び複数の従業員の供述から、当時の

厚生年金保険法の定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

さらに、申立人と同様にＡ社Ｂ工場からＣ社に異動した元同僚が提出した申立期

間②の給与明細書によると、同社において給与が支給され厚生年金保険料が控除さ

れている。 

  これらを総合的に判断すると、申立人は、Ｃ社において、申立期間②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和

43年７月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 43 年 12 月１日であ

り、申立期間②は厚生年金保険の適用事業所の届出を行っていなかったことを認め

ていることから、申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 

  



                

東京厚生年金 事案 11912～11916（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）

に基づき、申立人の＜申立期間＞（別添一覧表参照）の標準賞与額に係る記録

を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名：  

    基礎年金番号：    別添一覧表参照 

    生 年 月 日：  

    住    所：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

Ａ会における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額

の記録が無いことが分かった。同会は、年金事務所に事後訂正の届出を行っ

たものの、厚生年金保険料は時効により納付できず、申立期間は給付に反映

されないので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ会から提出された平成 19 年度賞与支給個人別明細書により、申立人は、

＜申立期間＞（別添一覧表参照）に同協会から賞与の支払を受け、当該賞与に

係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

また、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これ

らの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、＜申立期間＞（別添一覧表参照）に係る標準賞与額については

平成 19 年度賞与支給個人別明細書において確認できる保険料控除額から、＜



                

標準賞与額＞（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 22

年２月 24 日に＜申立期間＞（別添一覧表参照）に係る健康保険厚生年金保険

被保険者賞与支払届を提出していることから、社会保険事務所（当時）は、申

立人に係る＜申立期間＞（別添一覧表参照）の標準賞与額に基づく保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

（注） 同一事業主に係る同種の案件５件（別添一覧表参照） 



1　/　1

事案番号 氏名 基礎年金番号 生年月日 住所 申立期間 標準賞与額

11912 男 昭和18年生 平成19年7月6日 148万8,000円

11913 男 昭和28年生 平成19年7月6日 148万8,000円

11914 女 昭和24年生 平成19年7月6日 148万8,000円

11915 女 昭和28年生 平成19年7月6日 148万8,000円

11916 女 昭和38年生 平成19年7月6日 148万8,000円



                      

  

東京厚生年金 事案11917 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 38 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万 6,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正７年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年４月１から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していた。転勤の辞令を提出するので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出された人事記録及び申立人から提出された辞令

から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（昭和 38 年４月１日にＡ社Ｄ支店か
ら同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 
 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 38 年

７月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 
なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は、在籍中の社員の社会保険料納付を一定期間のみ行わないことはあり得ない
ため納付をしたと考えられるとしているが、これを確認できる関連資料及び周辺事情

は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 
また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が、申

立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かにつ
いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認めら

れない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11918 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 42 年２月１日であると認められることから、

厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和23年生 

住    所 ：  

                       

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和42年２月１日から43年２月１日まで              

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。自分が保

有する厚生年金保険被保険者証には「初めて資格を取得した年月日」が昭和 42 年２

月１日と記載されているので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた従業員の供述から判断すると、申立人が申立期間に同社に勤務し

ていたことが推認できる。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿には、申立人の同社における資格取得日は昭

和 43 年２月１日と記録されているが、申立人に係る厚生年金保険手帳記号番号払出簿

及び申立人が保有する社会保険事務所（当時）が交付した厚生年金保険被保険者証に記

載されている資格取得日は 42 年２月１日と記録され、当該資格取得日に訂正の形跡は

見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 42 年２月１日に被保険者資

格を取得した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったと認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社における昭和 43 年２月の社会保険

事務所の記録から、１万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11923 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は昭和 55 年２月１日であ

ると認められることから、申立期間の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については15万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年10月30日から55年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無い。申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人の同社における厚生

年金保険被保険者資格の喪失日は、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和

54年 10月 30日の後の 55年２月５日付けで、当初記録されていた同年２月１日の資格

喪失日が取り消され、さかのぼって 54 年 10 月 30 日と記録が訂正されていることが確

認できる上、同社においては、申立人と同様、事業主及び６名の従業員の資格喪失日も

さかのぼって訂正されていることが確認できる。 

また、申立人に係る雇用保険被保険者記録及び申立人から提出された昭和 55 年分の

給与所得の源泉徴収票により、申立人が申立期間において、Ａ社に継続して勤務してい

たことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所（当時）において、申立人について、

昭和 54 年 10 月 30 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失する旨の処理を行う合理的な

理由は無く、当該喪失に係る訂正処理は有効なものとは認められないことから、申立人

のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の喪失日は、事業主が当初届け出た 55 年２

月１日に訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、訂正前の社会保険事務所の記録から、15

万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11928 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に届け

出た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録

を、平成３年 12月から４年１月までは 30万円、同年２月から５年 10月までは 50万円

に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に届け出

た標準報酬月額であったと認められることから、当該期間に係る標準報酬月額の記録を、

50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成３年12月１日から５年11月30日まで 

             ② 平成６年２月１日から同年９月30日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①及びＢ社に勤務した申立期間②について、標準報酬月額

が実際に支給されていた給与に見合う標準報酬月額よりも大幅に低い。両社には取締

役で勤務していたものの、社会保険の届出事務には関与していなかったので、申立期

間①及び②の標準報酬月額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなった日（平成５年 11月 30日）より後の平成５年 12月 17日付けで、申

立人を含む５名について標準報酬月額が減額訂正されており、申立人の場合、当初、３

年 12月及び４年１月は 30万円、同年２月から５年 10月までは 50万円と記録されてい

たものが、８万円にさかのぼって減額訂正されていることが確認できる。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本では、申立人は同社がＢ社に商号変更した平成５年７月

14 日以降の７年３月 20 日まで、申立期間①において同社の取締役であったことが確認

できる。 

しかし、Ａ社の代表取締役及び同社の経理担当者は、申立人は、一般事務の仕事をし

ており、社会保険の届出事務には関与していなかった旨供述していることから、申立人

が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該減額訂正処理をさかの

ぼって行う合理的な理由は無く、申立期間①において標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間①に係る標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た、平成３年 12月及び４年１月は 30万円、同年２月から５年

10月までは50万円に訂正することが必要である。 

申立期間②については、オンライン記録によると、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所

に該当しなくなった日（平成６年９月 30日）より後の平成６年 10月５日付けで、申立

人を含む４名について標準報酬月額が減額訂正されており、申立人の場合、当初、同年

２月から同年８月までは 50 万円と記録されていたものが、８万円にさかのぼって減額

訂正されていることが確認できる。 

一方、Ｂ社の商業登記簿謄本では、申立人は申立期間②において同社の取締役であっ

たことが確認できる。 

しかし、Ｂ社の代表取締役及び経理担当者は、申立人は、一般事務の仕事をしており、

社会保険の届出事務には関与していなかった旨供述していることから、申立人が当該訂

正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、当該減額訂正処理をさかの

ぼって行う合理的な理由は無く、申立期間②において標準報酬月額に係る有効な記録訂

正があったとは認められず、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額は、事業主が社会

保険事務所に当初届け出た、平成６年２月から同年８月までは 50 万円に訂正すること

が必要である。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11929 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間における標

準報酬月額に係る記録を、平成 18年 12月から 19年６月までは 15万円、同年７月から

同年 11月までは 22万円、同年 12月から 20年４月までは 17万円、同年５月は 15万円

に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和51年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年12月１日から20年６月10日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、実際の

給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。同社では取締役で勤務したが厚

生年金保険の届出手続には関与していなかったので、申立期間の標準報酬月額を正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された申立期間に係る年間賃金台帳及び給与明細書により、申立人は、

申立期間に、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれ

ぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか

低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間に係る標準報酬月額については、上記年間賃金台帳及び給与明

細書において確認できる厚生年金保険料控除額又は報酬額から、平成 18 年 12 月から

19年６月までは 15万円、同年７月から同年 11月までは 22万円、同年 12月から 20年



                      

  

４月までは17万円、同年５月は15万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているが、上記年間賃金台帳及び給与明細書において確認できる厚生年金

保険料控除額又は報酬額に見合う標準報酬月額とオンラインに記録されている標準報酬

月額が申立期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主がオンライン記録ど

おりの標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人が主張する標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11930 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和 56 年３月 31

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和33年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年12月１日から56年３月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社の従業員の供述から、申立人は、昭和 56年３月 30日ま

で同社に勤務していたことが認められる。 

また、Ａ社の元営業部長は、「昭和 56 年２月ごろから社長に代わって自分が当社の

清算業務を行った。申立人の申立期間における給与から厚生年金保険料を控除してい

た。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55年 11月の

事業所別被保険者名簿の記録から、９万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、Ａ

社は既に適用事業所に該当しなくなっており、当時の事業主も死亡しているため、確認

できる関連資料及び周辺事情も無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか

否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは

認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11932  

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社における被保険者記録のうち、当該期間に係る資

格喪失日（昭和 34 年４月 20 日）及び資格取得日（昭和 34 年９月１日）を取り消し、

同年４月から同年８月までの標準報酬月額を１万4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＢ社における資格取得日に係る記録を同年７月

１日に訂正し、同年７月から同年９月までの標準報酬月額を１万 4,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年４月20日から同年９月１日まで 

                          ② 昭和35年７月１日から同年10月１日まで 

    厚生年金保険の記録によれば、申立期間①及び②の加入記録が無い。Ａ社及びＢ社

には昭和 32 年２月１日から 36 年９月 20 日まで継続して勤務していたので、申立期

間①及び②について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ社が契約する会社の社員食堂で調理師として勤

務しており、当該期間の勤務場所はＣ町に所在するＤ社の社員食堂であったとしてい

るところ、申立人が供述する当時の出来事と当時の時事記録が合致している上、申立

人はＤ社の社員食堂で勤務していた者のみが知り得る事実を述べており、当該事実に

ついて、当該期間にＤ社において厚生年金保険の被保険者資格を取得している従業員

37 人に照会したところ、そのうち３人の従業員が、申立人の記憶する事実を裏付け

る回答をしていることから、申立人の証言の信ぴょう性は高いものと認められ、申立

人が当該期間に同社の社員食堂で勤務していたものと推認される。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿により、当該期間

に同社Ｅ支店に勤務し、申立人と同一の業務に従事していた従業員 15 人の被保険者



                      

  

記録を調査したところ、当該期間に厚生年金保険の被保険者資格をいったん喪失し、

その後に被保険者資格を再取得している従業員は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人は、

当該期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認

められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における当該期間前後の

社会保険事務所（当時）の記録から、１万4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は不明としているが、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届

が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録することは考え難

いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行

っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 34 年４月から同年８月

までの保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

２ 申立期間②について、申立人は、当該期間の勤務場所はＦ市に所在するＧ社の社員

食堂であったとしているところ、申立人を記憶している従業員が同社で申立人と一緒

に勤務していたとしており、申立人は当該期間においてＢ社で勤務していたことが推

認できる。 

また、オンライン記録及び従業員の供述から、Ａ社Ｅ支店で勤務していた従業員を

同社本社で一括して社会保険に加入させていたが、昭和 35 年６月３日に同社同支店

がＢ社として設立されたことに伴い、Ａ社Ｅ支店の従業員を同年７月１日付けで資格

喪失させる一方、Ｂ社は同年 10 月１日付けで適用事業所になっており、上記従業員

を同日付けで資格取得させていることから、Ａ社Ｅ支店からＢ社に事業所が変更され

た従業員の厚生年金保険被保険者期間には、３か月間の空白期間が生じたものである

と推認できる。 

そこで、Ｂ社の新規適用時に厚生年金保険被保険者となっている従業員 38 人に照

会したところ、28 人から回答があり、そのうち 23 人が、同社が適用事業所になる以

前から同社に勤務していたとしている。 

さらに、申立人と同一の勤務形態であり、同一の業務であったとする上記の従業員

一人から提出されたＢ社の給与明細書により、当該従業員は当該期間について、厚生

年金保険料が控除されていたことが確認できることから、申立人についても同様に、

当該期間において同社の事業主により厚生年金保険料が控除されていたものと認めら

れる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、同僚の当該期間における給与明細書に

記載のある厚生年金保険料の控除額と、Ａ社の健康保険厚生年金保険事業所別被保険

者名簿に記載のある当該同僚の資格喪失時の標準報酬月額に見合う厚生年金保険料の



                      

  

控除額は一致することから、申立人についても同社における資格喪失時である昭和

35年６月の標準報酬月額である１万4,000円とすることが妥当である。 

一方、Ｂ社は、当該期間において厚生年金保険の適用事業所としての記録は無いが、

上記の従業員 23 人が、同社が適用事業所になる以前から同社に勤務していたとして

いることから、同社は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たして

いたものと判断される。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

当該期間において、Ｂ社が適用事業所の要件を満たしていながら、社会保険事務所に

適用の届出を行っていなかったと認められることから、申立人の当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11933                    

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 24 年７月１日、資格喪失日は 25 年５月 22

日であると認められることから、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年４月１日から25年５月22日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の加入記録が無い。同社に勤務したことは確かなので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が記憶している複数の上司に係るＡ社における厚生年金保険被保険者記録及び

同社に係る申立人の詳細な記憶から判断すると、時期は特定できないが、申立人は同社

に勤務していたことがうかがえる。 

また、オンライン記録によると、申立人と同姓同名及び申立期間当時、申立人が誤っ

て認識していた生年月日で記録された厚生年金保険被保険者記録が確認できるとともに、

当該被保険者資格の取得日は昭和 24 年７月１日、喪失日は 25 年５月 22 日と記録され、

当該期間において未統合の記録が確認できる。 

一方、Ｂ年金事務センターによると、上記未統合の厚生年金保険被保険者記録が登録

された年金手帳記号番号を払い出した事業所名はＣ社とされているが、同社に係る健康

保険労働者年金保険被保険者名簿から、当該年金手帳記号番号及び申立人の記録を確認

することはできない。 

また、オンライン記録から、Ａ社で昭和 24 年４月１日以降に厚生年金保険被保険者

資格を取得した従業員が複数いることが確認できるところ、同社に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿では、昭和 31 年 11 月 10 日以降の被保険者記録しか確認すること

ができず、当該従業員及び同社の厚生年金保険の新規適用日を確認することができない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳では、申立人が誤って認識した生年



                      

  

月日で、昭和 29 年３月１日以降の被保険者記録が登録されていることが確認できるが、

オンライン記録で確認できた上記未統合の被保険者記録を確認することはできない。 

以上のことから、オンライン記録における申立人と同姓同名及び申立期間当時申立人

が誤って認識していた生年月日で記録された未統合の厚生年金保険被保険者記録は、申

立人の厚生年金保険被保険者記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は申立人がＡ社において、厚生年金保険被保険

者の資格を昭和 24 年７月１日に取得し、25 年５月 22 日に資格を喪失した旨の届出を

社会保険事務所（当時）に対して行ったと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額は、厚生年金保険法及び船員保険法の一部を改正する

法律（昭和 44年法律第 78号）附則第３条の規定に準じ、１万円とすることが妥当であ

る。 

一方、申立期間のうち、昭和 24 年４月１日から同年７月１日までの期間については、

当該期間当時、Ａ社に勤務した複数の従業員に照会したが、申立人の入社時期を覚えて

おらず、申立人と同様高校卒業後に同社に入社した従業員は、「同社では３か月程度の

試用期間があったのかもしれない。試用期間中の保険料控除については覚えていな

い。」旨供述している。 

なお、Ａ社は既に適用事業所ではなくなっており、当時の代表者は死亡していること

から、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができなかっ

た。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の事業主による給与からの控除

について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11934                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の申立期間に

係る厚生年金保険の標準報酬月額を平成６年９月から９年 12月までの期間は 24万円、

10 年１月から 12 年 12 月までの期間は 26 万円、13 年１月から同年８月までの期間は

30万円にそれぞれ訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年９月１日から13年９月16日まで 

Ａ社に勤務した申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額が、実際の給与支給月

額に相当する標準報酬月額と異なっている。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、

平成６年９月から 12年６月までの期間は９万 8,000円及び同年７月から 13年８月ま

での期間は 20 万とそれぞれ記録されている。このため、申立人は、平成９年、10 年、

11 年及び 12 年分の給与所得に係る源泉徴収票並びに同年９月から 13 年９月分まで

の期間に係る給与明細書を提出し、申立期間に係る標準報酬月額がこれらの資料と異

なっているので、正しい記録に訂正してほしいと主張しているものである。また、申

立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録の訂正及び保険給付については、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、事業主が源泉控除

していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することにな

る。 

２ 申立人の申立期間のうち、平成６年９月から８年 12 月までの期間については、申

立人は当該期間に係る厚生年金保険料の控除額を確認できる資料を提出していないも

のの、Ｂ社が提出した申立人に係る預金口座取引明細書により、当該期間のうち、平



                      

  

成６年 12 月、７年１月及び同年７月から８年 12 月までの期間において、月に 26 万

円以上の給与がＡ社から申立人に振り込まれていることが確認できる。 

また、当委員会において既にあっせんが行われているＡ社の同僚が提出した当該同

僚が同社において厚生年金保険の被保険者資格を取得した月である平成８年６月の給

与明細書によれば、同年同月の報酬額（給与支給月額）に基づく標準報酬月額及び厚

生年金保険料の控除額に基づく標準報酬月額はいずれも 26 万円であるが、オンライ

ン記録における当該同僚の同年同月に係る標準報酬月額は９万 8,000円と記録されて

いることが確認できる。 

３ 申立人の申立期間のうち、平成９年１月から 12 年８月までの期間については、申

立人が提出した平成９年、10年、11年及び 12年分の給与所得に係る源泉徴収票に記

載された社会保険料等の金額を基に算出した標準報酬月額は、９年１月から同年 12

月までの期間は 24万円、10年１月から 12年８月までの期間は 26万円であると推認

できる。 

４ 申立人の申立期間のうち、平成 12年９月から 13年８月までの期間については、申

立人が提出した当該期間に係る給与明細書における厚生年金保険料控除額を基に算出

した標準報酬月額は、12 年９月から同年 12 月までの期間は 26 万円、13 年１月から

同年８月までの期間は30万円であることが確認できる。 

５ 以上のことを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の標準報

酬月額については、ⅰ）平成６年９月から９年 12 月までの期間は、前述の同僚と同

様に、Ａ社が実際に控除した額よりも低い標準報酬月額の届出を行っていたものと推

認でき、かつ、同年の源泉徴収票に記載された社会保険料等の金額及び前述の預金口

座取引明細書における給与振込額などから推定することにより 24 万円に、ⅱ）10 年

１月から 12年 12月までの期間は、申立人が提出した源泉徴収票に記載された社会保

険料等の金額により 26 万円に、ⅲ）13 年１月から同年８月までの期間は、給与明細

書において確認できる厚生年金保険料控除額により 30 万円にそれぞれ訂正すること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は、「当時の資料が保存されていないことから不明である。」と回答

しているが、給与明細書などにおいて確認できる厚生保険料控除額に見合う標準報酬

月額とオンライン記録の標準報酬月額が、長期間にわたり一致していないことから、

事業主は、給与明細書などで確認できる保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事

務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に

見合う保険料について納入の告知を行うことができず、事業主は当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11935                           

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 51 年７月１日に申立人に係る厚生年金保険の被保

険者資格を取得した旨の届出を、同年９月６日に同資格を喪失した旨の届出をそれぞれ

社会保険事務所（当時）に行ったと認められることから、申立人の申立期間に係る厚生

年金保険の被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 51 年７月１日に、同資格の喪失日

に係る記録を同年９月６日にそれぞれ訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間における標準報酬月額については、昭和 51 年７月は、20 万

円、同年８月は24万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年７月１日から同年９月６日まで 

Ａ社に勤務した申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間は、同社

おいて事務合理化のために編成されたプロジェクトチームで勤務しており、給与から

厚生年金保険料を天引きされていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び申立人が提出した辞令書により、申立人が申立期間において同社に継続

して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ基金加入員台帳により、申立人は、Ａ社において、昭和 51 年７月１日に資格を取

得し、同年９月６日に資格を喪失したことが確認できる。 

さらに、Ａ社に対し、Ｂ基金と社会保険事務所への届出の方法について確認したところ、同

社の人事労務担当者は、「申立期間当時は厚生年金保険とＢ基金への届出は、複写式の用紙を

使用していたと思われる。」と回答している。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、昭和 51 年７月１日に申立人がＡ社における厚生

年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を、同年９月６日に被保険者資格を喪失した旨の届

出をそれぞれ社会保険事務所に行ったと認められる。 

加えて、申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、申立人のＢ基金加入員台帳の記

録から、昭和51年７月は20万円、同年８月は24万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11936 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ出張所（後にＤ支店に名称変

更）における資格取得日に係る記録を昭和 33年２月 15日、資格喪失日に係る記録を同

年５月 19日とし、同社Ｄ支店における資格取得日に係る記録を同年５月 19日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額を１万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年２月15日から同年６月16日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。異動はあ

ったが、同社に継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された在籍証明（人事マスターリスト）及び同社の「正社員の給与計算

においては特定の期間、厚生年金保険料を控除していないとは考えられない。控除して

いた可能性が大きい。」との回答から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（同

社Ｅ製作所から同社Ｃ出張所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の申立期間に係る異動日については、上記在籍証明に異動日の記載が無

く不明であるが、Ａ社へ申立人と同じ昭和 32年 11月１日に入社し、同社Ｅ製作所で一

緒に実習を受けた同僚が「33 年２月 15 日に申立人と一緒に異動した。」と供述してい

ることから、昭和33年２月15日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支店における昭和 33 年

６月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資格の取得及び喪失に係る届出



                      

  

を行ったにもかかわらず、いずれの機会においても社会保険事務所が記録の処理を誤る

ことは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行

われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 33 年２月から同年５

月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11937 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当時）に当初届

け出た標準報酬月額であったことが認められることから、申立期間の標準報酬月額を

50万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年10月１日から３年６月15日まで 

    Ａ社の共同代表取締役として勤務した期間及び役員退任後に勤務した申立期間の標

準報酬月額が、同社を退職した後に減額されている。 

    標準報酬月額の減額訂正が行われた平成４年４月には、Ａ社とは何ら関係が無かっ

たので、正しい記録に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった平成

３年９月 30日より後の４年４月 24日付けで、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、

当初記録されていた 50万円から 14万 2,000円にさかのぼって減額訂正されていること

が確認できる。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は平成３年４月 30 日に、同社の共同代

表取締役を退任していることが確認できる上、オンライン記録により、標準報酬月額の

減額訂正が行われた４年４月 24 日には、別の会社で厚生年金保険に加入していること

から、標準報酬月額の当該減額訂正処理には関与していないと認められる。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人の標準報酬月額につ

いてさかのぼって減額訂正処理を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額の記録訂正は

有効なものとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を、事業主が社会保

険事務所に当初届け出た50万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11938 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間のうち昭和 60 年１月１日から同年４月１までの期間について、申立人は、

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 60 年１月１日に訂正し、申立期間の

標準報酬月額を15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年12月から60年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

昭和 59年 12月から営業として勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社代表取締役名の昭和 60 年１月度分及び同年３月度分の

「三百万突破賞」の封筒の写し及び同社の従業員が同封筒について「昭和 60 年１月及

び同年３月の営業成績の祝い金である。」と供述していること、申立人と同じ同年４月

１日に厚生年金保険被保険者資格を取得している従業員が、「申立人は、自分よりも先

に同社に入社していた。」と回答していることから、申立人が同年１月１日から同社に

勤務していたことが推認できる。 

また、Ａ社の複数の従業員は、「同社における入社日と厚生年金保険の加入日は一致

している。」と供述していることから、同社では、従業員を入社と同時に厚生年金保険

に加入させて、厚生年金保険料を控除していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月１日から

同年４月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 60 年４月の

社会保険事務所（当時）の記録から、15万円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主から回答は無いが、申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格取得日が雇

用保険の記録における被保険者資格取得日と同日となっており、社会保険事務所及び公

共職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主

が昭和 60 年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る同年１月から同年３月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立人の当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち昭和 59 年 12 月から 60 年１月１日までの期間については、Ａ

社における当該期間の給与明細書や上記祝い金の封筒などの資料が無いため、申立人の

当該期間に係る勤務について確認することができない。 

また、Ａ社の事業主に照会したが、回答が無いため、同社の事業主から申立人の当該

期間の勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、申立人が主張していたＡ社の複数の元同僚に照会したが、申立人の同社への

入社日を記憶している者はいないため、元従業員から申立人の当該期間の勤務状況及び

厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11939 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、44 万円であったと認められることから、

申立期間の標準報酬月額を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年10月１日から９年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額が厚生年金基

金及び健康保険組合の記録と相違しているので、正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が加入するＢ厚生年金基金の加入員記録及びＣ健康保険組合の標準報酬月額改定

（決定）通知により、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、その主張する 44 万円

と記録されていることが確認できる。 

また、Ａ社の総務担当者は、「申立期間当時、厚生年金保険、厚生年金基金及び健康

保険組合への各種届出様式は複写式であり、基金経由で社会保険事務所（当時）と健康

保険組合に届出を行っていた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立期間について、事業主は、申立人が主張する標準

報酬月額に係る届出を社会保険事務所に対して行ったと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11940 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における被保険者資格取得日に係る記録を昭和 63

年12月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和63年12月１日から平成元年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

の給与支給明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人から提出された給与明細書から、申立人は、昭和 63年 12月１日からＡ社に勤

務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

一方、オンライン記録では、Ａ社は、平成元年２月１日に厚生年金保険の適用事業所

となっており、申立期間は適用事業所となっていないことが確認できるが、同社から提

出された昭和 63年 12月２日付けの「労働保険関係成立届」により、同社では申立期間

当時、常時従業員を使用しており、当時の厚生年金保険法の適用事業所の要件を満たし

ていたものと認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認できる厚生

年金保険料控除額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は資料が無いため不明としているが、申立期間当時、Ａ社は厚生年金保険

の適用事業所でありながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行っていなかった

と認められることから、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11947 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、Ａ社Ｂ劇場における資格取得日に係る記録を昭和 23 年６月１

日に、資格喪失日に係る記録を 24 年９月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を

23年６月及び同年７月は 600円、同年８月から 24年４月までの期間は 900円、同年５

月から同年８月までの期間は2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｃ劇場における資格取得日に係る記録を昭和 25 年

５月10日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

さらに、申立人は、申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、Ａ社Ｃ劇場における資格喪失日に係る記録を昭和 29

年４月１日に訂正し、申立期間③の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間③の厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正９年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和23年６月１日から24年９月１日まで 

             ② 昭和25年５月10日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和29年３月15日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間①、②及び③の厚生年金保険の加入記録

が無い。同社及び関連事業所には、申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 



                      

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の加入記録、申立人が保管していたＡ社の辞令、同

社作成の社史の記載及び同社Ｂ劇場の従業員の供述等から判断すると、申立人が同社

に継続して勤務し（昭和 23 年６月１日にＡ社本社から同社Ｂ劇場に異動、24 年９月

１日に同社同劇場から同社Ｄ劇場に異動）、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 23 年４

月１日付け及び 24 年４月１日付けの上記辞令に記載されている報酬額から判断して、

23年６月及び同年７月は 600円、同年８月から 24年４月までは 900円、同年５月か

ら同年８月までは2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は保険料を納付したか否かは不明としているが、仮に、事業主から

申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪

失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

(当時)が当該届出を記録していない。これは通常の事務処理では考え難いことから、

事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結

果、社会保険事務所は申立人に係る昭和 23年６月から 24年８月までの期間に係る厚

生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間①に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間②について、雇用保険の加入記録、Ａ社作成の社史の記載及び同社Ｄ劇場

の従業員の供述等から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 25 年５月

10 日にＡ社Ｄ劇場から同社Ｃ劇場に異動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ劇場における昭和

25年６月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

  なお、申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は保険料を納付したか否かは不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

期間②に係る申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 

３ 申立期間③について、雇用保険の加入記録、Ａ社作成の社史の記載及び同社Ｅ支社

の従業員の供述等から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（昭和 29 年４月

１日にＡ社Ｃ劇場から同社Ｅ支社に異動）、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ劇場における昭和

29年２月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、事業主は保険料を納付したか否かは不明としており、このほかに確認でき

る関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立

期間③に係る申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を５万6,000円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

については、明らかでないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 43年 10月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を５万 6,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人は、申立期間③について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＣ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日に係る記録を昭和 48 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を９万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年４月１日から同年９月30日まで 

           ② 昭和43年９月30日から同年10月１日まで 

           ③ 昭和48年３月25日から同年４月１日まで 

 

Ａ社に勤務した申立期間①の厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に給与から控除

されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違しており、また、同社及び子会社のＣ

社に勤務した期間のうち、申立期間②及び③の加入記録が無い。各申立期間の給料明

細書を提出するので、正しい記録に訂正してほしい。 

 



                      

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人が所持している昭和 43 年４月分から同年８月分までの給

料明細書の報酬額及び保険料控除額から、申立人は、その主張する標準報酬月額（５万

6,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていることが認められ

る。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、当時の

資料等が保管されていないことなどから不明としており、これを確認できる関連資料及び周

辺事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てど

おりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所(当時)に行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②については、申立人が所持している給料明細書、Ｂ社が保管する在籍証明書及

び回答から、申立人がＡ社及び関連会社のＣ社に継続して勤務し（昭和43年10月１日にＡ

社からＣ社に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、給料明細書の報酬額及び保険料控除額から、

５万6,000円とすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保険料

を納付したか否かについては不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和43年10月１日

と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年９月 30 日と誤って記録すること

は考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入

の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付し

た場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

３ 申立期間③については、申立人が所持している給料明細書、Ｂ社が保管する在籍証明書及

び回答から、申立人がＣ社及びＡ社に継続して勤務し（昭和 48 年４月１日にＣ社からＡ社

に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

  また、当該期間の標準報酬月額については、給料明細書の報酬額から、９万2,000円とす

ることが妥当である。 

  なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、保険料

を納付したか否かについては不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てど

おりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、こ

れを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11949 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ庁における資格取得日に係る記録を昭和 24 年１

月31日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を6,600円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年１月31日から同年３月１日まで 

Ａ庁に勤務していた期間のうち申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期

間に異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ省Ｃ局が保管している申立人の履歴書及び申立人から提出された辞令から判断する

と、申立人は、Ａ庁に継続して勤務し（昭和 24年１月 31日にＡ庁Ｄ支局からＡ庁に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ庁における昭和 24 年３月の

社会保険事務所（当時）の記録から、6,600円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ庁は既に廃

止されているため、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかで

ないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11951 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 45 年７月 21

日、資格喪失日に係る記録を 46年１月 30日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和16年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年７月21日から46年１月30日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に正社員として勤

務していたので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録並びに申立人が記憶していた複数の同僚及びＡ社に係る事業所別

被保険者名簿から申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる複数の

従業員の供述から判断すると、申立人は、申立期間当時、同社に勤務していたことが認

められる。 

また、上記複数の同僚は、いずれも、Ａ社において申立人と同一職種の社員であった

旨供述しているところ、いずれも、上記被保険者名簿において申立期間に厚生年金保険

の被保険者としての記録が存在する。 

さらに、上記複数の従業員のうちの一人は、「Ａ社への入社に際し、当時、同社の従

業員は全員が正社員であったため、代表者の依頼により、正社員として同社に入社する

こととなった。また、自分の場合、入社と同時に厚生年金保険に加入した。」旨供述し

ている。 

加えて、上記被保険者名簿から申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確

認できる、Ａ社の当時の代表者の子（後に取締役）は、「申立期間当時、当社では、従

業員全員を厚生年金保険と雇用保険に一体として同時に加入させていたことから、申立



                      

  

人についても同様に取り扱い、厚生年金保険料を給与から控除していたはずである。」

と供述しているところ、雇用保険の記録では、申立人の同社における被保険者資格取得

日が昭和45年７月21日、離職日が46年１月29日であることが確認できる。 

これらのことから、申立人は、Ａ社において雇用保険の被保険者資格を取得した昭和

45年７月21日に、厚生年金保険にも同時に加入したものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同一職種の従業員の標準報酬月

額の記録等から判断すると、４万5,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、オン

ライン記録では、Ａ社は平成 12 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、また、同社の当時の代表者及び社会保険事務担当者はいずれも死亡しているため、

保険料を納付したか否かについて確認することはできない。しかし、仮に、事業主から

申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後、被保険者資格の喪

失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会保険事務所

（当時）がこれらの届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え難いことか

ら、事業主から当該社会保険事務所に対して、申立人に係る資格の得喪に係る届出は行

われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 45 年７月から同年 12

月までの期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申

立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11952 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 40年５月 17日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 8,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年５月17日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に支店間の異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出のあった「職歴証明書」（Ｂ社が作成）、Ｂ社から提

出のあった申立人に係る人事記録及び事業主の回答から判断すると、申立人が申立期間にＡ社

に継続して勤務し（昭和40年５月17日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 40 年６月の

社会保険事務所（当時）の記録から、２万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

当時の資料が残っていないため保険料を納付したか否かについては不明としており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てどおり

の被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の申立期間に

おける標準報酬月額に係る記録を、平成 18年 10月から 19年１月までの期間は 15万円、

同年２月から同年 11 月までの期間は 26 万円、同年 12 月から 20 年６月までの期間は

17万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和49年生 

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年10月１日から20年７月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録が、実際の

給与の月額に相当する標準報酬月額と相違している。厚生年金保険料の給与からの控

除を確認できる当時の給与明細書等を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正し

い記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は９万

8,000 円と記録されているところ、申立人から提出のあった申立期間に係る給与明細書、

申立人が居住している市から提出のあった、申立人の申立期間に係る給与支払報告書等

により、申立人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。したがって、申立期間に係る標準報酬月額については、上記

給与明細書等において確認できる厚生年金保険料控除額から、平成 18 年 10 月から 19



                      

  

年１月までの期間は 15万円、同年２月から同年 11月までの期間は 26万円、同年 12月

から20年６月までの期間は17万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得届」において、申立人のＡ社にお

ける厚生年金保険の標準報酬月額が９万 8,000円と記載されていることから、事業主が

９万 8,000円を申立人の標準報酬月額として社会保険事務所（当時）に届け出たことが

認められる。その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に見合う保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報

酬月額に基づく保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日は、昭和 55年８月 21日で

あると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日に係る

記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、26万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年７月21日から同年８月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に支店間の異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出のあった「職歴証明書」（Ｂ社が作成）及びＢ

社が保管する申立人に係る人事記録に基づく回答から判断すると、申立人は、申立期間

当時、Ａ社Ｃ支店に勤務していたことが認められる。 

また、Ｄ企業年金基金から提出のあった、社会保険事務所（当時）の記録と厚生年金

基金（当時）の記録との突合等の状況に係る資料によると、申立人のＡ社Ｃ支店におけ

る厚生年金基金の資格喪失日は、当初、昭和 55年８月 21日と記録されていたが、厚生

年金基金の代行返上時に、社会保険事務所の記録と不一致となったことから同年７月

21日に訂正されたことが確認できる。 

さらに、Ｂ社の回答等から判断すると、Ａ社では、申立期間当時、社会保険事務所及

び厚生年金基金への被保険者資格の得喪の届出においては、複写式の届出様式を使用し

ていたものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が主張する昭和 55年８月 21日に、Ａ社Ｃ支店

における厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の届出を、事業主が社会保険事務所

に対して行ったことが認められる。 

また、昭和 55 年７月の標準報酬月額については、厚生年金基金及び申立人のＡ社Ｃ

支店における同年６月の社会保険事務所の記録から、26 万円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11955 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 24年６月 18日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年６月18日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に本店支店間の異動はあったが、厚生年金保険料は給与から控除されていたので、厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出のあった永年勤続に係る感謝状（Ｄ社が作成及び交

付）、Ｂ社から提出のあった申立人に係る人事記録及び事業主の回答から判断すると、申立人

が申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和24年６月18日にＡ社本店から同社Ｃ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 24 年７月の

社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

当時の資料が残っていないため保険料を納付したか否かについては不明としており、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立てどおり

の被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かについては、これ

を確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 31 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000 円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月１日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に支店間の異動はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、Ｂ社から提出のあった申立人に係る在籍証明書、同社が保管す

る申立人に係る人事記録に基づく回答及び申立人が記憶していた二人の同僚の供述から

判断すると、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和 31 年４月１日にＡ社Ｄ

支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 31 年

５月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11957 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本店における資格取得日に係る記

録を昭和 27年１月 25日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とすることが必

要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治45年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年１月25日から同年２月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に本店支店間の異動はあったが、継続して勤務しており、厚生年金保険料は給与から

控除されていたので、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった申立人に係る社員台帳及び事業主の回答等から判断すると、申

立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し（昭和 27年１月 25日に同社Ｃ支店から同社本

店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和 27 年２

月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、当時の資料が残っていないため保険料を納付したか否かについては不明としてお

り、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11958 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録のうち、申立期間に係る資格

喪失日（昭和 27年７月１日）及び資格取得日（昭和 27年９月１日）を取り消し、申立

期間の標準報酬月額を7,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年７月１日から同年９月１日まで 

厚生年金保険の記録によると、Ａ社における被保険者期間のうち、申立期間の被保

険者記録が無い。同社には継続して勤務していたので、申立期間について厚生年金保

険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ社において昭和 24 年５月１日に厚生年金保険の

資格を取得し、27 年７月１日に資格を喪失後、同年９月１日に同社において再度資格

を取得しており、同年７月及び同年８月の申立期間の被保険者記録が無い。 

しかし、同僚（後に代表取締役）及び従業員の供述から、申立人が申立期間において

Ａ社に継続して勤務していたことが推認できる。 

また、上記の同僚は、「申立人は営業担当で申立期間も継続して勤務しており、申立

期間の業務内容や雇用形態が変わったということは無かった。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から申立期間当時被保険者で

あった従業員 16 人の業務内容を調査したところ、申立人と同じ業務内容の従業員が 13

人確認でき、当該従業員全員の厚生年金保険の記録が申立期間において継続しているこ

とが確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は、

申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認め

られる。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における申立期間前後の社

会保険事務所（当時）の記録から、7,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主から申

立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保

険事務所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録ど

おりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 27 年７月及び同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場

合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11959 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を36万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61年７月１日から62年10月１日まで                        

Ａ社からＢ社Ｃ工場（現在は、Ｄ社）に異動した際の資格取得時の標準報酬月額を

異動前と同額で届け出たため、申立期間の標準報酬月額が実際の給与から控除された

保険料に見合う標準報酬月額より低く記録されていることが分かった。給与明細書及

び源泉徴収票を提出するので、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

給与明細書及び源泉徴収票から、申立人は、申立期間においてその主張する標準報酬

月額（36 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていること

が認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、健

康保険厚生年金保険被保険者資格の取得時の標準報酬月額と申立人の主張する標準報酬

月額に見合う保険料との差額については納付していないと思うとしていることから、そ

の結果、社会保険事務所（当時）は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11960 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額

に係る記録を18万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年７月25日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無い。賞与明細書を提出するので、標準賞与額を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成15年７月25日支給の賞与明細書により、申立人は、申立期

間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与明細書の保険料控除

額から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、預金口座から振替納付したと主張しているが、事業主より提出された

預金通帳（写し）から、平成15年９月１日に振替納付された同年７月分の厚生年金保険

料額は11万8,352円と記載されているところ、当該納付額は同年７月当時、Ａ社におい

て被保険者となっていた２名の標準報酬月額から算出した厚生年金保険料額の合計額と

一致するものであり、申立人の標準賞与額に係る保険料を含めた金額であることは確認

できず、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの標準賞与額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められな

い。 



                      

  

東京厚生年金 事案11961 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申立期間の標準報酬

月額に係る記録を平成２年６月から同年９月までは34万円、３年４月から同年６月まで

は44万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正

前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行したか否か

については、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成２年６月１日から同年10月１日まで 

② 平成３年４月１日から同年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際に控除されていた厚

生年金保険料額に見合った標準報酬月額ではないことが分かった。当時の給料明細書

を提出するので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の保管する給料明細書により、申立人は、申立期間について、その主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

一方、複数の従業員は、申立期間当時は経理部長と申立人が社会保険事務を担当して

いた旨供述している。 

しかし、申立人は、「経理事務などが主な仕事であり、給与や社会保険事務関係は経

理部長が行っていた。」と供述しており、これについては、申立期間当時のＡ社の代表

取締役１名も「実質的な給与関係事務は経理部長が行っていた。」と供述していること

から、申立人は社会保険事務に関与していなかったものと認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の



                      

  

報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬

月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額は、給料明細書における保険料控除額から、平

成２年６月から同年９月までは34万円、３年４月から同年６月までは44万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は平成６年２月28日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、事業所とは連絡が取れ

ず経理担当者も死亡しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 57 年５月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を28万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和57年５月１日から同年６月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

の給与明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、複数の元同僚の供述及び申立人から提出のあった給与支払明細

書から、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び厚生年金保険の保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することになる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人が提出した給与支払明細書

において確認できる報酬額から、28万円とすることが妥当である。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和57年６月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、同社は申立期間において法人事業所であ

ることが確認でき、複数の元同僚は、申立期間当時、同社では従業員は５人程度勤務し

ていた旨供述していることから、同社は当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要

件を満たしていたものと判断される。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は資料が無く不明としているが、申立期間において、Ａ社は適用事業所でありなが

ら、社会保険事務所（当時）に適用事業所としての届出を行っていなかったと認められ

ることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11966 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を昭和 38 年１月１

日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万8,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年１月１日から同年３月１日まで 

Ａ社で勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間の給料支払明

細書及び退職金支給明細書を提出するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人から提出のあった給料支払明細書及び退職金支給明細書

により、申立人が申立期間にＡ社に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基

づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の

額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細書の保険料控除額か

ら、２万8,000円とすることが妥当である。 

一方、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事業所

となったのは昭和38年３月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない。 

しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、同社は申立期間において法人事業所であ

ることが確認できる。 

また、申立人及び当時の経理部社員は、「Ａ社は、Ｂ社が組織変更した会社であり、



                      

  

申立期間も継続して勤務していた。」と回答しているところ、Ｂ社に係る事業所別被保

険者名簿から、申立人と同様に同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 38

年１月１日に同社において厚生年金保険の被保険者資格を喪失し、Ａ社において同年３

月１日に被保険者資格を取得している者が申立人を含め 11 人確認できることから、同

社は、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断され

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は既に解散し、当時の事業主も死亡していることから、同社における厚生年金保険の取

扱いについて確認することができないが、申立期間において、同社は適用事業所であり

ながら、社会保険事務所（当時）に適用事業所としての届出を行っていなかったと認め

られることから、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認

められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11967 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年５月７日から同年９月５日までの期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を 38 年９月５日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年５月７日から44年12月19日まで 

Ａ社Ｃ工場に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申

立期間は同社の海外現地法人に勤務し、その証明として退職所得の源泉徴収票を提出

するので、申立期間も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった退職所得の源泉徴収票及びＢ社から提出のあった人事記録の

写しから、申立人は申立期間に海外現地法人も含め、Ａ社に継続して勤務していたこと

が認められる。 

一方、Ｂ社から提出のあった人事記録の写しから、昭和 38 年５月６日から同年９月

４日までの期間は同社の海外現地法人への出向期間であり、同年９月４日に当該出向を

退職扱いに切り替えた処理がなされたことが確認できる。 

また、Ｂ社の人事担当者は、「当時の厚生年金保険に係る取扱いは、出向期間中は厚

生年金保険の被保険者とし、保険料についても給与から控除していた。また、海外赴任

時は身分を出向から退職扱いに切り替え、退職扱い期間中は厚生年金保険の被保険者と

しておらず、保険料も給与から控除していなかった。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年５月７日から

同年９月５日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 38 年４月の社会保険事務



                      

  

所（当時）の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、資料が無く不明としているが、Ｂ社から提出のあった人事記録の写し

では、昭和 38 年５月６日に海外現地法人へ出向した旨の記載があり、当該出向日であ

る同年５月６日は社会保険事務所（当時）では知り得ない日付であることから、事業主

は翌日の同年５月７日を資格喪失日として届出を行っており、その結果、社会保険事務

所は申立人に係る同年５月から同年８月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、昭和 38年９月５日から 44年 12月 19日までの期間について、

Ｂ社の人事担当者は、「退職扱い期間中は厚生年金保険の被保険者としておらず、保険

料も給与から控除していなかった。」と供述している。 

また、申立人が記憶している海外に赴任した同僚６人のうち、確認の取れた３人はい

ずれも海外勤務中は厚生年金保険の被保険者となっていないことが確認でき、そのうち

一人は、「海外勤務期間中は厚生年金保険に加入させないと会社から言われた。」と供

述している。 

このほか、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11968 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 54 年

11月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を26万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年10月31日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及び事業所の従業員台帳から判断すると、申立人がＡ社に継続し

て勤務し（Ａ社Ｂ工場から同社Ｃ工場に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ａ社の辞令書によれば、昭和 54 年 10 月 21 日と記録され

ているが、同社では辞令発令日と実際の異動日（昭和 54年 11月１日）にずれが生じ、

同社Ｂ工場における資格喪失日を同年 10月 31日と届け出たため、厚生年金保険の資格

得喪の手続の際に１か月の空期間が発生したと思われる旨回答していることから、同社

同工場における資格喪失日を同年11月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における昭和 54 年

９月の社会保険事務所（当時）の記録から、26万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立人の資格喪失の届出を誤ったとしていることから、事業主が昭和 54 年 10 月

31 日をＡ社Ｂ工場における資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年 10 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が

納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料



                      

  

を還付した場合を含む。）、事業主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11971 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間②について、Ａ社における厚生年金保険の被保険者資格の喪失日は、

昭和 44年 11月２日であると認められることから、申立人の申立期間②に係る厚生年金

保険の被保険者資格の喪失日に係る記録を同年 11 月２日に訂正し、同年８月から同年

10月までの期間に係る標準報酬月額については、６万円とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間③について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保険の被保険者

資格の取得日に係る記録を昭和 47年７月 20日に訂正し、申立期間③の標準報酬月額を

９万8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和44年５月27日から同年７月１日まで 

② 昭和44年８月31日から同年12月４日まで 

③ 昭和47年７月20日から同年８月15日まで 

Ｃ社で勤務した申立期間①、Ａ社で勤務した申立期間②及びＢ社で勤務した申立期

間③に係る厚生年金保険の加入記録が無い。それぞれの申立期間の給与明細書を提出

するので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、雇用保険の記録から、申立人が当該期間のうち、昭和 44 年

11月１日までＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人は同社において昭和 44

年７月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年８月 31 日に資格を喪失し

たことが記録されているが、当該資格喪失に係る処理は、同社が厚生年金保険の適用

事業所でなくなった同年８月 31日より後の同年 12月５日付けで行われており、同日

には、申立人を含む 15 人の資格喪失処理がさかのぼって行われていることが確認で

きる。 



                      

  

さらに、上述の事業所別被保険者名簿によると、昭和44年10月１日に厚生年金保

険の被保険者資格を喪失した３人の資格喪失日を、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所

でなくなった同年８月 31 日より後の同年 12 月５日付けで、同年８月 31 日に訂正す

る処理がさかのぼって行われていることが確認できる。 

加えて、上述の事業所別被保険者名簿によると、Ａ社は、昭和44年８月30日付け

及び上記の同年 10 月１日付けで厚生年金保険の被保険者資格を喪失している者の厚

生年金保険被保険者資格喪失届を、同社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった同

年８月 31 日より後の同年９月９日及び同年 10 月 22 日に、それぞれ社会保険事務所

（当時）へ提出していることが認められ、かつ、同社の商業登記簿謄本により、同社

は 49年 12月＊日に解散していることが確認できることから、44年８月 31日におい

て、同社が適用事業所としての要件を満たしていたと認められ、当該適用事業所でな

くなったとする処理を行う合理的な理由は認められない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、社会保険

事務所において、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくなった後に、申立人の厚生

年金保険の被保険者資格の喪失に係る処理をさかのぼって行う合理的な理由は無く、

当該処理は有効なものとは認められないことから、申立人の同社における厚生年金保

険の被保険者資格の喪失日を雇用保険の離職日の翌日である昭和 44年 11月２日に訂

正することが必要である。また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ

社における同年７月の社会保険事務所の記録から、６万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間②のうち、昭和44年11月２日以降の期間については、申立人は、

Ａ社における同年 11 月分の給与明細書を保有しておらず、また、同社の当時の経理

責任者も既に死亡していることから、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年

金保険料控除の有無について確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

２ 申立期間③について、Ｂ社は、「申立人の在籍期間は、申し立てている期間に相違

ない。」と回答しており、申立人の申立期間③における勤務は確認できる。 

また、Ｄ健康保険組合が保管する規約変更書及び規約変更理由書によると、Ｂ社は、

昭和47年７月20日に同健康保険組合に事業所編入したことが確認できる。 

さらに、申立人から提出された昭和 47 年８月分の給与明細書で、同年７月の健康

保険料及び厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

加えて、Ｂ社に係る事業所別被保険者名簿によると、同社が厚生年金保険の適用事

業所となったのは、昭和 47年８月 15日と記録されており、当該期間は厚生年金保険

の適用事業所となっていないことが確認できるものの、同社の商業登記簿謄本による

と、同社は、同年７月 20 日に設立されたことが確認でき、Ｄ健康保険組合の回答か



                      

  

ら、当時、常時５人以上の従業員がいたことが推認できることから、当時の厚生年金

保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人は

厚生年金保険の被保険者として、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められることから、申立人のＢ社における厚生年金保

険の被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 47年７月 20日に訂正することが必要で

ある。また、申立期間③の標準報酬月額については、申立人から提出された申立人の

同年８月分の同社における給与明細書において確認できる保険料控除額から、９万

8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

Ｂ社は、不明としているが、厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていながら、

社会保険事務所に厚生年金保険の適用事業所となるための届出を行っていなかったと

認められることから、申立人の申立期間③に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

３ 一方、申立期間①について、雇用保険の離職日は、昭和 44年５月 29日と記録され

ており、申立人の同年５月30日以降の勤務が確認できない。 

また、Ｃ社は、昭和45年３月31日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

当時の事業主の連絡先は不明であり、また、当時の会計責任者は既に死亡しているこ

とから、申立期間①における申立人の勤務実態及び保険料控除の有無について確認す

ることはできない。 

さらに、申立人から提出されたＣ社における昭和 44 年５月分の給与明細書の労働

日数欄には「自４月 21日至５月 20日」と記載されており、また、申立人は、同社に

おける同年６月分の給与明細書を保有していないことから、同社に係る事業所別被保

険者名簿で申立人と同じ同年５月 27 日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失してい

る 12 人に、給与明細書など保険料控除が確認できる資料の有無を確認したが、保有

している者はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11972 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日に係る記録を

昭和 36 年４月１日に訂正し、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を１万 4,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年２月20日から同年４月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録により、申立人のＡ社における申立期間及びその前後の期間の厚生年

金保険の被保険者記録によると、申立人は、同社（資格取得当時はＣ社、現在は、Ｂ

社）において昭和 30 年１月５日に被保険者資格を取得し、36 年２月 20 日に同資格を

喪失した後、同年４月１日に同社の関連会社のＤ社（現在は、Ａ社）において同資格を

取得していることが確認できるものの、申立人の申立期間についてのＡ社の被保険者記

録を確認することができない。 

しかしながら、Ａ社の代表者は、「Ａ社（現在のＢ社）と当社の関係は、青果物の販

売と仲卸の関係で、両社は一族経営であり、申立人については、両社間の異動はあって

も会社を途中で辞めたり勤務形態が変わったりしたことはなく、継続して勤務してい

た。」と述べている。 

また、申立期間及びその前後の期間に両社のどちらかにおいて厚生年金保険の被保険

者期間のある従業員７人に文書照会を行ったところ、７人全員が、「申立人は申立期間

に継続して勤務していた。」と回答しており、そのうち、申立人と同様に申立期間にお

いて被保険者期間の空白がある一人は、「申立人と自身は、申立期間について共に業務



                      

  

内容や勤務形態に変わりはなく、継続して勤務していたので、加入記録に空白があるこ

とに心当たりは無い。」と述べている。 

なお、Ｄ社に係る事業所別被保険者名簿により、同社が新たに厚生年金保険の適用事

業所となった昭和 36 年４月１日に申立人を含む５人がＤ社において被保険者資格を取

得していることが確認できるが、事業主及び従業員照会により判明した従業員各人の業

務内容と同名簿を比較したところ、前述の５人のうち４人は仲卸にかかわっていた者で

あり、残りの一人は事務員であった。一方、Ａ社で販売を専任で担当していた別の３人

は同社にてそのまま被保険者期間が継続していることから、Ｄ社が新たに適用事業所と

なったのは、仲卸と販売の分離を目的として行われたものであり、従業員の被保険者資

格の異動はそれに伴うものであったものと推認される。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたもの

と認められる。また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

36 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、申

立期間当時のＡ社の代表者は死亡しており、当時の社会保険担当者も所在不明であり、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11973 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を平成５年８月１日に、

資格喪失日に係る記録を６年５月１日にそれぞれ訂正し、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額を16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成５年８月１日から６年５月１日まで 

    申立期間においてＡ社に勤務していたことは確かであり、給与明細書から厚生年金

保険料が控除されていることも明らかなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述及び申立人から提出のあった給与明細書により、申立人は、申立期間においてＡ

社に勤務し、かつ、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

られる。 

また、標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、事業主が源泉

控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の

範囲内であり、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。したがっ

て、申立人の申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成５年８月から６

年４月までの給与明細書の報酬額又は保険料控除額から、16万円とすることが妥当である。 

一方、事業所別被保険者名簿によれば、Ａ社は、平成５年８月１日に適用事業所となり、そ

の後、時期と理由は特定できないものの、「適用取消」となっているため、申立期間において

適用事業所としての記録が無い。しかしながら、同社に係る商業登記簿謄本によると、同社は

申立期間当時閉鎖されていないことが確認できることから、当時の厚生年金保険法に定める適

用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 



                      

  

なお、事業主が申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

Ａ社は、適用事業所としての記録が無いことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間につ

いて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は当該保険料を納付する義務を履行してないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11974 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張する標準

報酬月額であったことが認められることから、申立人の申立期間に係る標準報酬月額を

平成 13年２月から同年９月までの期間は 53万円に、同年 10月から 14年７月までの期

間は 50 万円に、同年８月から 15 年４月までの期間は 34 万円にそれぞれ訂正すること

が必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年２月１日から15年５月１日まで 

    Ａ社における厚生年金保険の標準報酬月額が申立期間において低くなっていること

を「ねんきん定期便」で知った。当時の給与額に見合った標準報酬月額に訂正して

ほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人のＡ社における申立期間に係る標準報酬月額は、当

初、平成 13年２月から同年９月までの期間が 53万円、同年 10月から 14年７月までの

期間が 50 万円と記録されていたものが、同年３月 25 日付けで遡及
そきゅう

して９万 8,000 円

に減額訂正の処理がされ、また、当初、随時改定に基づき同年８月から 15 年４月まで

の期間が 34 万円と記録されていたものが、14 年 10 月２日付けで遡及
そきゅう

して９万 8,000

円に減額訂正される処理が行われているのが確認できる。なお、同社の代表取締役及び

取締役３人の計４人についても、申立人と同様に、上述の同年３月 25日及び同年 10月

２日に標準報酬月額が遡及
そきゅう

して減額訂正されていることが確認できる。 

また、Ａ社に係る社会保険料滞納処分票によれば、申立期間当時において同社には社

会保険料の滞納があることが確認でき、事業主及び経理責任者が社会保険事務所と交渉

しており、平成 14年３月２日及び同年９月 13日に標準報酬月額の変更に係る届け書を

提出しているのが確認できる。 

さらに、申立人は申立期間においてＡ社の取締役であったことから、同社の元代表取

締役及び元取締役に文書照会を行ったところ、元代表取締役からは回答が得られなかっ

たものの、元取締役二人は、「申立人の取締役としての担当職務はシステム開発の責任



                      

  

者であり、社会保険事務に関与する立場ではなかった。」と回答していることから、申

立人が当該訂正処理に関与していたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、標準報酬月額を遡及
そきゅう

して減

額訂正する合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬月額に係る有効な記録訂正があっ

たとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所

に当初届け出た記録から、平成 13 年２月から同年９月までの期間は 53 万円に、同年

10 月から 14 年７月までの期間は 50 万円に、同年８月から 15 年４月までの期間は 34

万円に訂正することが必要である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11975 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められることから、申立人のＡ社Ｂ出張所における資格取得日に係る記録を昭和 27

年８月１日に、資格喪失日に係る記録を同年 12月 21日に訂正し、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年８月１日から同年12月21日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間には、Ｂ出張所で勤務したことがあるが、厚生年金保険には加入していたはずで

あり、申立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る在籍証明書、雇用保険の加入記録及び同社の人事担

当者の「当時の詳細は不明だが、申立人は正社員であり、正社員は転勤で地方に行って

も社会保険に加入しており、給与から保険料は控除されていたはずである。」旨の証言

から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｃ支店から同社Ｂ出張所に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人の異動日については、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿によれば、申立人の厚生年金保険の資格喪失日は昭和 27 年８月１日と記載され、

被保険者資格の喪失事由として備考欄に「轉勤」と記載されていることが確認できる上、

申立期間当時に同社同支店に勤務していた元従業員は、「申立人は同年８月ごろＤ地で

勤務していた。私は、後年申立人からＤ地勤務の苦労した工事の話を聞いたことがあ

る。」と回答していることから、同年８月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における申立期間前

後の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 



                      

  

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、申立期間の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠

番が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたことは考え

られない上、仮に事業主から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合には、

その後、被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことになるが、いずれの機会に

おいても社会保険事務所が当該届出を記録しておらず、これは通常の事務処理では考え

難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 27年８月から同年 11月までの保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11981 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に係る記録を昭和 41 年 10

月11日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和41年10月11日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に

転勤はあったが、継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された辞令簿から判断すると、申立人は同社に

継続して勤務し（昭和 41 年 10 月 11 日にＡ社Ｂ工場から同社本社に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和 41 年 11

月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、社会保険事務所に対して、申立人に係る資格取得日を、昭和 41 年 10 月 11 日と

すべきところを、同年 11 月１日と誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料につ

いて、納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11982 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特

例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 102 万 9,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成18年６月 19 日 

Ａ社における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標準賞与額の記録が

無いことが分かった。同社は、年金事務所に事後訂正の届出を行ったものの、保険料

は時効により納付できず、申立期間は給付に反映されない記録となっているので、給

付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与計算結果確認資料により、申立人は、申立期間に同社から賞

与の支払を受け、102 万 9,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行について、事業主は、申立

期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出していなかったこと、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めていることから、

これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11983 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社に係る被保険者記録は、資格取得日が平成 14年 10月１日、資格喪失日

が 15年３月１日とされ、当該期間のうち同年２月 28日から同年３月１日までの期間は

厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間と

ならない期間と記録されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の同社に

おける資格喪失日を同年３月１日とし、申立期間の標準報酬月額を 30 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年２月28日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かり、

関連会社であるＢ社に相談した。同社は、年金事務所に訂正の届出を行ったが、厚生

年金保険料は時効により納付できず、申立期間は年金額の計算の基礎とならない期間

となっているので、給付されるよう記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録、申立人が所持している辞令及びＡ社の関連会社であるＢ社から提出さ

れた給与支給明細書により、申立人がＡ社及びＢ社に継続して勤務し（平成 15 年３月１日に

Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主より給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与支給明細書において確認できる保険料控除

額から、30万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

申立人の資格喪失日に係る届出誤りを認めて訂正の届出を行っており、申立期間に係る厚生年

金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11984 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 46年２月 15日であると認められることから、

厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、昭和 45年 12月及び 46年１月の標準報酬月額については、３万 9,000円とす

ることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年12月25日から46年２月ごろまで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

も同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において申立期間当時に同社で勤務していたことが

確認できる従業員の供述から、申立人は申立期間当時同社に勤務していたことが推認で

きる。 

一方、上記名簿によると、申立人のＡ社における被保険者資格喪失日は、同社が厚生

年金保険の適用事業所でなくなった日（昭和 45 年 12 月 25 日）より後の 46 年２月 15

日付けで、さかのぼって45年12月25日と記録されていることが確認できる。 

このことについて、Ａ社の社会保険担当者は、「申立期間当時は、２か月分くらいの

厚生年金保険料の滞納があった。社会保険事務所（当時）で、昭和 45 年 12 月 25 日以

降は事業を停止しているという事実を伝えたところ、同日付けで資格喪失の手続をする

ように言われた。」と供述している。 

なお、Ａ社の商業登記簿謄本から、申立期間当時、同社は法人事業所であり、当時の

従業員の供述から常時５名以上の従業員が勤務していたことが認められ、当時の厚生年

金保険法における適用事業所としての要件を満たしていたと認められることから、当該

適用事業所でなくなったとする処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、昭和 45 年 12 月 25 日に資格を喪失

した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認め

られないことから、申立人の資格喪失日は、遡及
そきゅう

処理が行われた 46年２月 15日である



                      

  

と認められる。 

また、昭和 45年 12月及び 46年１月の標準報酬月額は、申立人のＡ社における 45年

11月の社会保険事務所の記録から、３万9,000円とすることが妥当である。 



                      

  

東京厚生年金 事案11985 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人の株式会社Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取

得日に係る記録を昭和 25 年４月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＤ社（現在は、Ｂ社）Ｅ支店における資格取得

日に係る記録を 40年２月 22日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 6,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和25年４月１日から同年５月１日まで 

② 昭和40年２月22日から同年３月５日まで 

株式会社Ａ社に勤務した期間のうち申立期間①及びＤ社に勤務した期間のうち申立

期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間①については、昭和 25 年４月１

日に正社員として入社し、また、申立期間②について、支店間の異動はあったが、継

続して勤務していたので、各申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、雇用保険の加入記録、Ｂ社が保管する人事調書及び社員台帳か

ら判断すると、申立人が株式会社Ａ社に昭和 25 年４月１日から勤務していたことが認

められる。 

また、Ｂ社は、「当社では、入社日から厚生年金保険に加入するための手続を行って

いたはずであり、申立人についても入社月である昭和 25 年４月分から厚生年金保険料



                      

  

を控除していた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａ社Ｃ支店における

昭和 25 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の申立てどおりの届出を行っていないことを認めており、その結果、社会保険事務

所は申立人に係る昭和 25 年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は申立人に係る申立期間①の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、雇用保険の加入記録及び上記人事調書等から判断すると、申

立人がＤ社に継続して勤務し（昭和 40 年２月 22 日にＤ社Ｆ支店から同社Ｅ支店に異

動）、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＤ社Ｅ支店における昭和 40

年３月の社会保険事務所の記録から、３万6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は不明

としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11986 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）本店における資格取得日に係

る記録を昭和 24 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 2,400 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正11年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和24年４月１日から同年５月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち申立期間の厚生年金保険の加入記録が無いことが分かっ

た。同社には昭和 24 年４月１日から勤務していたので、申立期間も厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求めて行った

ものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する社員台帳により、申立人がＡ社本店に昭和 24 年４月１日から勤務し

ていたことが認められる。 

また、Ｂ社は、「当社では、入社日から厚生年金保険に加入するための手続を行って

いたはずであり、申立人についても入社月である昭和 24 年４月分から厚生年金保険料

を控除していた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における昭和 24 年５

月の社会保険事務所（当時）の記録から、2,400円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格取得日に係る届出誤りを認めており、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 24 年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人



                      

  

に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案11987 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日に係

る記録を昭和 25 年７月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 8,000 円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、Ａ社Ｄ支店における資格取得日に係る記録を 26 年２月

10日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治37年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和25年６月20日から同年７月１日まで 

② 昭和26年２月10日から同年３月11日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、各申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。それぞ

れの申立期間に支店間の異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求めて行ったも

のである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ社から提出された社員台帳から判断すると、申立人がＡ社に

継続して勤務し（昭和 25年６月 20日にＡ社Ｃ支店から同社Ｅ支店に異動）、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

一方、Ａ社Ｅ支店が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 25 年７月１日であ

るところ、Ｂ社では、「厚生年金保険の適用事業所となるまでは、異動前に在籍してい

た各支店において、厚生年金保険に加入させていたはずである。」と供述している。ま



                      

  

た、Ａ社Ｅ支店において、昭和 25 年７月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し

た者について加入記録を確認したところ、複数の従業員が同日に同社における異動前の

支店において資格を喪失していることが確認でき、事業所の回答と符合している。これ

らのことから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日を同年７月１日とすることが妥

当である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 25

年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人に係る資格喪失の届出を社会保険事務所に対して誤って提出し、申立期間

①に係る厚生年金保険料について、納付していないことを認めていることから、申立期

間①に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、上記社員台帳から判断すると、申立人がＡ社に継続して勤務し

（昭和 26年２月 10日にＡ社Ｅ支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期間②に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｄ支店における昭和 26

年３月の社会保険事務所の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明ら

かでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11988 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 48年２月 28日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を６万 4,000円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年２月 28日から同年３月１日まで 

Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に支店間の異動はあったが同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＢ社が保管する社員台帳から判断すると、申立人は、Ａ社に

継続して勤務し（昭和 48年２月 28日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭和 48 年

３月の社会保険事務所（当時）の記録から、６万4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについては、事

業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が申立て

どおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して行ったか否かにつ

いては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められ

ない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11989 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｄ社）Ｂ支社における資格喪失日に係る

記録を昭和 55 年 10 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とすることが

必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年９月30日から同年10月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に異動はあったが、同社に継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＤ社から提出された「人事台帳」等から判断すると、申立人

は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社Ｂ支社から同社Ｃ支社に異動）、申立期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、Ｄ社からの回答によると、通常の場合、異動発令日は毎月

１日付けとなることが多く、申立人は、昭和 55年 10月１日付けで異動したと考えるの

が相当であるとしていることから、申立人のＡ社Ｂ支社における資格喪失日を同日とす

ることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支社における昭和 55 年

８月の事業所別被保険者名簿の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、申

立人の資格喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って提出したことを認

めていることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 55 年９月の保険料について納入の告知を行って

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料



                      

  

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は申立期間に係る保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

東京厚生年金 事案12012 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められることから、申立人のＡ法人における資格喪失日に係る記録を昭和 61 年９

月１日に訂正し、申立期間②の標準報酬月額を47万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和60年10月１日から61年８月31日まで 

② 昭和61年８月31日から同年９月１日まで 

Ａ法人における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①の標準報酬月額が

引き下げられている。給与明細書等は無いが、調査して正しい標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

また、Ａ法人に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入記録が無い。離職票を提

出するので、申立期間②も厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、雇用保険の加入記録及び同僚の供述から判断して、申立人が

Ａ法人に昭和 61年８月 31日まで勤務し、同年８月に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立人の当該期間の標準報酬月額については、Ａ法人における昭和 61 年８

月の事業所別被保険者名簿の随時改定に係る記録から、47 万円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業主は、

不明としているが、事業主が申立人の資格喪失日を昭和 61 年９月１日と届け出たに

もかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年８月 31 日と誤って記録するこ

とは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年８月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付すべき保険料に充当した場合



                      

  

又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間②に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

２ 申立期間①について、申立人は、Ａ法人における厚生年金保険の標準報酬月額が、

昭和 60 年 10 月の資格取得時から 20 万円であるのは、保険料の控除額を証明する給

与明細書等は無いものの、納得できないと申し立てている。 

しかし、Ａ法人は、申立期間①に係る報酬額及び厚生年金保険料の控除額が分かる

賃金台帳等の資料を保管しておらず、申立人の申立期間①の標準報酬月額について確

認することができないと回答している。 

また、Ａ法人に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間①に被保険者記録が確認

できた従業員３人は、当時の給与と標準報酬月額は整合している旨供述している。 

さらに、Ａ法人の設立に関与した会計事務所及び社会保険事務の手続を取り扱って

いる社会保険労務士事務所は、申立期間①当時の給与に関する書類を保存しておらず、

これらの事務所から申立人に係る厚生年金保険の取扱いについて確認することができ

ない。 

このほか、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

申立期間①について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案12013 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立てに係る標準賞

与額の記録を40万円に訂正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立

人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間②にお

ける標準賞与額に係る記録を42万1,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①及び②の標準賞与額に基づく厚生年金保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成18年12月13日 

              ② 平成19年７月14日 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料が控除さ

れていたにもかかわらず、標準賞与額の記録が無い。同社では、申立期間の賞与から、

厚生年金保険料を控除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人から提出されたＡ社作成の平成 18 年分給与所得の源

泉徴収票、給与支給明細書の一部及び申立人名義の普通預金通帳の記録により、申立

人の申立期間①における賞与の総支給額が40万円であることが推認できる。 

また、申立人から提出された平成 18 年分給与所得の源泉徴収票に記載された社会

保険料控除額から推計できる保険料控除額及び上述で推認した賞与の総支給額と同額

の賞与の支給が確認できる従業員４人から提出された給与支給明細書の記録から、申

立人は申立期間①において、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業

主により賞与から控除されていたことが認められる。 



                      

  

一方、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料及び申立人の賞与の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、申立人の申立期間①における標準賞与額に

ついては、申立人から提出された資料及び従業員から提出された上記給与支給明細書

の賞与額から、40万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立期間①に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に対して提出せず、

当該保険料を納付していないとしていることから、これを履行していないと認められ

る。 

２ 申立期間②について、申立人から提出されたＡ社作成の平成 19 年７月分の賞与の

支給額が記載されている給与支給明細書により、申立人は申立期間②における標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められ

る。 

一方、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料及び申立人の賞与の

それぞれに基づく標準賞与額の範囲内であり、これらの標準賞与額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。したがって、申立人の申立期間②における標準賞与額に

ついては申立人から提出された上記給与支給明細書における賞与額から、42万 1,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、手続を誤ったとしており、申立てに係る賞与支払届を、当該保険料を徴収す

る権利が時効により消滅した後の平成 21年 12月１日に社会保険事務所に届け出てお

り、申立期間②に係る厚生年金保険料についても、納付していないことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8398 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年 12 月から 40 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和36年12月から40年３月まで 

    私は、父から勧められて 20 歳のころに国民年金の加入手続を行い、市役所で国民

年金保険料を納付していた。その後上京してからは、勤務先に来ていた区の集金人を

通じて保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、20 歳になった昭和 36 年ごろに国民年金の加入手続を

行ったと主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、40 年１月に払い出さ

れている。 

また、当該手帳記号番号払出時点で交付された年金手帳の印紙検認記録部分の申立期

間該当欄には、検認印が押されておらず、申立人は、保険料をさかのぼって納付した記

憶は無いと説明している。 

さらに、申立人の手帳記号番号払出日と同日に手帳記号番号が払い出されている兄は、

昭和 36年４月から 40年３月までの保険料を第２回特例納付により納付していることが

特殊台帳及び国民年金被保険者名簿から確認でき、申立期間当時は未納であったこと、

同様に同日に手帳記号番号が払い出されている妹は、20 歳になった 38 年＊月から 40

年３月までの保険料は未納であることなど、申立人が申立期間の保険料を納付していた

ことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8399 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年７月から 55年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年７月から55年３月まで 

私の母は、私の申立期間の国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険

料が未納とされていることに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取できないため、

当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 55 年５月に払い出さ

れていることが確認でき、当該払出時点では、申立期間の大部分が時効により納付でき

ない期間であり、申立人は、保険料を納付していたとする母親から保険料をさかのぼっ

て納付していたことを聞いたことはないと説明していること、母親は、高齢任意加入制

度（再開五年年金）により、48 年 12 月に自身の国民年金の加入手続をしていることな

ど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

さらに、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8400 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年４月から５年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年４月から５年６月まで 

私の母は、時期ははっきりしないが、私の国民年金保険料の納付書が郵送されてき

たのでまとめて納付してくれた。申立期間が未加入とされ、保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料を納付していたとする母親は、加入手続及び保険料の納付

の時期に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立期間

は国民年金の未加入期間であり、保険料を納付することはできない期間であるなど、申

立人の母親が申立人の申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8401 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62年４月から 63年７月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和37年生 

住    所 ：  

 

 ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年４月から63年７月まで 

    私が大学を卒業して勤務していた会社が、私の国民年金の加入手続を行い、国民年

金保険料を給与から天引きして納付してくれていたはずである。申立期間が国民年金

に未加入とされ、保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間当時に勤務していた会社が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与

しておらず、当時、申立人が勤務していた会社は、当時の状況が不明であるが、社員の

国民年金保険料を給与から天引きして納付することは通常考えられないとしている。 

   また、申立人に対して国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人が

所持する年金手帳には、厚生年金保険の記号番号のみが記載されており、申立期間は未

加入期間であり、保険料を納付することができない期間であること、申立人は、当該手

帳以外に年金手帳を所持した記憶が無いことなど、申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8402 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58年６月から 61年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年６月から61年３月まで 

私は、国民年金に任意加入してから第３号被保険者になるまで、国民年金保険料を

納付してきた。申立期間が未加入とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続、保険料の納付額及び納付場所に

関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、年度別納付状況リスト（昭和 59 年５月作成）及びオンライン記録により、申

立人は、53 年７月に任意加入被保険者の資格を取得し、58 年６月に、資格を喪失して

いることが確認でき、申立期間は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することが

できない期間であること、申立期間直後の 61 年４月からの第３号被保険者資格取得の

届出は平成元年４月に行われており、それまでは申立期間に引き続いて未加入期間とさ

れていたことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8403               

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45年４月から 47年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年４月から47年８月まで 

私の母は、私が 20 歳になったころ、私の国民年金の加入手続を行い、私が昭和 47

年９月に就職するまで国民年金保険料を納付してくれていたはずである。申立期間の

保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、加入手続及び保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取す

ることができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、母親から国民年金手帳を受け取った記憶は無く、申立人の国民年金

手帳の記号番号は、第３号被保険者資格取得のために届出が行われた時期である昭和

61 年 10 月ごろに払い出されており、申立期間当時は未加入期間であり、保険料を納付

することができない期間であることなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、所轄年金事務所において申立期間当時の手帳記号番号払出簿を調査したが、

申立人の手帳記号番号の払出記載は認められず、申立期間当時に申立人に別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8404 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 12 月から 52 年８月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和51年12月から52年８月まで 

私が学生だった昭和 51 年当時、父が私の国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、保険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取できないため、

当時の状況が不明である。     

また、オンライン記録によると、申立人が初めて国民年金の被保険者となった日は、

厚生年金保険被保険者資格を喪失した直後の平成 22 年２月１日となっていることから、

申立期間は未加入期間であり、保険料を納付することができない期間である上、申立人

の妹も、申立人と同様に、20 歳から厚生年金保険に加入するまで国民年金に未加入で

あることなど、父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

   さらに、申立人は申立期間当時の年金手帳に関する記憶が曖昧
あいまい

であり、国民年金手

帳の記号番号が当時払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8405 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 41年３月から 43年３月までの期間及び 43年６月から 48年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年３月から43年３月まで 

② 昭和43年６月から48年３月まで 

私の母は、昭和 41 年４月ごろに私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

また、母親は、申立期間後の昭和 48年 10月に再開５年年金に加入するまで国民年金

に未加入であったことなど、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申

立人の国民年金手帳の記号番号が払い出されていた記録は無く、手帳記号番号が払い出

されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8406 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年１月から同年３月まで 

    私の母は、私が 20 歳になった平成２年＊月ごろに私の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付してくれた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 
 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）が無く、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておら

ず、保険料を納付したとする母親から当時の納付状況等を聴取することが困難であるた

め、納付状況が不明である。 

また、オンライン記録によると、申立期間当時に申立人と同居していた申立人の弟も、

申立人と同様に 20 歳到達時から大学卒業後に厚生年金保険に加入するまで国民年金に

未加入である上、申立期間は未加入期間であるため、保険料を納付することができない

期間であるなど、母親が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

さらに、申立期間当時に、申立人が居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）

において、別の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、別の手帳記号番号

が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8407 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10年８月から 11年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和50年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年８月から11年２月まで 

私は、平成 10 年８月に会社を退職した後、自宅に届いた国民年金保険料の納付書

により、申立期間の保険料を義兄に預けて一括納付した。申立期間が国民年金に未加

入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）が無く、申立人は申立期間の納付額の記憶が、また、申立人から保険料納付を

依頼されたとする申立人の義兄は、納付額及び納付場所等の記憶が曖昧
あいまい

である。 

さらに、オンライン記録によると、申立人が平成10年８月に厚生年金保険被保険者の

資格を喪失したことに伴い、国民年金適用勧奨事象が発生し、12年２月21日には最終の

未適用者一覧表が作成されていることが確認できることを踏まえると、申立人に対して、

国民年金適用勧奨事象発生後の初回勧奨及び当該勧奨に応じなかった場合に行われる最

終勧奨が行われたものの、申立人は、申立期間に係る国民年金への切替手続を行わなか

ったものと考えられる。このため、申立期間は、未加入期間となり、納付書が発行され

ず、保険料を納付することができない期間であるなど、申立人が申立期間の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8408 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年５月から５年 12 月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年５月から５年12月まで 

    私は、平成４年４月末に会社退職後、区役所で国民健康保険と国民年金の加入手続

を行い、毎月、郵便局で国民年金保険料を納付していた。申立期間の保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、保険料の納付書を受け取った時期、納付額に関する記

憶及び現在所持している厚生年金保険の記号番号のみが記載された年金手帳のほかに年

金手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   また、申立人が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、申立

人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人に対して、手帳記号番

号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8409 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年５月から 44年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年５月から44年３月まで      

    私が大学生だったとき、父が私の国民年金保険料を納めてくれていた。ときには、

私が父の指示に従い、年金手帳を市役所に持参して窓口で保険料を納付したこともあ

った。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。                   

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、保険料を納付したとする父親から当時の納付状況等

を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、同居の家族の保険料については、父親が納付していたと説明してい

るところ、父親、申立人の母親及び兄夫婦の保険料は、いずれも昭和 36 年４月から 60

歳到達時まですべて納付されていることが確認できるものの、同年同月当時に 20 歳に

達していなかった申立人、申立人の弟及び妹については、20 歳になった時点で国民年

金に加入した記録は見当たらず、その後、弟は 51年９月に、妹は 61年４月に初めて国

民年金に加入しており、申立人に対しては、当時居住していた市及び所轄社会保険事務

所（当時）において、国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人及び

父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8412                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年１月から平成４年 11月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年１月から平成４年11月まで 

私は、会社を退職した昭和 60 年に国民年金の加入手続を行い、その後の国民年金

保険料を納付してきた。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続を行った場所及び申立期間の保険

料額に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、会社を退職した直後の昭和 60 年に国民年金の加入手続を行ったと

説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は確認できず、

申立期間のうち 20 歳以後の 60 年３月から平成４年 11 月までの期間は、国民年金に加

入していない未加入期間であるほか、申立期間のうち昭和 60 年１月及び同年２月は、

申立人が 20 歳となる前の国民年金に加入できない期間であるなど、申立人が申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8413                        

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52年４月から 53年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年４月から53年３月まで 

私は、短大を卒業後の昭和 52 年５月に、アルバイト先の人や母に勧められて、区

役所で国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を１年分まとめて納付した。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 52 年５月に国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は58年 10月に払い出されており、申立

人が現在所持する国民年金手帳には当該記号番号が記載されているほか、申立人は、申

立期間当時に別の手帳を所持していたかどうかの記憶が曖昧
あいまい

であるなど、別の手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人は、昭和 52 年５月ごろに国民年金の加入手続を行った際に、保険料の

割引があるので国民年金保険料をまとめて１年分納付したと説明しているが、割引金額

は、申立期間当時の前納保険料額と通常の保険料額との差額と相違しているなど、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8414                       

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51年２月から 55年６月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年２月から55年６月まで 

私は、会社を退職し、厚生年金保険証書が送付されてから、妹に付き添ってもらい

国民年金の加入手続を行った。加入手続後は、私の母が、送付されてきた納付書で私

の国民年金保険料を１年分ずつまとめて納付してくれていた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は保険料の納付に関与しておらず、保険料を納付し

ていたとする母親から当時の状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明

である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 57 年８月に払い出されており、申立

人が現在所持する国民年金手帳にも当該記号番号が記載されているほか、申立人は当該

手帳以外に申立期間当時に別の年金手帳を所持していたかは分からないと説明しており、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない

など、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8415 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年４月から 51年６月までの期間及び 52年４月から 53年３月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和47年４月から51年６月まで 

② 昭和52年４月から53年３月まで 

    私の母は、私が短大を卒業後、時期は定かでないが私の国民年金の加入手続を行

い、国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料(家計

簿、確定申告書等)が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与し

ておらず、保険料を納付していたとする母親から当時の納付状況等を聴取することがで

きないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、短大卒業後に母親が申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付

をしてくれていたと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は昭和 55 年６

月に払い出されているほか、申立人は、当該手帳記号番号の手帳以外の手帳を所持して

いた記憶は無いと説明しており、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情も見当たらないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8416                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年７月から 53 年 12 月までの期間、56 年４月から 57 年６月までの

期間、57年９月から 59年 11月までの期間、61年２月から同年９月までの期間、62年

２月から同年５月までの期間、62 年９月、63 年３月から同年８月までの期間及び平成

元年４月から２年１月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和27年生 

住    所 ：  

          

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和52年７月から53年12月まで 

② 昭和 56 年４月から 57 年６月まで 

③ 昭和57年９月から59年11月まで  

④ 昭和 61 年２月から同年９月まで 

⑤ 昭和 62 年２月から同年５月まで  

⑥ 昭和62年９月 

⑦ 昭和 63 年３月から同年８月まで 

⑧ 平成元年４月から２年１月まで 

私は、厚生年金保険適用事業所を退職した後の昭和 52 年８月ごろに国民年金の加

入手続を行い、国民年金保険料は母から資金援助を受けながら納付した。その後も会

社を退職する度に加入手続と保険料の納付を同様に行ってきた。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時に納付した保険料額についての記憶が

曖昧
あいまい

であるほか、申立期間を通じて保険料をさかのぼって納付した記憶は無いと説明

している。 

また、申立期間①及び②は、申立人は保険料を毎月納付していたと説明しているが、

当該期間当時に申立人が居住していた市では、保険料の収納を毎月としたのは昭和 61

年４月からとしており、当該期間の保険料の納付頻度と相違している。申立期間③は、



                      

  

申立人の国民年金手帳の記号番号は 59 年 7 月に払い出されていることが確認できるも

のの、申立人は、当該期間の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、国民年金の

加入手続及び保険料の納付をしていたとする前夫から、保険料の納付状況等について聴

取することができず、当時の状況が不明であるほか、前夫は、当該期間の自身の保険料

が未納又は免除とされており、申立人は前夫から保険料を納付したことについて聞いた

記憶が無いと説明している。 

さらに、申立期間③、④、⑤、⑥、⑦及び⑧は、申立人は国民年金の再加入手続に関

する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8417 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62年４月から 63年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年４月から63年３月まで 

私は、20 歳になったころに、母から「早く入れば受給額が増えるから」と勧めら

れ、国民年金に任意加入した。加入手続は母が区役所出張所で行い、国民年金保険料

は母か私が区出張所で納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人及びその母親は、国民年金の加入手続の時期、

保険料の納付金額、納付頻度に関する記憶が曖昧
あいまい

であるなど、申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、20 歳になったころに母親が申立人の国民年金の任意加入手続を行

ったと説明しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成４年２月ごろに払い出

されており、申立人は、現在所持する年金手帳以外の年金手帳の記憶が定かでないなど、

申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8418                      

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年４月から 60年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和58年４月から60年９月まで 

私は、昭和 58 年３月末に会社を退職した後、区役所で夫と一緒に国民年金の加入

手続を行い、国民年金保険料も夫の分と一緒に納付していた。申立期間の保険料が未

納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期及び保険料の納付方法に関

する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、昭和 58 年３月末に会社を退職した後、区役所で夫と一緒に国民年

金の加入手続を行い、保険料も夫の分と一緒に納付していたと主張しているが、申立人

の国民年金手帳の記号番号は 62年 10月ごろに払い出されており、別の手帳記号番号が

払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないほか、申立人が、一緒に加入

手続と保険料納付を行ったとし、手帳記号番号が申立人と連番で払い出されている申立

人の夫も申立期間の自身の保険料が未納であるなど、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8420 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12年２月から同年 12月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和44年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  平成12年２月から同年12月まで 

私は、会社を退職した後、国民年金保険料が納付されていないという通知が届いた

ので、納付漏れに気付き、申立期間の保険料を納付した。申立期間が国民年金に未加

入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の第２号被保険者から第１号被保険者への種

別変更手続を行った時期、保険料の納付時期、納付場所、納付方法、納付金額等の納付

状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、オンライン記録によると、申立期間直前の平成12年２月１日に厚生年金保険の

資格を喪失したことに伴い、申立人に対して「第１号・第３号被保険者取得勧奨」が行

われているものの、14年２月には勧奨関連対象者一覧に搭載されていることから、申立

人が当該搭載時点までに種別変更手続をしたことを確認できない上、申立期間は未加入

期間となっているため、納付書が発行されず保険料を納付することができない期間であ

るなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8421 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成９年 12 月から 10 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和47年生 

住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年12月から10年12月まで 

    私は、平成 10年１月４日に海外へ出国し、翌年 11年１月に帰国した。私の母が転

出届を提出した際に、申立期間の国民年金保険料を納付することを勧められ、納付し

たはずである。申立期間が国民年金に未加入で、保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は申立期間直前に厚生年金保険被保険者資格

を喪失しているが、申立人及び申立期間の保険料を納付していたとする母親は、厚生年

金保険から国民年金への切替手続に関する記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、平成 10 年１月４日に海外へ転出し、11 年１月 14 日に再び転入し

ていることが戸籍の附票で確認でき、申立期間のうち 10年１月から同年 12月までの期

間は、制度上、保険料を納付するには任意加入手続を行う必要があるが、母親は当該手

続をした記憶は無いと説明している上、申立期間は未加入期間であり、納付書が発行さ

れないため、保険料を納付することができないなど、申立人の母親が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8422                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49年９月から 53年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年９月から53年３月まで 

    私は、区役所から、今なら過去にさかのぼって保険料を納付することができるので

国民年金に加入するようにとの通知が来たため、区役所で夫婦二人の国民年金の加入

手続を行うとともに、過去の分の国民年金保険料を計算したメモをもらった。その後、

夫がメモをもとに夫婦二人分の過去の保険料をすべて納付した。申立期間の保険料が

未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の夫が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は第３回特例納付による保険料納付に直接関与しておらず、

保険料を納付したとする夫から当時の保険料額及び納付書の入手方法等を聴取できない

ため、当時の状況が不明である。 

また、申立人が記憶する夫婦二人分の納付額は、第３回特例納付による納付実績が記

載された附則第４条納付者リストに記録されている夫婦二人分の納付額及び日本年金機

構に保管されている夫婦の領収済通知書に記載されている納付額の合計額とおおむね一

致しており、これは現在の納付記録とも合致している上、申立期間を含む夫婦の昭和

40 年９月から 53 年３月までの保険料を第３回特例納付ですべて納付した場合の金額と

は大きく異なっている。 

さらに、夫も申立期間のうち昭和 50年１月から 53年３月までの保険料が未納となっ

ているなど、申立人の夫が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料､周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

 

東京国民年金 事案8423 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59年１月から 63年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年１月から63年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 59 年＊月ころから払込用紙が郵送されて来たので、国民

年金保険料を勤務先に来ていた金融機関の人に納付したり、私自身が金融機関に行っ

て納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続の時期、場所についての記憶が

曖昧
あいまい

である上、納付したとする保険料月額は、申立期間当時の保険料月額と相違して

おり、むしろ、オンライン記録において保険料の納付が始まっている昭和 63 年４月こ

ろの保険料月額におおむね一致している。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号については、国民年金手帳記号番号払出簿及

び申立人が所持している国民年金手帳が送られて来た際の封筒の日付印により、昭和

62 年９月に払い出されていることが確認でき、当該払出日時点で、申立期間の一部は

保険料を過年度納付することが可能な期間であるものの、申立人は、さかのぼって保険

料を納付した記憶が無いと説明しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8424 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和45年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年４月から３年３月まで 

    私は、学生が国民年金の強制加入被保険者になった平成３年に、区の出張所で国民

年金の加入手続を行った。その際、区の職員に「さかのぼって国民年金保険料を納付

すれば将来の年金額が増える」と説明され、２年４月から加入することにして、１年

分さかのぼって保険料を納付した。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間の保険料を納付した時期及び納付状況に関する

記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立期間当時、申立人は学生であったため、申立期間は国民年金の任意加入適

用期間であり、申立人が説明するとおり、平成３年４月に国民年金の加入手続が行われ、

申立人の国民年金手帳の記号番号が同年４月に払い出されていることは確認できるもの

の、当該払出し時点では、制度上、２年４月までさかのぼって任意加入すること、及び

保険料をさかのぼって納付することができないなど、申立人が申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間当時、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかが

わせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8428            

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月及び平成元年２月から同年９月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和61年４月 

② 平成元年２月から同年９月まで              

    私は、結婚後、自宅にはがきが届き、結婚前の期間の国民年金保険料を請求され、

社会保険事務所（当時）で14万円から15万円を納付した。申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）は無く、申立人は平成２年10月の結婚後、国民年金に関するはがきが自宅

に届き、社会保険事務所に出向いた際に、さかのぼって保険料を納付したと説明してい

るが、申立人の国民年金手帳の記号番号は申立人が第３号被保険者資格取得の届出をし

た平成３年11月21日に払い出されていること、当該時点で過年度納付が可能であった申

立期間②直後の元年10月から３年３月までの保険料がさかのぼって納付されていること

が、オンライン記録から確認でき、納付したとする金額はさかのぼって納付した過年度

保険料の金額とおおむね一致すること、手帳記号番号払出時点では、申立期間は時効に

より保険料を納付することができない期間であることなど、申立人が申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8429    

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59年２月から 61年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年２月から61年４月まで 

私の申立期間の国民年金保険料は、私の妻が納付してくれたはずである。申立期間

が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の直前の期間は厚生年金保険被保険者期間であること

から、国民年金保険料を納付するには国民年金の再加入手続を行う必要があるが、申立

人は申立期間の国民年金の再加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、再加入手続

及び保険料の納付を行っていたとする申立人の妻は、当時の状況に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間の自身の保険料も未納である。 

また、申立人の所持する国民年金手帳には、昭和39年 10月９日の被保険者資格喪失

及び 61年９月 13日の資格再取得のみが記載されており、申立期間の資格取得に係る記

載は無く、61 年９月 13 日の再加入の時点では申立期間は未加入期間とされており、保

険料を納付することができないなど、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8430   

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61年７月から 63年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和61月７月から63年３月まで 

    私の母は、昭和 61 年ごろ区役所で私の国民年金の加入手続を行い、申立期間の保

険料は区役所出張所で納付してくれていた。申立期間が国民年金に未加入で保険料

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったと

する母親は、加入手続の時期、保険料の納付時期及び納付金額に関する記憶が曖昧
あいまい

で

ある。 

また、申立人は昭和 61 年ごろに母親が加入手続を行ってくれたと説明しているが、

申立人の所持する年金手帳には、資格取得は昭和 63 年４月１日と記載されており、そ

の前の大学在学中の申立期間は任意加入適用期間の未加入期間であり、保険料を納付す

ることができない上、申立期間当時に別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらないなど、申立人の母親が申立期間の保険料を納付

したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8433 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 10 年 11 月から 11 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和39年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年11月から11年３月まで 

 私は、平成 10年 11月に会社を退職した後、国民年金に加入し、国民年金保険料を

納付していたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、平成 10年 11月の会社退職時に、当該会社の顧問社会

保険労務士が退職に伴う国民年金関係手続をしてくれたはずと説明しているが、当該社

会保険労務士は顧問先会社の従業員の国民年金に関する届出等は請け負っていなかった

と説明している。 

また、申立期間は、国民年金の未加入期間とされており、制度上、保険料を納付する

ことはできないこと、申立期間直後の平成 11 年４月からの第３号被保険者資格取得の

届出は 16 年７月以降に行われており、それまでは申立期間に引き続いて未加入期間と

されていたことなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8434 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48年８月から 50年９月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年８月から50年９月まで 

私は、海外から帰国後、娘と一緒に国民年金の加入手続をして、国民年金保険料を

納付してきたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は申立期間当時の国民年金の加入手続、保険料の納付方法

及び納付場所についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は昭和 48 年８月ごろに帰国しているが、申立人の国民年金手帳の記号

番号は 50 年 11 月ごろに払い出されており、申立人が所持する年金手帳には、被保険

者になった日は「50 年 10 月 17 日」と記載されており、申立期間は任意加入前の未加

入期間であったことから保険料を納付することができない期間であるなど、申立人が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8435 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年７月から 57年３月までの期間及び 61年４月から 62年 12月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年７月から57年３月まで 

             ② 昭和61年４月から62年12月まで 

私は、平成３年から５年ころに、申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付し

た。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、納付期間及び納付額についての記憶が曖昧
あいまい

また、申立人は、平成３年から５年ごろに自身の保険料のみをさかのぼって納付した

と説明しているが、当該時点では、申立期間は時効によりさかのぼって保険料を納付す

ることができない期間であり、申立期間は夫婦共に未納であること、夫婦ともに申請免

除とされていた昭和57年４月から61年３月までの期間は、自身のみ追納しており、さか

のぼって保険料を納付したとする説明は当該追納を指していると考えられるなど、申立

人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8436 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55 年１月から 56 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和32年生 

住    所 ：  

          

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年１月から56年12月まで 

私は、昭和 55 年１月に転居した市の市役所で国民年金の再加入手続を行い、申立

期間の国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納

とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の保険料の納付頻度、納付額等の記憶が

曖昧
あいまい

また、申立人が所持する年金手帳には、申立期間の被保険者資格の取得をうかがわせ

る記載が無く、申立期間当時に居住していた市の住所の記載も無いこと、申立人は現在

所持している年金手帳のほかに手帳を所持していた記憶が

である。 

曖昧
あいまい

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

であること、申立期間

は未加入期間であるため、制度上、保険料を納付することができない期間であることな

ど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 



                      

  

東京国民年金 事案8440 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 40 年６月から 41 年８月までの期間、42 年３月から同年８月までの期

間、42年 11月、43年 11月から 44年１月までの期間、44年４月、44年７月から同年

10月までの期間、44年 12月、45年４月から 60年１月までの期間、61年２月から平成

17 年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和40年６月から41年８月まで 

② 昭和42年３月から同年８月まで 

③ 昭和42年11月 

④ 昭和43年11月から44年１月まで 

⑤ 昭和44年４月 

⑥ 昭和44年７月から同年10月まで 

⑦ 昭和44年12月 

⑧ 昭和45年４月から60年１月まで 

⑨ 昭和61年２月から平成９年２月まで 

⑩ 平成９年３月から13年５月まで 

⑪ 平成13年６月から17年３月まで 

    私の母は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。

平成９年に母が倒れ、施設へ入所するときに、私に「年金のことは掛けてあるから

きちんとしなさい。」と言って、その５年後に亡くなってしまった。申立期間の保

険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張

しており、申立人の国民年金手帳の記号番号が昭和 40 年７月に払い出されていること

は確認できるが、申立人の手帳記号番号の払出簿には、昭和 45年 12月に他の区へ転出

した旨及び「不在」の印が３か所押されており、申立人が居住していた区を管轄する社



                      

  

会保険事務所（当時）において、３回にわたり不在者扱いとなっていたものと考えられ

る上、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、申立人の国

民年金の加入手続を行い、保険料を納付していたとする母親から聴取することができな

いため、当時の状況が不明である。 

また、申立期間⑩及び⑪については、オンライン記録によると、当該期間直前の平成

９年３月に国民年金被保険者の資格を喪失しているため、以後は納付書が交付されず、

保険料を納付することができない期間である上、申立人に対し、別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8441 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 56 年７月から 58 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和56年７月から58年12月まで 

私は、昭和 57 年 11 月に国民年金の加入手続を行った際、これまで未納であった

56 年７月から 57 年９月までの国民年金保険料を分割して納付した。以後は、夫の保

険料と一緒に定期的に納付してきた。申立期間の保険料が未納とされていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、過年度納付した保険料の納付額及び納付回数について

の記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、昭和57年10月以降は定期的に保険料を納付していたと説明するとこ

ろ、申立人の国民年金手帳の記号番号は61年１月に払い出されていることが確認できる

上、オンライン記録によると、申立期間直後の59年１月から61年３月までの保険料が同

年３月以降に６回分割によりさかのぼって納付されているなど、申立人が申立期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、申立人は、申立期間当時、国民年金手帳を所持していた記憶が無く、申立人

が当時居住していた区及び所轄社会保険事務所（当時）において、手帳記号番号が払い

出された記録も無いなど、別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8442 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年 11 月から 63 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年11月から63年３月まで 

    私が 20 歳になったときに実家に国民年金加入手続の案内通知が届いたので、母が

私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を口座振替で納付してくれていた。

申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納

付してくれていたと主張しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、平成７年４

月に払い出されていることが確認できる上、申立人及びその母親は、現在所持している

年金手帳以外の手帳を所持していた記憶が曖昧
あいまい

であり、別の手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳には、厚生年金被保険者資格を喪失するとともに初

めて国民年金被保険者資格を取得した日として平成２年４月１日の記載があるため、資

格取得日より前の期間である申立期間は未加入期間となり、保険料を納付することがで

きない期間である。 

さらに、母親が、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、母親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8443 

                                  

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年７月から６年１月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住    所 ：  

                       

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年７月から６年１月まで 

    私は、20 歳になったときに国民年金の加入手続の案内通知が届いたので、母親が

加入手続を行い、最初は両親が国民年金保険料を納付し、学生になってからは自分で

納付していた。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。                 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）が無く、加入手続を行い、保険料を納付したとする母親

は、手続を行った時期及び場所、並びに保険料の納付時期、場所及び納付額の記憶が

曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、学生時代の保険料は自分で納付していたと述べているところ、学生

になって実家とは別の市に転居しているが、当該転居に伴う国民年金の住所変更届出を

行った記憶が無いなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人及びその母親は、申立人の国民年金手帳を受け取った時期や場所につ

いての記憶が曖昧
あいまい

であり、別の国民年金手帳の記号番号が払い出されていたことをう

かがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13年７月から 14年３月までの国民年金保険料については、免除されて

いたものと認めることはできない。 

また、申立人の平成 14年４月から 17年８月までの国民年金保険料については、学生

納付特例により納付猶予されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和56年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成13年７月から14年３月まで 

             ② 平成14年４月から17年８月まで 

    私は、申立期間①については、区役所で国民年金保険料の免除申請を行った。また、

大学在学中の申立期間②については、毎年、区役所で学生納付特例の申請を行ってい

た。申立期間①の保険料が免除とされておらず、また、申立期間②が学生納付特例と

されておらず、いずれも保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間①の国民年金保険料を申請免除されていたこと及び申立期間②の保

険料を学生納付特例により納付猶予されていたことを示す関連資料が無く、申立人は免

除及び学生納付特例に係る申請手続及び承認通知に関する記憶が曖昧
あいまい

であるため、手

続の状況が不明である。 

また、申立人は、学生時代に学生納付特例を申請したと主張するが、オンライン記録

によると、平成 19 年 10 月に、当該時点で２年間の時効期間内である申立期間直後の

17 年９月から 18 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できることから、

当該納付期間については学生納付特例の申請が行われていなかったと認められるなど、

申立期間①の保険料が免除されていたこと、及び申立期間②の保険料が学生納付特例に

より納付猶予されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間①の国民年金保険料を免除され、申立期間②の保険料を学生納付特例に

より納付猶予されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8445 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年１月から８年３月までの国民年金保険料については、免除されてい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和42年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年１月から８年３月まで 

    私の父は、私が平成３年１月に交通事故によるけがで入院し、その後も入退院を繰

り返していた間、私の国民年金保険料の免除手続をしてくれたはずである。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関連資料が無く、申

立人は、申立期間の保険料の免除申請手続に関与しておらず、免除申請手続をしてくれ

たとする父親から当時の状況を聴取することができないため、当時の状況が不明である。 

また、申立人は、平成２年 12 月ころに自身で国民年金の加入手続を行ったとしてい

るが、申立人の所持する４年４月に再交付された年金手帳には、厚生年金保険の記号番

号は記載されているものの、国民年金の記号番号は記載されていないこと、申立期間は

９年１月に基礎年金番号が付番されたことにより未納期間とされたものであり、それま

では申立期間は国民年金の未加入期間であったと考えられること、申立期間後の平成８

年度の免除申請は平成９年５月 13 日に基礎年金番号により処理されていることがオン

ライン記録から確認できることなど、申立期間当時に申立人に国民年金の記号番号が払

い出された記録は無く、申立期間の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人の申立期間の国民年金保険料が免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8446 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 59年４月から 62年３月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年４月から62年３月まで 

    私の父は、私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付に関与しておらず、保

険料を納付していたとする父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、

当時の状況が不明である。 

また、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立期間後の昭和 62 年６月ごろに払い

出されており、当該払出時点では、申立期間のうち 59年４月から 60年３月までの期間

は時効により保険料を納付することができない期間であること、その後の 60 年４月か

ら 62 年３月までの期間の保険料は過年度保険料となるが、申立人の母親は、申立人の

父親から保険料をさかのぼって納付したとは聞いていないとしていること、申立人は、

父親から受け取った手帳は現在所持する１冊のみであるとしており、申立期間当時に申

立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないこ

となど、申立人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8447 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 62年 12月から平成元年３月までの国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和62年12月から平成元年３月まで 

私は、昭和 62 年 12 月に会社を退職し、63 年１月に国民健康保険とともに国民年

金に加入し、納付書又は口座振替で国民年金保険料を納付していた。申立期間が第３

号被保険者期間とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 63 年１月に国民年金の加入手続を行ったと主張

しているが、申立人の国民年金手帳の記号番号は、申立人が第３号被保険者の資格取得

手続を行ったことにより、63年８月に払い出されている。 

また、申立人が所持する年金手帳には、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を喪失

した 62 年 12 月 31 日に第３号被保険者となったことが記載されており、申立人が当時

居住していた市の被保険者名簿にも同日に第３号被保険者資格を取得したことを 63 年

８月 30 日に受け付けたことが記載されていることから、申立期間は第３号被保険者期

間であり、納付書は発行されず、保険料が口座振替されることもなかったことなど、申

立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58年２月及び 59年２月の国民年金保険料については、納付していたも

のと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和58年２月 

② 昭和59年２月              

    私は、申立期間の国民年金保険料の納付書を受け取っていれば納付したはずである。

申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料納付に

関する記憶が乏しい。 

   また、申立人の国民年金手帳の記号番号は平成元年１月ごろに払い出され、当該払出

時点で納付可能であった昭和 62 年９月及び 63 年 11 月以降の国民年金加入期間の保険

料が納付されており、申立期間は時効により保険料を納付することができない期間であ

ること、申立期間当時に申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわ

せる事情は見当たらず、上記手帳記号番号の払出時点までは申立期間は未加入期間であ

り、申立人に保険料納付書は送付されなかったことなど、申立人が申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8449 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 10月から 52年３月までの期間及び 58年 12月から 61年 11月ま

での期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和49年10月から52年３月まで 

             ② 昭和58年12月から61年11月まで 

私の父親は、私が 21 歳になった時に国民年金の加入手続をしてくれ、申立期間①

の国民年金保険料は父親が勤務していた会社が父親の給与から天引きして納付してく

れたはずであり、申立期間②の保険料は当時私が勤務していた会社が契約していた税

理士に納付を依頼していた。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされてい

ることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の父親が申立期間の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及

び当該期間の保険料の納付に関与しておらず、保険料を給与天引きで納付してくれたと

する父親から当時の納付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明であ

る。また、父親が勤務していた会社では、従業員の家族の国民年金保険料を給与から天

引きして納付することはなかったと思うとしていることなど、申立人の父親が当該期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

申立期間②については、申立人は、勤務していた会社が契約していた税理士に保険料

納付を依頼していたと主張しているが、申立人が勤務していた当該会社では、申告書類

の作成等を税理士に依頼したことは無いと説明しているなど、申立人が当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立人に国民年金手帳の記号番号が払い出された記録は無く、申立人が所持

する年金手帳にも国民年金の手帳記号番号の記載は無いこと、申立人は基礎年金番号に

よって平成 12 年２月以降の保険料を納付しており、申立期間はいずれも未加入期間で

あり、制度上、保険料を納付することができない期間であることなど、申立人及び申立



                      

  

人の父親が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8453 

                                              

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年４月から７年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年４月から７年３月まで             

    私は、国民年金の加入手続をし、国民年金保険料を納付してきたと思う。申立期間

が申請による保険料免除期間とされ、保険料が未納とされていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付等に関する記憶

が曖昧
あいまい

であり、申立人に当時の保険料の納付状況等について問い合わせをしたものの、

申立人から十分な協力が得られないほか、当時同居していた両親から申立期間当時の納

付状況等を聴取することができないため、当時の状況が不明であるなど、申立人が申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



                      

  

東京国民年金 事案8454 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60年９月から 61年２月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年９月から61年２月まで 

    私は、昭和 60 年９月に退職後、すぐに国民年金の再加入手続を行い、加入後は国

民年金保険料を金融機関で納付していた。申立期間の保険料が未納とされていること

に納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間の保険料の納付頻度や国民年金の資格喪失手

続等に関する記憶が曖昧
あいまい

であるほか、申立人は、昭和 60 年９月に国民年金に再加入し、

保険料を納付していたと説明しているが、申立期間は平成 18 年４月に追加された期間

であり、申立期間当時は未加入期間であり、保険料を納付することができない期間であ

るなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

東京国民年金 事案8455 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 60 年２月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和36年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年２月 

私は、結婚した昭和 60 年１月に、区役所で国民年金の加入手続をし、１月分の国

民年金保険料を納付し、３月に申立期間を含めた２か月分の保険料を納付した。申立

期間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、昭和 60 年１月に国民年金の加入手続をし、同年３月

に申立期間を含めた同年２月及び３月の保険料を納付したと主張しているが、申立期間

後の 60年３月 25日に国民年金に任意加入していることが申立人の所持する年金手帳か

ら確認でき、未加入期間の場合には、保険料を納付することができないなど、申立人が

申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。                              

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8456 

                                    

第１ 委員会の結論 

申立人の平成９年８月から 10 年４月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成９年８月から10年４月まで 

私は、厚生年金保険適用事業所を退職した平成９年８月以降の国民年金保険料を納

付したはずである。申立期間が国民年金に未加入とされ保険料が未納とされているこ

とに納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、申立期間当時の保険料の納付額及び納付頻度に関する

記憶が曖昧
あいまい

である。 

また、申立人は、オンライン記録では、平成９年８月 16 日に厚生年金保険の資格喪

失をし、国民年金の再加入手続を行った記録は無く、申立期間は未加入期間のため、保

険料を納付することができない期間であるほか、厚生年金保険の適用事業所を退職した

後に国民年金への再加入手続を行った記憶も定かでない。 

さらに、申立人は、平成９年８月 16 日以降加入勧奨がされ、最終的に申立人が「未

適用者」として記録されていることがオンライン記録で確認できるなど、申立人が申立

期間の国民年金の再加入手続をし、保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8457 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 13年 10月の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和40年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年10月 

    私は、会社退職後に、区役所で自身の国民年金の加入手続と妻の種別変更手続を

行い、社会保険事務所（当時）で夫婦二人分の国民年金保険料を納付した。申立期

間が国民年金に未加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人は、区役所で国民年金の加入手続を行い、社会保険事務所

で保険料を納付したと説明しているが、申立期間は国民年金の加入手続が行われず、加

入勧奨がされ、最終的に申立人が「未適用者」として記録されていることがオンライン

記録で確認できるほか、申立期間当時、社会保険事務所では現年度保険料の収納を行っ

ておらず、申立人の説明する納付方法は当時の現年度保険料の納付方法と合致していな

い。 

また、申立人が、自身の保険料と一緒に納付したとする妻は、申立期間の保険料が未

納であり、第３号被保険者から第１号被保険者への種別変更手続は平成 16 年１月に行

われたことがオンライン記録により確認できるほか、納付したとする保険料額も当時の

保険料額と相違しているなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京国民年金 事案8458 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40 年４月から 49 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年４月から49年12月まで 

    私は、結婚退職時に会社の事務担当者から国民年金に加入するように言われ、区役

所出張所で加入手続をし、国民年金保険料を納付していた。申立期間が国民年金に未

加入で保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、申立人が申立期間当時居住していた区では、昭和 45 年３月まで

は、印紙検認方式により保険料の納付が行われていたが、申立人は印紙検認による納付

の記憶が無く、保険料の納付額等の記憶も曖昧
あいまい

である。 

また、申立人が所持するオレンジ色の国民年金手帳には、昭和 50 年１月に国民年金

に任意加入し、資格取得していることが記載されており、申立期間は未加入期間であり、

保険料を納付することができない期間であるほか、申立人は、申立期間当時に別の年金

手帳を所持していた記憶は無いなど、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11908 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和28年12月30日から29年２月１日まで 

             ② 昭和29年４月30日から同年７月１日まで 

             ③ 昭和31年６月30日から同年12月１日まで 

Ａ社Ｂ工場及び同社Ｃ工場に勤務していた申立期間①及び②、Ａ社Ｂ工場又はＤ社

に勤務していた申立期間③の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間にＡ社の各工

場間の異動があり、同社からＤ社への出向はあったが、継続して勤務していたので、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ社は既に解散しており、代表者の連絡先も不明であること

から、申立期間①に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認す

ることができない。 

  また、Ａ社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立人と同時期

に資格喪失をしている従業員に照会した結果、一人が「申立人の入社時期は覚えてい

ないが、昭和 28年 12月１日から同年 12月 30日までの間は一緒だと思う。」と供述

している。 

さらに、申立人がＡ社Ｃ工場へ一緒に異動したとする従業員の同社本社の資格喪失

日は昭和 28年 12月 31日、同社Ｃ工場の資格取得日は、申立人と同様に 29年２月１

日である記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、Ａ社は既に解散しており、代表者の連絡先も不明であること

から、申立期間②に係る勤務実態及び厚生年金保険の扱いについて確認することがで

きない。 



                      

  

また、Ａ社Ｃ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、従業員に照会し

た結果、３人から回答があり、そのうち二人は申立人を知っているものの申立人が申

立期間②に勤務していたかは確認できない。 

さらに、申立人がＡ社Ｃ工場から出向したＥ社は、既に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、当時の被保険者数も申立人を除いて４人しかおらず、連絡先等も

不明であることから申立人の出向時の状況について確認することができない。 

なお、Ａ社Ｃ工場の従業員の一人は、「給与はＡ社本社から送金されてきた。」と

供述しており、申立人は「労務関係はすべて同社本社で行っていたと思われる。」と

供述している。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③について、Ａ社Ｂ工場又はＤ社に勤務していたと申し立てているところ、

Ｄ社従業員の供述から判断すると、申立人が申立期間③に同社に勤務していたことは

推認できる。 

一方、Ｄ社は、申立期間③の勤務実態については不明であると回答しており、同社

から提出された申立人に係る厚生年金保険被保険者資格取得届（副）及び厚生年金保

険被保険者資格喪失届（副）の記録は、申立人の同社における被保険者期間と一致し

ている。 

また、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間③に勤務して

いたことが確認できる従業員に照会した結果、８人から回答があり、そのうち二人は

入社と同時に被保険者資格を取得しており、ほかの６人は同社に入社してから数か月

後に被保険者資格を取得していることがうかがえることから、同社では必ずしも入社

と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

４ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険の被保険者として、申立期間①から③までに係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11909 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和60年９月22日から61年１月22日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。昭和

60 年７月からアルバイトとして勤務し、２か月後から加入していたことは確かなの

で、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述から判断すると、申立人が申立期間にアルバイトとしてＡ社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、「アルバイトの関係書類の保存期限を 10 年としており、人

事記録及び契約書等の関係書類は残っていない。アルバイトについては、当時は支店ご

とに採用し、アルバイト契約ごとに社会保険の取決めを行っていた。必ずしも２か月後

から厚生年金保険に加入する一定の取決めは無かった。」としている。 

また、Ａ社は、「申立期間の厚生年金保険料の控除については不明であるが、アルバ

イトの厚生年金保険の加入手続については、雇用保険と同時に行っていた。加入させて

いない期間については、給料からの控除はしていない。」としており、申立人の厚生年

金保険被保険者資格取得日は雇用保険被保険者資格取得日と一致している。 

さらに、Ａ社に昭和 60 年８月及び同年９月にアルバイトとして入社している複数の

従業員は、「昭和 61 年１月以前は社会保険に加入していなかった。当時、アルバイト

は社会保険に加入できなかった。」と供述しており、申立人が同日入社だったとする同

僚は、同部署で同職種のアルバイト勤務をしていたとしているが、申立期間に同社の厚

生年金保険の加入記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11910 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和35年10月１日から38年４月10日まで 

② 昭和40年９月26日から41年５月１日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①の厚生年金保険の加入記録及びＢ社に勤務していた

申立期間②の厚生年金保険の加入記録がそれぞれ無いことが分かった。申立期間①及

び②についてはそれぞれの会社に勤務していたことは確かなので、厚生年金保険の被

保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚の供述から判断すると、勤務期間は特定できないものの、

申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

  しかし、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は既に解散しており、当時の資

料が得られないことから申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認することができ

ない。 

また、上記同僚は、「申立人は自分より２か月後に入社してきたが、自分の方が先

に辞めたので勤務期間は分からない。自分はトラックの運転手として、申立人は運転

助手のほか、製材品等積み下ろしに従事していた。自分は厚生年金保険の加入記録は

あるが、申立人の厚生年金保険料の控除等については分からない。」と供述している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から従業員に照会を行った

が、「申立人を知っているものの勤務期間は覚えていない。」と供述している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 ２ 申立期間②について、Ｂ社は、「当時の在籍を確認できる資料が残っておらず保険

料控除を含め確認できない。」と回答している。 

 また、同僚４人に申立人の勤務実態等を照会したところ、申立期間②の勤務実態を確



                      

  

認することはできなかった。 

さらに、Ｂ社に係るＣ健康保険組合の事業所適用台帳（写）によると、申立人は昭和

40 年９月 26 日に資格を喪失し、健康保険被保険者証が返納されている旨の記載がある

ことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について、これを確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11919 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和43年２月から45年２月まで 

Ａ事業所に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。間違いなく同

事業所に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出のあった社員旅行の写真及び当時のＡ事業所の同僚の供述により、勤

務期間は特定できないが、申立人は、当時同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ事業所を法人化したＢ社は、平成 14年１月 31日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、当時の事業主は従業員や社会保険関係の資料を廃棄したとして

いるため、申立人の申立期間当時の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

また、申立人と同じ運転業務の従業員一人は、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿

から、厚生年金保険に加入していないことが確認でき、運転業務に従事する従業員の一

部は厚生年金保険に加入していていないことがうかがえる。 

さらに、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿に申立人の氏名の記載が無い上、健康

保険の整理番号の欠番も無く、同名簿の記載内容に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11920 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正14年生 

住    所 ：  

                       

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和22年４月１日から23年５月まで 

Ａ会に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間に健康管理者

として同会に勤務していたので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ会が保有する職員任免原簿及び同僚の供述により、申立人は、申立期間に同会に勤

務していたことが推認できる。 

しかし、申立人が記憶する同僚二人のうち一人の氏名を上記職員任免原簿で確認する

ことができるが、他の一人については氏名を確認することができず、同会に係る健康保

険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には同僚二人の氏名は見当たらない。 

また、Ａ会に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿には、昭和 19 年６月

２日から 23 年 12 月 31 日までの期間に厚生年金保険の被保険者資格を取得した者はい

ない上、申立人が 22 年４月以前から勤務していたとする看護師二人の厚生年金保険の

被保険者資格取得日は 24年１月１日であることから、同会は、申立期間を含む 19年６

月２日から 23 年 12 月 31 日までの期間に厚生年金保険被保険者の資格取得手続を行っ

ていなかったことがうかがわれる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11921 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年12月31日から39年12月31日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に勤務していたのは確かなので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和39年12月30日まで勤務していたと主張している。 

しかし、Ａ社は、既に解散しており、当時の事業主も死亡しているため、申立人の勤

務実態及び厚生年金保険料の控除等の状況について確認することができない。 

また、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間当時に同社に入社し、厚生年

金保険に加入していることが確認できる複数の従業員に照会したものの、申立人の氏名

を記憶している従業員はいなかった。 

さらに、Ａ社において申立期間の前に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、申立期

間に加入期間のある複数の従業員に照会したものの、申立人の氏名は記憶しているが申

立期間に勤務していることを記憶している従業員はいなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11922（事案7269の再申立て）            

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和36年生 

住    所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ：  昭和47年１月１日から63年12月31日まで 

Ａ社に勤務した昭和52年２月13日から55年３月28日までの期間、Ｂ社に勤務し

た56年１月19日から58年８月25日までの期間及びＣ社に勤務した59年４月13日

から 63年７月 21日までの期間の厚生年金保険の加入記録が無い旨を第三者委員会に

申し立てたが、申立内容を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないなどの理

由により、記録訂正を行うことができないと通知があった。 

しかし、各事業所に勤務し厚生年金保険料を控除されていたことは確かであり、判

断に納得できないため、新たな資料や情報は無いが、申立期間を変更するので、再調

査し申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

前回の申立てにおいて、Ａ社に係る申立てについては、申立人は昭和 52年５月 10日

から同年８月 11 日までの期間について、他の事業所で雇用保険の加入記録が確認でき

ること、同社は当該期間当時の人事資料等は保管していないため申立人の勤務実態や厚

生年金保険料の控除について確認することができないこと及び当時の従業員に照会した

結果、申立人の名前を記憶している者がいなかったことから、当該期間の同社での勤務

を確認することができなかった。 

Ｂ社に係る申立てについては、同社は昭和 56年１月 19日から 58年８月 25日までの

期間は厚生年金保険の適用事業所になっておらず、また、当時の事業主及び従業員に照

会した結果、申立人の名前を記憶している者がいなかったことから、当該期間の同社で

の勤務を確認することができなかった。 

Ｃ社に係る申立てについては、複数の従業員が申立人を記憶していたが、同社は既に

解散しているため申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することが

できなかった。また、当時の経理担当者は、「同社では厚生年金保険は従業員の任意で



                      

  

加入しており、加入を希望しない従業員もいた。」と供述していた。 

以上の理由から、申立期間について、平成 22年３月 10日付けで既に当委員会の決定

に基づき年金記録の訂正のあっせんは行わないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、上記通知に納得できず、各事業所に勤務し給与から厚生年金

保険料を控除されていたと主張し、申立期間を変更した上での再調査を求めているが、

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、この他に当初の決定を変

更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は申立期間の厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11924 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和33年６月10日から34年８月30日まで 

     ② 昭和34年８月30日から35年３月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間①、及びＢ店に勤務した申立期間②の厚生年金保険の加入

記録が無いので、当該期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の従業員の供述から判断すると、勤務期間の特定はできな

いものの、申立人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、所在の判明した

被保険者 10 名に、申立人の勤務状況等について照会したところ、２名が申立人のこと

を記憶していたものの、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除についての供述は得

ることができなかった。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録によると、

同社は、厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主は死亡している

上、当時の社会保険の事務担当者に照会したが回答は無いことから、申立人の当該期間

における勤務の実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、当該期間に被保険者整

理番号の欠番は無く、訂正等の不自然な記載も無い。 

申立期間②について、申立人は、Ｂ店において、昭和 34 年８月 30 日から 35 年２月

末日まで勤務していたと申し立てているところ、申立人の供述等から判断すると、申立

人が勤務したとするＢ店は、現在所在するＢ店の当該期間当時の事業主が経営していた

店舗である可能性が高いことがうかがわれる。 

しかしながら、オンライン記録及び適用事業所検索システムにおいて、申立人が当該

期間当時勤務したとするＢ店が、厚生年金保険の適用事業所となっていた記録を確認す



                      

  

ることができない。 

また、当該事業主は既に死亡しており、現在のＢ店の事業主は、当該期間当時の状況

を把握しておらず、申立人も、当時の上司、同僚を記憶していないことから、申立人の

当該期間における勤務実態を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務状況及び厚生年金保険料の給与か

らの控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11925 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年11月から43年８月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同期間に勤務して

いたことは確かなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における従業員の供述から判断すると、期間は特定できないものの、申立人が同

社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立期間当時のＡ社の人事担当者は、厚生年金保険に加入させていな

い従業員が多数いたほか、厚生年金保険には試用期間経過後に加入させていたと供述し

ており、また、複数の従業員も、試用期間経過後に厚生年金保険に加入した旨の供述を

しており、申立人を記憶している従業員からは、申立人の厚生年金保険の加入状況につ

いて確認できる供述を得ることができなかった。 

また、Ａ社は、申立期間当時の資料を保管しておらず、当時の事業主は既に死亡して

いることから、申立人の申立期間における勤務状況や厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、被保険者番号に欠

番は無く、訂正等の不自然な記載も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11926                     

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和43年４月20日から47年３月26日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

では、申立期間も会社の寮に住み込みをしながら働いていたので、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録、Ａ社の元従業員の供述及び申立人から提出された洋裁学校の

修了証明書から判断すると、申立人が、申立期間も継続して同社に勤務していたことが

認められる。 

しかしながら、Ａ社の元事業主及び元経理担当者は、申立期間当時の事業主は既に死

亡しており、詳細は不明であるが、従業員の厚生年金保険への加入は、本人の希望を聞

いて加入させており、加入しなかった者も多数いたと供述しているとともに、元経理担

当者は、同社の経営状況も勘案して、従業員の給与の手取り額を増やすため、厚生年金

保険の資格を取得後に資格を喪失する手続を行っていた従業員もいたと供述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、申立人が同

僚の一人として記憶している者は上記名簿に記載が無いこと及び申立人と同日に被保険

者資格を取得、喪失している従業員や短期間に被保険者資格を喪失している従業員が複

数いることが確認できる。 

さらに、Ａ社における申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日につい

て、同社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿の記録と同社から提出され

た厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書及び同資格喪失確認通知書の記録が一致し

ていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除が確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11927                   

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月から34年３月10日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

に勤務した証明として、当時の社員旅行の写真を提出するので、厚生年金保険の被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された写真、Ａ社の事業主及び従業員の供述から判断すると、申立人

が申立期間において同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ａ社の事業主は、申立期間当時の資料を保管していないが、採用時に

おいては、６か月ないし３年程度の見習期間を設けており、その結果を基に厚生年金保

険の加入手続を行っていたと思うと供述している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立期間に被保険者資格

のある複数の従業員に照会し、同社への入社日と厚生年金保険被保険者資格の取得日を

照合したところ、複数の従業員について、入社日から６か月から３年６か月経過後に厚

生年金保険に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人が記憶していた６名の同僚は、全員がＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿に記録が無いことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11931 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年４月１日から28年10月１日まで 

事業主が同じＡ社及びＢ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間はＡ社又はＢ社に勤務しており、厚生年金保険の資格を喪失し

たことは無く、厚生年金保険料も控除されていたと思うので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社及びＢ社における同僚である申立人の姉の供述により、申立人が申立期間に両社

に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社はＣ県Ｄ区に

おいて昭和 25 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっているが、26 年５月１日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなり、その後、Ｃ県Ｅ区においてＢ社と名称を変更

して 28年 10月１日に適用事業所となっており、申立期間のうち 26年５月１日から 28

年10月１日までの期間は、両社とも適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社及びＢ社は既に解散し、事業主の所在を確認できず、当時の従業員は死亡

又は連絡が取れないことから、申立人の勤務状況や厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

さらに、申立期間当時、Ａ社及びＢ社で社会保険の手続を担当していた上記同僚は、

「Ａ社の正確な移転時期は記憶に無いが、会社が移転したころは経営状況が悪く、厚生

年金保険に加入していない時期があったかもしれない。当時の厚生年金保険料の控除に

関する記憶は無い。」と供述しており、また、申立人及び上記同僚は、給与明細書等の

厚生年金保険料控除を確認できる資料を保管していない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11941 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和38年７月１日から39年２月28日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、

昭和 38年３月４日から同社の寮に入って 39年２月末日まで勤務していたので、申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和39年２月末までＡ社に勤務したと申し立てている。 

しかし、Ａ社の当時の代表取締役から提出された社会保険台帳において、申立人の同

社における退職日が昭和38年７月１日と記載されていることが確認できる。 

また、申立人は、Ａ社を退職した後に、「Ｂ社（現在は、Ｃ社）に勤務した。」と供

述しているところ、Ｃ社の回答により、申立人が昭和 38 年７月１日から 39 年２月 28

日まで、臨時補充員としてＢ社に勤務していたことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11942 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和40年６月から42年４月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社に在籍中は健

康保険被保険者証を使用しており、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶しており、かつＡ社に係る事業所別被保険者名簿により確認できる同社

の先輩及び後輩の回答により、申立人が申立期間当時、同社に勤務していたことは推認

できる。 

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、事業主も死亡していることから、申立人の

申立期間に係る厚生年金保険の適用について確認することができない。 

また、Ａ社の申立期間当時の保険事務担当者は、「従業員が希望しなかった場合には

厚生年金保険に加入させていない。また、勤務期間が短かった従業員も厚生年金保険に

は加入させていない。」と供述している上、申立人が記憶している同社の複数の従業員

の中には、上記被保険者名簿に記載されていない者がいることから、申立期間当時、同

社では、従業員全員を厚生年金保険に加入させる取扱いでなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人は、申立期間当時、Ａ社の近くの病院で健康保険被保険者証を使用し

たと供述しているが、当該病院名を記憶していないため、健康保険被保険者証の使用に

ついて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11943 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年10月１日から５年10月31日まで 

Ａ社で編集及び営業担当の専務取締役として勤務した期間のうち、申立期間の標準

報酬月額が実際に支給されていた給与額に見合う標準報酬月額と相違している。滞納

保険料の整理のため、社会保険事務所（当時）に行ったことはあるが、社会保険担当

ではなかったので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、Ａ社が厚生年金

保険の適用事業所に該当しなくなった日（平成５年 10 月 31 日）の後の平成５年 11 月

４日付けで、３年 10月にさかのぼって 53万円から８万円に減額訂正されていることが

確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、申立人は、申立期間当時、同社の取締役で

あったことが確認できる。 

また、申立人は、「自分は編集と営業担当専務取締役で社会保険事務には関わりはな

く、経理担当者が社会保険事務を担当していた。」と供述しているが、同経理担当者は、

「Ａ社を平成５年３月 31 日付けで退職した後、非常勤で残務処理が終わるまでの数か

月間、週１日から２日勤務した。」と回答している上、同社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿により、平成５年３月１日に同社での被保険者資格を喪失していること

が確認できる。 

さらに、申立人は、「社会保険事務所からの滞納保険料の督促に対して、担当業務で

はないが、やむを得ず数回、社会保険事務所の窓口に滞納保険料を支払に行ったことが

ある。」と供述していることから、上記経理担当者が退社した後は、申立人が社会保険

事務に関与していたと考えられる。 

また、申立人は、「平成５年 10 月６日と同年 10 月 15 日の２回、社会保険事務所か



                      

  

ら呼び出されてＡ社の代表取締役と共に同事務所徴収課長から、同社の滞納保険料につ

いて、社長と専務の標準報酬月額をさかのぼって引き下げるように言われ、承諾し

た。」と供述している。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の専務取締役として、自らの標

準報酬月額の引下げに関与しながら、当該減額訂正処理が有効なものでないと主張する

ことは信義則上認められず、申立人の厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を

認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11944 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和54年11月１日から62年４月７日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

には、昭和 62 年４月まで継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿により、平成２年３月 25 日に同社で被保険者資格

を喪失していることが確認できる同僚は、「申立人は自分が同社を退職する１年から２

年ほど前に退職した。」と回答していることから、期間は特定できないが、申立人が申

立期間に同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、商業登記簿謄本により、既に解散していることが確認でき、事業主

も既に死亡していることから、同社及び事業主から、申立人の申立期間に係る勤務状況

及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

また、上記被保険者名簿により、申立人と同じく昭和 54年 11月１日にＡ社で厚生年

金保険被保険者資格を喪失していることが確認できる３名の同僚は、いずれも住所が不

明のため、申立人の申立期間に係る勤務状況及び厚生年金保険の加入状況について確認

することができない。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、扶養していた妻が出産のため、健康保険被保険

者証を使用した。」と供述しているが、申立人の妻が診察を受けたとする医療機関及び

Ａ社が加入していた健康保険組合は、いずれも「保存期間経過のため、申立人の健康保

険被保険者証の使用について確認できない。」と回答しているため、申立期間における

申立人の健康保険被保険者証の使用について確認できない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11945 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和32年５月６日から同年６月26日まで 

             ② 昭和32年７月２日から33年１月１日まで  

申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間①はＡ社で医薬品の

仕入れと病院へ配達する仕事、申立期間②はＢ局に事務補助員として入社し、集配の

仕事をしていたので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が記憶しているＡ社の複数の同僚は、同社に係る事

業所別被保険者名簿に記載されていることが確認できることから、期間は特定でき

ないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、Ａ社は、「当該期間当時の資料を保存していない。」と回答しているため、

同社から、申立人の同社における勤務状況及び厚生年金保険料の控除について確認す

ることができない。 

また、上記被保険者名簿により、当該期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険

者であることが確認できる複数の従業員は、「３か月間の試用期間があり、試用期間

経過後、厚生年金保険に加入した。」と回答していることから、同社では、入社後数

か月間は厚生年金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

さらに、上記被保険者名簿には、当該期間に係る整理番号に欠番が無く、申立人の

記録が欠落したとは考え難い。 

２ 申立期間②について、Ｃ局が発行した申立人に係る昭和 63 年分退職所得の源泉徴

収票特別徴収票に、申立人の就職年月日が昭和 32 年７月２日、退職年月日が 63 年

10月 31日と記載されていることから、申立人が申立期間も継続して勤務していたこ

とが確認できる。 

しかし、Ｂ局に係る事業所別被保険者名簿により、同局が厚生年金保険の適用事業



                      

  

所となったのは昭和 39 年６月１日であり、当該期間は適用事業所となっていないこ

とが確認できる。 

また、Ｂ局の複数の同僚は、「Ｂ局に事務補助員として入局した６か月後又は 11

か月後にＤ共済組合に加入した。」と回答しており、上記被保険者名簿により、同共

済組合に加入するまでの間は、厚生年金保険の加入記録は無いことが確認できるとこ

ろ、申立人は昭和 32年７月１日に事務補助員として採用され、６か月後の 33年１月

１日に同共済組合に加入していることが確認できる。 

さらに、申立人が入局したＢ局及び退職したＥ局はいずれも、「当時の資料が確認

できないため、申立人の厚生年金保険料の取扱いについて不明。」と回答しているた

め、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

３ このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の事業主による給与か

らの控除について、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が

厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11946 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正15年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和20年末ごろから23年３月まで 

Ａ会に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同会に勤務してい

たことは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時のＡ会の会長及び上司の氏名を記憶しているほか、同会の所

在地や仕事内容などを具体的に供述していることから、期間は特定できないが、申立人

が同会に勤務していたことは推認できる。 

しかし、オンライン記録及び適用事業所検索システムによると、Ａ会が厚生年金保険

の適用事業所となった記録は確認できない。 

また、Ａ会の会長は既に死亡しており、申立人が記憶している当時の上司及び同僚は

連絡先が不明なため、これらの者から、同会における申立人の勤務状況及び厚生年金保

険の適用について確認することができない。 

 さらに、Ａ会の所在地を管轄しているＢ組合は、Ａ会及び申立人についての資料を保

管していないため、同事業主から、申立人の勤務状況及び厚生年金保険の適用につい

て確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による給与からの控除に

ついて、これを確認できる関連資料は無く、周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和51年１月11日から52年３月１日まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、配送員とし

て入社し、運転免許の初心者マークを付けて運転手として勤務したので、申立期間も

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時のＡ社の代表者の供述及び同社の賃金台帳兼所得税源泉徴収簿により、

申立人は、昭和51年９月から継続して同社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社から提出された申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険者資

格取得確認および標準報酬決定通知書」において、申立人の厚生年金保険の資格取得日

は昭和 52年３月１日となっており、同社の代表者は、「申立人は、昭和 51年９月に入

社し、６か月程度の試用期間経過後、52 年３月１日に厚生年金保険に加入させ、同年

４月から厚生年金保険料を控除した。」と供述している。 

また、Ａ社から提出された賃金台帳兼所得税源泉徴収簿では、申立人の給与は昭和

51 年９月から支払われているが、厚生年金保険料については、同月から 52 年３月まで

の期間は控除されておらず、同年４月以降から毎月控除されていることが確認できる。

また、同社は、「申立期間当時、厚生年金保険料等の社会保険料は翌月控除方式を採っ

ていた。」と回答している。 

さらに、申立人のＡ社における雇用保険の加入日は、昭和 52 年３月１日であり、厚

生年金保険の資格取得日と同日である上、申立人は、申立期間の一部である 51 年７月

１日から翌２日の期間については、他の事業所において雇用保険に加入していたことが

確認できる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11962 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和35年10月１日から36年４月30日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。当時の写

真があり、勤務していたのは確かであるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期

間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された写真により、勤務期間は特定できないが、Ａ社Ｂ営業所に勤務してい

たことは推認できる。 

しかし、Ａ社Ｂ営業所を管轄していたＣ営業部に係る事業所別被保険者名簿によると、同社

同営業部が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和36年２月23日であり、申立期間のうち、

35年10月１日から36年２月22日までは適用事業所となっていないことが確認できる。 

また、Ａ社は、「申立人に係る人事記録が確認できないことから、勤務実態等は不明。」と

回答しており、上記被保険者名簿に氏名が確認でき、申立人が提出した写真に写っている者３

名を含め、いずれも申立人を覚えていない旨供述している。 

さらに、上記従業員のうち１名は、同社では入社後に３か月から６か月程度の見習期間があ

り、厚生年金保険に加入できたのは、見習期間後に正社員になった場合であった旨供述してい

る。 

加えて、上記被保険者名簿において、健康保険の整理番号に欠番は無いことから、申立人の

記録が欠落したとは考え難い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金保

険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11963 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和26年７月１日から29年10月５日まで 

Ａ事業所（Ｂ渉外労務管理事務所の管轄事業所）にＣ職として勤務していた昭和25

年４月１日から29年10月５日までの期間のうち、申立期間の記録が無いとの回答をも

らった。間違いなく当該事業所には勤務していたので、厚生年金保険の被保険者であ

ったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和25年４月１日から申立期間を含む29年10月５日ごろまでＡ事業所にお

いてＣ職として勤務したと申し立てているところ、申立期間当時のＢ渉外管理事務所に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で加入記録が確認できる同僚は、「自分は、寮

で一緒だった申立人と職種が一緒であったことを記憶している。申立人は昭和29年ごろ

まで勤務していた。」と供述していることから、期間は特定できないものの、申立人が

同事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、「連合国軍要員のうち非軍事的業務に使用されるに至った者の被保険

者資格について」（昭和26年７月３日付保発第51号厚生省保険局長から各都道府県知事

あて通知）の規定により、在日米軍の非軍事的業務の事業所（クラブ、宿泊施設、食堂

等）に使用される者及びハウス、ホテル等の家事使用人は、昭和26年７月１日から厚生

年金保険の強制被保険者としては取り扱わないこととされている。 

また、Ｂ渉外労務管理事務所の業務を継承したＤ事務所は、申立人の当該事業所にお

ける厚生年金保険被保険者資格の得喪日がそれぞれ昭和25年４月１日及び26年７月１日

であることが確認できるが、これ以外のことについては、資料を保管していないことか

ら不明である旨回答している上、申立人は申立期間当時の同僚等を記憶していないこと

から、申立人の申立期間当時の勤務状況や厚生年金保険の加入状況等について確認する

ことができない。 



                      

  

さらに、当時のＢ渉外労務管理事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、

申立期間前後に被保険者記録が確認できる120名の厚生年金保険被保険者資格の喪失日

を確認したところ、53名が申立人と同日である昭和26年７月１日付けで資格を喪失して

いることが確認できる。 

加えて、上記被保険者名簿において、氏名が確認できる同職種の従業員のうち、連絡

の取れた１名は、「自分は昭和26年７月１日に資格を喪失しており、その後は厚生年金

保険に加入せず、雇用主との個人契約となった。自分と同じＣ職は皆、同じ扱いであっ

た。」と供述しており、同業種である申立人が昭和26年７月１日に資格を喪失している

ことに不自然さはみられない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和51年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成14年12月31日から15年１月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。主人の転

職の為、同時期に同社を平成14年12月末で退職する旨の申出をした。退職した同年12

月の申立期間も厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録及びＡ社から提出された派遣元管理台帳によると、申立人の同社

における退職日は平成14年12月30日と記録され、申立期間の勤務が確認できない。 

また、Ａ社は、「厚生年金保険料の控除は翌月控除である。」と回答しているところ、

同社から提出された賃金台帳において、平成15年１月支給の給与から厚生年金保険料が

控除されていないことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成 13年７月１日から 15年８月１日までの期間について、

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 15年８月１日から 16年４月１日までの期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年７月１日から16年４月６日まで 

    Ａ社の代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬

月額が給与の報酬月額に相当する標準報酬月額と相違している。そのため、正しい

記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 13年７月１日から 15年８月１日までの期間について、Ａ社に

おける申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 62 万

円と記録されていたところ、15 年８月５日付けでさかのぼって９万 8,000 円に減額訂

正が行われていることが確認できる。 

一方、Ａ社に係る商業登記簿謄本により、申立人は申立期間当時に同社の代表取締役

であったことが確認できる。 

また、Ａ社に係る社会保険料の滞納処分票によると、同社は当時厚生年金保険料の滞

納があり、社会保険事務所（当時）は申立人に対して滞納保険料の支払を促していたこ

とが記録されていることが確認できる。 

さらに、上記滞納処分票の平成 15 年８月６日の記録には、「前回、報酬の見直しに

より提出された月額変更届により今月中に約 200 万円（平成 15 年７月分を含む。）を

納入すれば追いつくことを伝える。」との記載があることから、標準報酬月額の減額訂

正処理が行われたことがうかがえる。また、訂正処理日（平成 15 年８月５日）の時点

におけるＡ社の保険料滞納額は、申立人及び経理担当役員の標準報酬月額をそれぞれ

13 年７月まで９万 8,000 円にさかのぼって減額した後の保険料とほぼ同じ金額である



                      

  

ことが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、代表取締役として自らの標準報酬月

額の減額訂正に関与しながら、当該処理を有効なものではないと主張することは信義則

上許されず、申立人の当該期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

次に、申立期間のうち、平成 15年８月１日から 16年４月１日までの期間について、

申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、９万 8,000円と記

録されているが、当該記録は訂正処理日（平成 15 年８月５日）以降に新たに訂正や取

消等が行われた形跡は無く、不自然な点は見当たらない。 

また、Ａ社の複数の従業員は、「当該期間当時、賃金カットや遅配があった。」と供

述しているほか、同社の取引金融機関の口座記録により、毎月口座振替されていた保険

料が平成14年９月以降、保険料は口座振替されていないことが確認できる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）は、当該事業主が厚

生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨が規定されてい

る。 

そのため、仮に当該期間に申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたとしても、申立人は当該事業所の代表取締役とし

て、自身の給与計算や社会保険の届出事務に関与し、厚生年金保険料の控除及び納付に

ついて知り得る立場であることは明らかであることから、上記のとおり、特例法第１条

第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間につ

いては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 

 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11970 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成 13年７月１日から 15年８月１日までの期間について、

厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間のうち、平成 15年８月１日から 16年４月１日までの期間

について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成13年７月１日から16年４月６日まで 

    Ａ社の取締役として勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の標準報酬月額

が給与の報酬月額に相当する標準報酬月額と相違している。そのため、正しい記録

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 13年７月１日から 15年８月１日までの期間について、Ａ社に

おける申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初 13 年

７月から 14 年３月までは 59 万円、14 年４月から 15 年７月までは 26 万円と記録され

ていたものが、15 年８月５日付けで、さかのぼって９万 8,000 円に減額訂正が行われ

ていることが確認できる。 

一方、Ａ社の商業登記簿謄本により、申立人は申立期間において、同社の取締役であ

ることが確認できる上、「Ａ社において経理担当役員として社会保険の届出事務を行い、

同社の代表取締役である夫に代わり代表者印を使用し、関係書類に押印した。」と供述

していることから、同社において申立人が社会保険の届出事務に一定の権限を有してい

たと認められる。 

また、Ａ社に係る社会保険料の滞納処分票によると、同社は当時厚生年金保険料の滞

納があり、社会保険事務所（当時）は申立人及び同社の代表取締役に対して滞納保険料

の支払を促していたことが記録されており、申立人は同事務所からの督促にすべて関与

し、そのうちの複数回にわたり代表取締役とともに同事務所に出向き協議していること

が確認できる。 



                      

  

さらに、上記滞納処分票の平成 15 年８月６日の記録には、「前回、報酬の見直しに

より提出された月額変更届により今月中に約 200 万円（平成 15 年７月分を含む。）を

納入すれば追いつくことを伝える。」との記載があることから、標準報酬月額の減額訂

正処理が行われたことがうかがえる。また、訂正処理日（平成 15 年８月５日）の時点

におけるＡ社の保険料滞納額は、申立人及び代表取締役の標準報酬月額をそれぞれ平成

13 年７月まで９万 8,000 円にさかのぼって減額した後の保険料とほぼ同じ金額である

ことが確認できる。 

これらの事情を総合的に判断すると、申立人は、Ａ社の経理担当役員として、社会保

険の届出事務に権限を有し、自らの標準報酬月額の減額に職務上関与し、同意しながら、

当該処理を有効なものではないと主張することは信義則上許されず、申立人の当該期間

における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 

次に、申立期間のうち、平成 15年８月１日から 16年４月１日までの期間について、

申立人の厚生年金保険の標準報酬月額は、オンライン記録によると、９万 8,000円と記

録されているが、当該記録は訂正処理日（平成 15 年８月５日）以降に新たに訂正や取

消等が行われた形跡は無く、不自然な点は見当たらない。 

また、Ａ社の複数の従業員は、「当該期間当時、賃金カットや遅配があった。」と供

述しているほか、同社の取引金融機関の口座記録により、毎月口座振替されていた保険

料が平成14年９月以降、保険料は口座振替されていないことが確認できる。 

さらに、申立人は上記のとおり、Ａ社の経理担当役員として、自身等の給与計算や社

会保険の届出事務に関与し、厚生年金保険料の控除及び納付について知り得る立場であ

ることが認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）第１条第１項ただし書では、特例対象者（申立人）は、当該事業主が厚

生年金保険の保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り得る状態であった

と認められる場合については、記録訂正の対象とすることはできない旨が規定されてい

る。 

そのため、仮に当該期間に申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたとしても、申立人は当該事業所の経理担当役員と

して、自身の給与計算や社会保険の届出事務を行い、厚生年金保険料の控除及び納付に

ついて知り得る立場であることは明らかであることから、上記のとおり、特例法第１条

第１項ただし書に規定される「保険料納付義務を履行していないことを知り、又は知り

得る状態であったと認められる場合」に該当すると認められることから、当該期間につ

いては、同法に基づく記録訂正の対象とすることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11976 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和27年７月21日から28年７月13日まで 

Ａ社Ｂ工場勤務として昭和27年７月21日付けで同社に入社し、工場が閉鎖となっ

た 28年７月 13日まで勤務したが、この期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間当時の健康保険証や給与から厚生年金保険料を控除されていたか否かは覚えてい

ないが、３人の同僚と一緒に同工場に勤務していたのは間違いないので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が記憶するＡ社Ｂ工場における詳細な職務内容及び同僚一人の回答から、勤務

期間は特定できないものの申立人が同社同工場に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社は、「当時の厚生年金保険の関係書類及び社員台帳を確認したが、

申立人及び同僚３人の氏名は無かった。また、申立人が勤務していたとするＢ工場は、

社内事情により１年間だけ運営し、従業員はアルバイトで雇用したため社会保険には加

入しなかった。」と回答している。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿よると、申立期間において健康

保険の整理番号に欠番は無く、申立人及び申立人が一緒に勤務したとする同僚３人の氏

名も見当たらない上、記載内容に不自然な点は見られない。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11977 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年６月１日から43年10月まで 

Ａ社に勤務した申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。ほぼ同時期に、一

緒に入社した同僚が厚生年金保険に加入しているにもかかわらず、同社における私の

厚生年金保険の記録が無いことに納得ができない。申立期間を厚生年金保険の被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間において被保険者であったことが確

認できる元役員及び元従業員 12 人に文書照会を行ったところ、６人から回答があり、

このうち二人の元役員は、「申立人が勤務していた記憶がある。」と回答していること

から、勤務期間は特定できないものの申立人が同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、申立人のＡ社における雇用保険の加入記録は、確認できず、同社は、

「当時の書類が無いため、申立人の勤務期間、保険料控除等は不明である。」と回答し

ている上、申立期間当時、社会保険事務を行っていた事業主は、既に死亡しているため、

申立人の申立期間における勤務実態及び社会保険の取扱いについて確認することができ

ない。 

また、申立人が名前を挙げた同僚二人のうち、一人は連絡先が不明であり、他の一人

は、「私は昭和 42 年６月１日にＡ社に入社した。申立人が仕事を探していたので、同

社を紹介したが、入社した月日までは分からない。」と回答している。 

なお、前述の従業員等に対する文書照会で、回答のあった６人からも申立人の社会保

険の取扱いについて確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚



                      

  

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11978 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者としてその主張する標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和55年10月１日から56年７月１日まで 

             ② 昭和61年10月１日から62年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①における標準報酬月額が９万8,000円とな

っているが、申立期間①の直前の期間の標準報酬月額は 17 万円と記録されているの

で、申立期間①における標準報酬月額を 17 万円以上の金額に訂正してほしい。また、

同社に勤務した期間のうち、申立期間②における標準報酬月額が 24 万円となってい

るが、申立期間②の前後の期間の標準報酬月額は 30 万円と記録されているので、申

立期間②における標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、「Ａ社の設計部で勤務していた期間のうち、申立

期間①における厚生年金保険の標準報酬月額が低い額となっているので、記録を訂正

してほしい。」と主張している。 

しかしながら、オンライン記録によれば、Ａ社は平成４年11月30日に厚生年金保

険の適用事業所でなくなっており、当時の事業主と連絡が取れないため、申立人の申

立期間①に係る報酬月額及び保険料控除額について確認することができない。 

また、申立期間①当時、Ａ社で社会保険事務を担当していた従業員は死亡あるいは

所在不明のため、申立人の申立期間①における社会保険の取扱いについて確認できな

い上、申立人は、申立期間①の給与支給明細書などを保管しておらず、当時の報酬月

額及び保険料控除額を確認できる資料は残っていない。 

さらに、申立期間①においてＡ社に係る事業所別被保険者名簿を確認しても、同名

簿には、遡及
そきゅう

して記録訂正が行われた形跡も無く、社会保険事務所（当時）の事務



                      

  

処理手続に不自然さは見当たらない。 

このほか、申立期間①において申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料の控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②について、申立人は、「Ａ社の設計部で勤務していた期間のうち、申立

期間②における標準報酬月額が申立期間②前後の期間の標準報酬月額より低い額とな

っているので、訂正してほしい。」と主張している。 

しかしながら、Ａ社は、昭和 58 年７月１日から平成４年 11 月 30 日までの期間に

おいてＣ厚生年金基金（現在は、Ｄ厚生年金基金）に加入しているが、この期間の申

立人の同厚生年金基金における標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一

致していることが確認できる。 

また、前述の事業所別被保険者名簿には、遡及
そきゅう

して記録訂正が行われた形跡も無く、

社会保険事務所の事務処理手続に不自然さも見当たらない。 

なお、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間②に勤務していたことが確

認できる 36 人のうち、申立人を含む８人が標準報酬月額の引下げがあったことが確

認できる。 

このほか、申立期間②において申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料の控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

３ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11979 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和48年６月28日から54年９月30日まで 

             ② 昭和55年６月１日から58年５月31日まで 

             ③ 平成３年２月から４年８月15日まで 

             ④ 平成６年８月27日から８年３月31日まで 

Ａ社に勤務していた申立期間①、Ｂ社Ｃ支社に勤務していた期間のうちの申立期間

②並びにＤ社に勤務していた期間のうちの申立期間③及び申立期間④について、厚生

年金保険の加入記録が無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、当時のＡ社の元経理担当者は、「入社日及び退職日をはっきり覚

えていないが、申立人は、管理人としてご主人と一緒にＡ社に６年間勤務した。」と述べて

おり、また、申立人の夫（平成12年死亡）の同社における雇用保険の加入記録が昭和48年

６月26日から53年12月31日までの期間であることから、申立人は、勤務期間は特定でき

ないものの同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人の夫の同社における厚生

年金保険の被保険者記録については昭和48年６月26日から53年９月１日までの期間にお

いて確認できるものの、申立人についての同被保険者記録は無く、また、申立人の同社に

おける雇用保険の加入記録も無い。 

また、前述の元経理担当者は、「申立人夫妻の仕事は、管理人の業務の他に、来客時の

お茶出しや事務所の清掃であり、申立人についてはご主人の補助的な役割として捉えてい

た。給与は、ご主人名で夫婦二人分をまとめて支払い、二人分を合わせた金額は通常の社

員の給与額とほぼ同額だった。また、社会保険事務所（当時）への報酬月額の届出は、ご

主人についてのみで、二人分の金額を届け出たはずであり、申立人の健康保険はご主人の



                      

  

被扶養者の扱いになっていたと思う。」と述べている。 

さらに、同元経理担当者は、「申立人夫妻の在籍期間の前後に夫婦で管理人をしていた

別の社員についても、申立人夫妻と同様の対応であった。」と述べているところ、Ａ社の

事業所別被保険者名簿によると、前述の元経理担当者が名前を挙げた別の管理人について、

該当者と思われる男性名の被保険者の記載があるが、同姓の女性名は無い。 

加えて、前述の名簿から、申立人の夫及び別の管理人と思われる被保険者について、Ａ

社における標準報酬月額を同社の他の被保険者と比較したところ、他の男性被保険者とほ

ぼ同額であることが確認できる。 

また、Ａ社は平成 15 年４月 21 日付けで厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、

申立期間①当時の代表者は既に死亡しているが、厚生年金保険の適用事業所でなくなった

時の代表者は、「私は、同社には平成９年からの在籍であり、申立人のことは知らず、当

時の人事関係資料は無い。」と述べている。 

なお、Ａ社が加入していたＥ健康保険組合に対して申立人夫妻の加入記録を照会したが、

同健康保険組合は、「資格喪失者につき保存期間経過のため、加入記録を確認できな

い。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について、これを確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

２ 申立期間②については、Ｂ社の人事担当者は、「申立人はＢ社Ｃ支社において昭和 58 年

２月１日から平成２年11月30日まで外務員として在籍していた。」と回答しており、同社

の「採用報告書兼登録コード台帳」により当該内容が確認できることから、申立人は、申立

期間②の一部の期間において、同社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、Ｂ社の人事担当者は、「当社では申立期間②当時、試用期間があっ

た。」と回答している。 

また、Ｂ社Ｃ支社において申立期間②当時に勤務していたことが確認できる被保険者８

人に文書照会を行ったところ、回答があった７人が、「自身の試用期間は３か月から５か

月あった。」としていることから、同支社では、入社後直ちに厚生年金保険に加入させて

いなかったものと認められる。 

さらに、申立人は、「Ａ社を離職した翌年に引っ越し、住まい近くのスーパーにパート

社員として２年から３年勤務した後に、Ｂ社に勤務先を変えた。」と述べており、上記の

同社に勤務していた申立人の夫の雇用保険の加入記録から推察すると、申立人は、申立期

間②の一部において、別の勤務先に在籍していたことがうかがえる。 

加えて、オンライン記録によれば、申立人は、申立期間②を含む昭和 55 年４月 26 日か

ら 58 年６月１日までの期間にわたり、国民年金に任意加入しており、昭和 58 年４月及び

５月を除いて保険料が納付済みであることが確認できる。 

このほか、申立期間②に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

３ 申立期間③については、申立人は、「Ｂ社を退職した日（平成２年 12 月１日）にＤ社で

面接を受け、すぐにＤ社で働いた。」と主張しているが、同社の人事担当者は、「申立人は、



                      

  

平成４年６月16日に入社し、２か月の試用期間を経て同年８月16日に本採用された。所属

は当社のＦ事業所である。」と回答しており、このことは、同社の「採用者報告書」により

当該内容が確認できることから、申立人は、申立期間③の一部期間において同社に勤務して

いたことがうかがえる。 

しかしながら、Ｄ社から提出された「所得税源泉徴収簿兼賃金台帳」により、申立人は

入社した翌月の平成４年７月から給与が支給され、３か月目の９月の給与から社会保険料

が控除されていることが確認できることから、同社では、入社後直ちに厚生年金保険に加

入させていなかったものと認められる。 

また、Ｄ社の人事担当者は、同社の人事記録の入社日に対して、申立人が約１年半前に

同社に入社していると主張していることについて、「雇用しながら、あるいは賃金を支払

いながら、人事記録に記載が無いと言うことは考えられず、申立人の在籍期間は提出した

資料のとおりである。」と述べている。 

さらに、申立人の同社での雇用保険の加入記録は、平成４年８月 16 日から６年８月 26

日までの期間であることが確認できる。 

なお、Ｄ社の「給与支給受領書」に記載されているＦ事業所所属の従業員の中から、オ

ンライン記録により申立期間③当時に同社の厚生年金保険の加入記録がある 13 人に文書照

会を行い、５人から回答があったが、申立人の申立期間③における厚生年金保険の加入状

況等を確認できる回答は得られなかった。 

このほか、申立期間③に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

４ 申立期間④については、申立人は、「Ｄ社に５年間勤務し、65 歳（平成８年）になって

から退職した。」と主張している。 

しかしながら、Ｄ社の人事担当者は、申立人について、「平成６年４月 25 日から欠勤と

なり、同年６月 25 日から休職扱いとなった。休職期間が満了した同年８月 25 日に退職し

ている。」と回答している。このことは、同社から提出された「健康保険被保険者継続療

養受給届」及び「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」、「雇用保険被保

険者離職証明書」から、申立人が私傷病により同社を平成６年８月 26 日に退職しているこ

とが確認できる。 

また、申立期間③と同様に、文書回答があった５人の従業員からは、申立人の申立期間

④における勤務を確認できる回答は得られなかった。 

なお、申立人の国民健康保険の加入記録は、平成６年８月 16 日から８年２月 26 日まで

であり、ほぼ申立期間と一致していることが確認できる。 

このほか、申立期間④に係る厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらない。 

５ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11980 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和45年７月20日から47年４月１日まで 

    Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録が無い。

昭和 47 年３月 31 日まで勤務していたのは間違いないので、申立期間を厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社に、昭和 47年３月 31日まで勤務していたのは間違いないので、申

立期間を厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。」と主張している。 

しかしながら、申立人の雇用保険の被保険者記録によれば、離職日は昭和 45 年７月

19 日と記録され、厚生年金保険の資格喪失日と符合している。また、厚生年金基金加

入員番号払出簿から、申立人の厚生年金基金の加入期間は、同年３月 16 日から同年７

月 19 日までの期間となっており、この基金の記録も厚生年金保険の被保険者期間の記

録と一致している。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿から、申立人と同じ

昭和 45 年３月 16 日に資格取得の記録があり、所在が判明した 19 人に文書照会を実施

したところ、14 人から回答があり、うち一人の従業員が、「申立人のことを覚えてい

る。」と回答しているが、その従業員は、「申立人は、私が辞めた昭和 46 年２月より

前に辞めた。」と述べているほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認することができない。 

加えて、Ａ社は、「申立人の申立期間当時の人事・給与に関するデータが残っていな

いため、勤務していたか不明である。」と回答しているため、申立人の申立期間におけ

る勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

なお、申立人は、Ａ社での上司及び同僚を記憶していない。このほか、申立人の申立

期間における厚生年金保険料の控除について、これを確認できる関連資料及び周辺事情



                      

  

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11990  

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正12年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨      

申 立 期 間 ： 昭和20年３月８日から23年９月１日まで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の船員保険の加入記録が無

い。申立期間も同社に継続して勤務していたことを証明する辞令通知等を提出するの

で、申立期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

                                    

第３ 委員会の判断の理由   

申立人から提出された辞令通知及び昇級通知並びにＢ社から提出された「履歴書」及

び「台帳」から、申立人は、昭和 17年７月 15日にＡ社に入社し、24年８月 15日まで

同社に継続して勤務していたことが確認でき、21 年６月 30 日付けの辞令通知には「船

員」との記載がある。 

しかしながら、「履歴書」によると、申立人は、戦時海運管理令に基づき、昭和 17

年７月 21 日に戦時徴用（以下「徴用」という。）され、同年８月４日にＣ会から無線

通信士に任命されていることが確認できるが、申立人の所持する船員手帳によると、19

年２月 12日に徴用を解除された後、同年 11月１日に再度徴用されていることが確認で

き、その後においては、徴用を解除された記録は見当たらないものの、20 年３月６日

に下船し、社命により「雇止」とされたことが確認できることから、それ以降、申立人

の徴用が継続していたとする事情は見当たらない。 

また、船員保険法の改正により、昭和 20 年４月１日以降は、予備船員も被保険者と

なることができたものの、上記の「履歴書」から、申立人は、下船後の同年４月 30 日

にＡ社Ｄ事務所から同社本社Ｅ局Ｆ課に異動していることが確認でき、それ以降も、Ｃ

会の管理下にあったとする事情は見当たらない。 

さらに、当該船員手帳に記載された申立人の雇止年月日は、申立人に係る船員保険被

保険者台帳の記録と一致している。 



                      

  

加えて、厚生年金保険被保険者番号払出簿によると、申立人の厚生年金記号番号は、

昭和 23 年９月１日に払い出されていることが確認でき、Ａ社本社に係る健康保険厚生

年金保険事業所別被保険者名簿及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳の資格取得

年月日と一致している。 

また、申立人が記憶している当時の上司も、昭和 16 年３月９日に船員保険の被保険

者資格を喪失した後、23 年１月１日にＡ社本社で厚生年金保険の被保険者資格を取得

するまで、船員保険又は厚生年金保険の被保険者資格を有していたことは確認できない。 

さらに、Ｂ社は、「履歴書」及び「台帳」以外の当時の関係資料を保管していないた

め、「申立期間における予備船員に係る船員保険の適用の有無、保険料控除状況につい

て、不明である。」と回答している。 

このほか、申立人の申立期間に係る船員保険料の事業主による給与からの控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が船員

保険の被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11991 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和42年10月から43年３月まで 

Ａ社に勤務していた申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には正社員と

して勤務し、厚生年金保険料を控除されており、健康保険証も同社からもらっていた

と思うので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、当

時の事業主から回答を得られず、同社の当時の厚生年金保険事務及び給与事務を担当者

は既に死亡していることから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確

認することができない。 

また、申立人は、Ａ社における当時の上司、同僚等の氏名を記憶していないため、同

社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間当時に厚生年金保険に加入していた従業

員 13 人に照会したところ、11 人から回答があったが、いずれも申立人が同社で勤務し

ていたことを記憶している者はおらず、当該従業員のうち、一人は、「正社員であれば、

厚生年金保険に加入させていたが、パート・アルバイトは、厚生年金保険は未加入だっ

たと思う。」と回答しており、申立期間当時、同社において厚生年金保険の被保険者と

ならない者がいたことがうかがえる。 

さらに、上記被保険者名簿に記載された健康保険の整理番号に欠番は見当たらず、申

立人の記録が欠落したとは考え難い上、その記載内容に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11992 

                         

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和44年ごろから47年ごろまで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社に勤務した申立期間の厚生年金保険加入記録が無い。

同社に外務員として入社し、継続して勤務していたので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人から提出された当時の「外務員報告書」により、期間の特定はできないものの、

Ａ社Ｃ支社に外務員として勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、Ｂ社本社では、「当時、外務員とは委任契約を締結しており、雇用契

約については締結していなかったため、外務員を厚生年金保険に加入させていなかっ

た。」と回答している。 

また、申立人は、Ａ社Ｃ支社における当時の同僚３人を記憶しているが、いずれも同

社に係る事業所別被保険者名簿にその氏名が見当たらないことから、申立期間の厚生年

金保険料控除状況について確認することができない。 

さらに、上記被保険者名簿から、申立期間当時、Ａ社Ｃ支社に勤務していた従業員

13 人に対し照会したところ、回答のあった９人からは、申立期間に係る申立人の保険

料控除をうかがわせる回答は得られず、当該従業員のうち一人は、「外務員は勤続年数

の長い者が支部長になれたが、支部長にならない限り、厚生年金保険に加入できなかっ

た。」と供述している。 

加えて、上記被保険者名簿に記載された健康保険の整理番号に欠番は無く、申立人の

記録が欠落したとは考え難い上、その記載内容に不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生



                      

  

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11993     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女      

基礎年金番号 ：       

生 年 月 日 ： 昭和６年生      

住    所 ：      

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年６月18日から同年８月17日まで    

             ② 昭和46年６月20日から同年８月16日まで    

             ③ 昭和47年６月17日から同年８月17日まで    

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①、②及び③の厚生年金保険の加入記録が無

い。申立期間①、②及び③については、同社に継続して勤務していたので、厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。      

          

第３ 委員会の判断の理由     

申立人は、申立期間①、②及び③において、Ａ社Ｂ工場のＣ事務所に継続して勤務し

ていたと申し立てている。     

しかしながら、Ａ社から提出された申立人の申立期間①、②及び③に係る「厚生年金

保険被保険者台帳」、「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決

定通知書」及び「健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」に記載された申

立人の被保険者資格の取得日及び喪失日は、申立人の厚生年金保険の加入記録と一致し

ている。 

また、Ａ社は、「『厚生年金保険被保険者台帳』、『健康保険厚生年金保険被保険者

資格取得確認および標準報酬決定通知書』及び『健康保険厚生年金保険被保険者資格喪

失確認通知書』のほかには、申立人が申立期間において同社に勤務していたことを確認

できる資料を保管していない。被保険者資格の取得及び喪失についての届出はきちんと

行っており、厚生年金保険に加入していない期間に保険料控除はしていないと思う。」

と供述している。   

さらに、Ａ社Ｂ工場に係る事業所別被保険者名簿によると、申立人と同様に厚生年金

保険被保険者資格記録に欠落のある従業員が多数確認できる。 

加えて、雇用保険の加入記録によると、申立人は、昭和 47年８月 17日に被保険者資



                      

  

格を取得しており、これは、申立人が厚生年金保険の被保険者資格を再取得したときの

記録と一致している。  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11994 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年９月１日から35年12月26日まで 

             ② 昭和36年４月14日から38年２月１日まで 

    申立期間について、厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

    しかし、申立期間①についてはＡ社に、申立期間②については、それぞれの期間は

正確には覚えていないが、Ａ社とＢ社に勤務していたことは間違いないので、申立

期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②の一部について、Ａ社の従業員の供述により、勤務期間は特定でき

ないが、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主とも連絡が取れないことから、

申立人の勤務の実態や当該期間に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認す

ることができない。 

また、当該期間当時、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、被保

険者であったことが確認できる複数の従業員に照会したところ、回答のあった従業員が

記憶する同僚の中には、上記被保険者名簿に記載の無い者がいることに加え、上記従業

員のうちの２名が供述している入社日から相当期間経過後に厚生年金保険の被保険者資

格を取得したことが確認できることから、当時、同社では必ずしもすべての従業員を、

入社と同時に厚生年金保険に加入させていたわけではなかったことがうかがえる。 

さらに、上記被保険者名簿の整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落し

たとは考え難い。このほか、申立人の申立期間①及び②の一部に係る厚生年金保険料の

控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

一方、申立期間②の一部について、申立人は、入退社時期を正確には覚えていないが、

Ｂ社に勤務していた旨申し立てているところ、同社に係る事業所別被保険者名簿におい



                      

  

て、被保険者であったことが確認できる複数の従業員は、いずれも「申立人のことは覚

えていない。」と供述している。 

また、Ｂ社は既に解散しており、当時の事業主とも連絡が取れないことから、申立人

の勤務の実態や申立期間②に係る厚生年金保険料の給与からの控除について確認するこ

とができない。 

さらに、上記従業員が記憶する同僚の中には、上記被保険者名簿に記載の無い者がい

ることから、当時、Ｂ社では、必ずしもすべての従業員を厚生年金保険に加入させてい

たわけではなかったことがうかがえる。 

加えて、上記被保険者名簿の整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落し

たとは考え難い。このほか、申立人の申立期間②の一部に係る厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生

年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11995（事案1104の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主により給

与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和24年12月７日から25年３月１日まで 

② 昭和25年４月30日から同年５月６日まで 

③ 昭和26年７月７日から同年８月２日まで 

④ 昭和27年７月１日から同年７月４日まで 

Ａ丸に乗船していた期間のうちの申立期間①及び②、Ｂ丸に乗船していた期間のう

ち申立期間③及び④について船員保険に加入していた事実が無い旨の回答を得たため、

第三者委員会に対して申し立てたが、いずれも認められなかった。新たな資料は無い

が、船員手帳の雇入及び雇止の期間と相違していることについて納得できないので、

再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は、船員手帳に記載された雇入年月日及び

雇止年月日をもって当該期間が船員保険の被保険者期間に該当する旨主張しているが、

船員手帳の雇入契約の記載は、船員法において海上労働の特殊性を考慮し、労働者保護

の実効性を期すため、船員が船舶に乗り込む前に行政庁があらかじめその労働条件の適

法性等を確認するために設けている労働契約の公認制度であり、必ずしも船員保険の加

入期間と一致するものではなく、申立人所持の船員手帳記載の雇入年月日及び雇止年月

日をもって、直ちに船員保険資格の取得及び喪失の根拠とすることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 20 年 12 月 17 日付け年金記録の訂正は必要でないと

する通知が行われている。 

これに対し、申立人は前回の審議は納得できないとして、申立期間①ないし④につい

て船員保険に加入していたと主張しているが、当委員会で再度確認した結果、申立人の

船員保険被保険者台帳に記載されている資格取得日及び資格喪失日は、船員保険被保険

者名簿の記録と一致しており、関係機関等からは、船員手帳の雇入日及び雇止日と船員



                      

  

保険の加入期間は必ずしも一致しない旨の回答を得ている。 

このほか、申立人についての新たな資料や情報が得られず、その他に委員会の当初の

決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立期間について船

員保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11996 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和43年４月１日から同年８月１日まで 

             ② 昭和43年10月１日から44年４月10日まで 

申立期間①及び②について、厚生年金保険の加入記録が無いことが分かった。 

申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社にそれぞれアルバイトと

して勤務していたので、当該期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の従業員及び本人の供述により、期間は特定できないが、

申立人が同社にアルバイトとして勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、「人事台帳に申立人が社員又は雇員として登録されていない

ことから、勤務実態について確認できない。また、アルバイト従業員は、当時も現在も

厚生年金保険に加入させていない。」旨回答しているほか、上述の従業員も、「申立人

は正社員でなかったため、厚生年金保険に加入していなかった。」と供述している。 

また、申立人の申立期間①における雇用保険の加入記録は無い上、Ａ社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落し

たとは考え難い。 

申立期間②について、申立人が記憶している同僚等についての詳細な供述から、期間

は特定できないが、申立人がＢ社に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、Ｂ社は既に解散し、当時の事業主及び社会保険事務担当者は既に死亡

しているほか、同社に係る事業所別被保険者名簿から、申立期間②当時に被保険者であ

った 19名に照会したところ、回答のあった 13名は申立人を覚えておらず、申立人の勤

務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することはできない。 

また、申立人の申立期間②における雇用保険の加入記録は無い上、Ｂ社に係る事業所



                      

  

別被保険者名簿の整理番号に欠番は無いことから、申立人の記録が欠落したとは考え難

い。 

このほか、申立人について、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料を総合的に判断すると、申立人が厚生年

金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11997（事案1260の再申立て）         

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和18年４月１日から20年10月１日まで 

    申立期間に毛織物の会社（社名不明）に勤務した期間について厚生年金保険に加入

していた事実が無い旨の回答を得たため、第三者委員会に申し立てたが、認められ

なかった。しかし、今回入手した新たな資料により、事業所名がＡ社であったこと

が判明したので、再度調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人が事業所名及び事業主等の氏名を記憶して

いないため、申立人の勤務実態や厚生年金保険料の控除等の実態について確認すること

ができないほか、事業所名検索により、昭和 36 年ごろまでに毛織物会社が１社存在し

ていたことが確認できるが、申立人は当該事業所に関する記憶は無いと供述している上、

申立人が記憶している所在地における毛織物会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者

名簿に申立人の氏名が見当たらないことから、厚生年金保険の被保険者資格の取得及び

喪失の根拠とすることはできないとして、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年１月

15日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は知人から入手した新たな資料により、申立期間に係る事業所名

がＡ（当時は、Ｂ省の直轄下）であったことが判明したとして再度申し立てている。 

しかしながら、Ａ社の所在地（Ｃ県Ｄ区）及び疎開先のＥ県Ｆ市において、当該事業

所が厚生年金保険の適用事業所であった記録は無いほか、当時の当該事業所を知る関係

者が挙げている「Ｇ廠」の名称で検索しても当該事業所が厚生年金保険の適用事業所で

あった記録は見当たらなかった。 

また、戦後、Ａ社は民間企業のＨ社へ払い下げられたが、当該事業所が厚生年金保険

の適用事業所になったのは申立期間後の昭和21年５月１日である。 

さらに、申立人について、厚生労働省社会・援護局へ照会したが「旧陸軍人事関係資



                      

  

料の中に申立人に関する記録は無い。」との回答であった。 

加えて、申立人は事業主及び同僚を記憶していないことから、これらの者を特定する

ことができず、申立人の勤務の実態等について確認することができない。 

このほか、申立人について申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

東京厚生年金 事案11998（事案2503の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏 名  : 男 

基礎年金番号 :  

生 年 月 日  ： 昭和22年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和40年４月１日から42年９月26日まで 

 平成20年12月に、社会保険事務所（当時）で厚生年金の加入記録を照会したところ、

申立期間に係る脱退手当金が支給されていることとなっている旨の説明を受けた。 

しかし、申立期間の事業所を退職したのは、Ａ県の学校へ入学するためであり、ま

た、以前から両親の金銭的援助を受け、社内預金もしていたので、脱退手当金を受給

する必要はなかったし、受給した記憶も無いので、記録を訂正してほしいと第三者委

員会に申し立てたが、従業員調査の結果から、申立期間に係る事業所が代理請求して

いた可能性が高いと考えられること、社会保険事務所の一連の事務処理に不自然さは

うかがえないことなどの理由から認められなかった。 

新たな証拠等は提出できないが、審議結果に納得できないので、再度申し立てる。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、従業員調査の結果から、申立期間に係る事業所が

代理請求していた可能性が高いと考えられること、社会保険事務所の一連の事務処理に

不自然さはうかがえないことなどの理由から、既に当委員会の決定に基づく平成21年６

月24日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は前回の審議結果に納得できないとし、再申立てを行っているが、新

たな資料や情報が得られず、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認める

ことはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案11999 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和39年４月１日から46年４月１日まで 

ねんきん特別便を見て、申立期間について脱退手当金の支給記録があることを初め

て知った。しかし、脱退手当金を請求した記憶も、受給した記憶も無いので脱退手当

金を受給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

当時の事務処理においては、脱退手当金を支給した場合、脱退手当金の請求書類とし

て提出された厚生年金保険被保険者証に脱退手当金を支給した旨の「脱」表示をするこ

ととされており、申立人が現在も所持している厚生年金保険被保険者証には、当該表示

が確認できることを踏まえると、申立人の意思に基づかないで脱退手当金が請求された

ものとは認め難い。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立人から聴取して

も受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12000 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和19年10月１日から20年10月10日まで 

                          ② 昭和21年 １月６日から25年 ５月 ３日まで  

Ａ社Ｂ工場を退職のときには、脱退手当金を受け取った記憶はあるが、Ｃ社を退職

したときには受け取っていないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間以降のＡ社Ｂ工場に係る厚生年金保険被保険者期間のみを脱退手

当金として受給し、申立期間であるＣ社に係る被保険者期間は受け取っていないとして

いる。 

しかしながら、脱退手当金を受給する場合、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであり、これにより昭和 30年５月 14日に支給決定され

る脱退手当金は、申立期間を含む同一の被保険者番号で管理されている支給決定日前の

すべての厚生年金保険被保険者期間を基礎として計算され、厚生年金保険被保険者台帳

に、申立期間を含む脱退手当金が支給されていることが記載されているなど、一連の事

務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても申立期間を含む脱退手当金を受給したことを疑わせる

事情は見当たらない。 

その他の事情も含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受

給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12001 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和37年３月１日から41年10月１日まで 

平成 21 年３月ごろ、自分の年金記録を確認したところ、脱退手当金の支給記録が

あることを初めて知った。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶も、受給した記憶も無いので、脱退手当金を受

給していないことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の事業所別被保険者名簿には脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の

表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無い

など、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の申立期間後の厚生年金保険被保険者期間は別の被保険者記号番号とな

っており、脱退手当金を受給したために番号が異なっているものと考えるのが自然であ

る上、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給してい

ないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る

脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12002 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和２年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和31年４月から32年１月１日まで 

Ａ社（昭和 32 年１月にＢ社に名称変更）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加

入記録が無い。申立期間中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控

除されていたはずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の複数の元従業員による「当社は、昭和 31 年４月から自動車の販売を始め、そ

の営業担当者を採用した中に申立人がいたのを覚えている。」旨の供述及び同年 11 月

１日付けの当時の代表者から申立人に授与された営業成績優秀者の表彰状から判断する

と、申立人が申立期間において同社に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は所在不明であり、申立人が記憶する元上司は死

亡していることから、同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険

の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業

員に照会したが、「申立人と同じ営業職であったが、昭和 32 年１月１日の資格取得前

は、給与が歩合給制であり、厚生年金保険には加入していなかった。また、同年１月１

日に雇用形態が変更となり、固定給制の通常の従業員と同様に厚生年金保険に加入する

こととなった。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険

者として保険料控除されていたことを確認することができなかった。 

また、Ｂ社から提出のあったＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者整理台帳によると、

申立人の資格取得日は、昭和 32 年１月１日となっており、オンライン記録による厚生

年金保険の被保険者資格取得日と一致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連



                      

  

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12003 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和52年11月から53年７月まで 

Ａ社に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間中、同社には

継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の元従業員による「申立人は、当社において、昭和 52 年 10 月１日から 53 年８

月１日まで勤務していた。」旨の供述から判断すると、申立人が申立期間において同社

に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は所在不明であるため、同社における申立人の申

立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

また、申立人は、「Ａ社ではアルバイトだったかもしれないが、入社と同時に厚生年

金保険には加入していると思っていた。また、同社から健康保険証を受領した記憶は無

い。」旨供述している。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会

したが、「当時、辞める人が多かったので、すぐには厚生年金保険の加入手続は行われ

なかった。要望があれば、その加入手続が行われたが、入社と同時に厚生年金保険に加

入させることはなかった。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において厚生年金

保険被保険者として保険料控除されていたことを確認することができなかった。 

また、Ａ社の複数の元従業員は、「申立期間当時、同社には約 50 人の従業員が勤務

していた。」と供述しているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿で

は、申立期間当時に厚生年金保険に加入していることが確認できる従業員は約 30 人で

あることから、同社では、申立期間当時、入社したすべての従業員を厚生年金保険に加

入させる取扱いではなかったことがうかがわれる。 



                      

  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12004 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正13年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和17年６月１日から19年６月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所に勤務した期間のうち、申立期間の労働者年金保険

の加入記録が無い。申立期間中、同社には継続して勤務し、労働者年金保険料が給与

から控除されていたはずなので、申立期間について労働者年金保険の被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった人事記録から、申立人が申立期間において、Ａ社Ｃ事業所に勤

務していたことは認められる。 

しかしながら、Ｂ社の現在の人事担当者は、「当時の関係資料が残っておらず、申立

人の申立期間に係る労働者年金保険の資格取得届出及び保険料納付については不明であ

る。」旨供述していることから、Ａ社Ｃ事業所における申立人の申立期間に係る労働者

年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社Ｃ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿から、複数の元従

業員に照会したが、「当時、私や申立人と同じ職種は労働者年金保険に加入しておらず、

保険料も控除されていなかった。」旨供述しているなど、申立人が申立期間において労

働者年金保険被保険者として保険料控除されていたことを確認することができなかった。 

また、申立人が記憶するＡ社Ｃ事業所の同僚二人は、同社に係る健康保険労働者年金

保険被保険者名簿によると、申立人と同日の昭和 19 年６月１日に被保険者資格を取得

していることが確認できる。 

なお、労働者年金保険法では、その適用範囲は、常時 10 人以上の従業員を使用する

工業、鉱業、運輸業等の事業所に使用される男子筋肉労働者とされており、また、当時、

健康保険法においては、職員である者については「甲」、労働者である者については

「乙」と区分されており、Ａ社Ｃ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿に



                      

  

よると、申立人を含め、上記同僚二人も「甲」と記載されていることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における労働者年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が労

働者年金保険被保険者として、申立期間に係る労働者年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和41年４月１日から44年３月31日まで 

② 昭和44年８月25日から47年７月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無い。

当該期間中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたは

ずなので、申立期間①及び②について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の加入記録及びＡ社の複数の元従業員による「申立

人を覚えている。」旨の供述から、申立人は少なくとも昭和 42年６月 19日から同社に

勤務していたことは認められる。 

しかしながら、Ａ社の当時の代表者は既に死亡しており、社会保険担当者は厚生年金

保険の手続を記憶していないことから、同社における申立人の申立期間①に係る勤務実

態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会し

たが、「申立人は社員の身分で働いていたようには見えず、給与をもらっていたのかどうかも

分からない。」旨供述しているなど、申立人が申立期間①において厚生年金保険被保険者とし

て保険料控除されていたことを確認することができなかった。 

申立期間②については、Ａ社の複数の元従業員は、「申立人がいつまで勤務していた

のか分からない。」旨供述していることから、申立人が当該期間において同社に勤務し

ていたことが確認できない。 

また、Ａ社の当時の代表者は既に死亡しており、同社における申立人の申立期間②に

係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、複数の元従業員に照会し



                      

  

たが、申立人が申立期間②において厚生年金保険被保険者として保険料控除されていたことを

うかがわせる供述を得ることができなかった。 

さらに、申立人は、申立期間①及び②において、「当時、Ａ社から健康保険証を受領

した記憶は無い。」旨供述している。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和49年10月21日から同年11月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。申立期間

中、同社には継続して勤務し、厚生年金保険料が給与から控除されていたはずなので、

申立期間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の代表者は、「当時の人事記録が無いので、申立人の申立期間に係る在籍を確認

することができない。」旨供述している上、当時の代表者は既に死亡していることから、

同社における申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認

することができない。 

そこで、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、元従業員に照会したが、

回答が得られず、申立人が申立期間において厚生年金保険被保険者として保険料控除されてい

たことを確認することができなかった。 

また、Ａ社の代表者は、「厚生年金保険料の控除は、現在も翌月控除方式で変わって

おらず、申立人が主張する昭和 49年 10月の給与明細書における厚生年金保険料は、同

年９月分である。」旨供述している。 

さらに、申立人は、雇用保険の加入記録によると、Ａ社において、昭和 39 年１月 18

日に資格取得し、49 年 10 月 20 日に離職しており、当該離職日は、オンライン記録に

よる厚生年金保険の被保険者資格喪失日と合致していることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12007 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年９月から34年７月まで 

Ａ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。

申立期間当時に一緒に勤務した妹には加入記録があるので、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の元従業員から提出された申立人が写っている同事業所敷地内で撮影された

ことがうかがえる写真、申立人が名前を挙げた同僚及び複数の元従業員の供述により、

期間は特定できないものの、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、当該写真に写っており、名前が判明したＡ事業所の元従業員 26 人の

うち、申立人を含む４人は、同事業所に係る事業所別被保険者名簿で名前が確認できな

い上、同事業所で経理業務及び社会保険業務を担当していた元従業員は、事業主が従業

員の勤務状況を勘案して、社会保険の加入手続を指示していたと供述していることから、

同事業所では必ずしも従業員全員を厚生年金保険に加入させていなかったことがうかが

える。 

また、Ｂ社は、申立期間当時の資料は保存しておらず、申立人の勤務状況及び厚生年

金保険料の控除について確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12008 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和46年ごろから47年ごろまで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

では派遣店員として家電販売の業務に従事していたので、申立期間を厚生年金保険の

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社は、Ａ社に係る人事記録に申立人の氏名が見当たらないとしており、また、当時

の派遣店員の雇用についての詳細は不明であるが、マネキン会社を通じての派遣店員で

あった場合、Ａ社と使用関係は無いため、同社では厚生年金保険に加入させていなかっ

たはずであると供述している。 

また、Ａ社の元従業員に照会したが、申立人を記憶している者はなく、同社における

申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入状況について確認することができない。 

さらに、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿に欠番は無く、社会保険事務所（当時）の

記録に不自然さは見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12009 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和50年12月９日から51年６月１日まで 

Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入

記録が無い。申立期間も継続して勤務していたので、同期間を厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の加入記録から、申立人が申立期間にＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿から、申立人のほかにも同様に厚生

年金保険の被保険者資格を喪失し、被保険者資格を再取得している複数の従業員が確認

できるところ、Ｂ社は、厚生年金保険に加入させていたパートタイマーについて、勤務

時間の短縮化により被保険者資格の喪失手続を行った経緯があり、その際、被保険者で

ない者については、給与から厚生年金保険料は控除していないはずであると供述してい

る。 

また、申立人から提出されたＢ社が保管している「厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書（写し）」及び「厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知

書（写し）」には、申立人の厚生年金保険の被保険者資格取得日が昭和 49年 12月１日、

被保険者資格喪失日が 50 年 12 月９日、被保険者資格再取得日が 51 年６月１日と記載

されており、これらは、Ａ社に係る事業所別被保険者名簿の記録と一致していることが

確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12010（事案5765の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の、申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正を認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成11年９月１日から12年２月29日まで 

Ａ社に代表取締役として勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が相違して

いる旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から標準報酬月額の減額処理に

関与していたものと認められ、当該処理が有効なものではないと主張することは信義

則上許されないとして、記録訂正のあっせんはできないとの通知があった。 

しかし、標準報酬月額の減額処理には関与しておらず、第三者委員会の判断に納得

できないため、新たな資料や情報は無いが、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に

訂正してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＡ社における申立期間に係る厚生年金保険の標準報酬月額は、同社が厚生年

金保険の適用事業所でなくなった平成 12 年２月 29 日よりも後の同年３月 13 日に減額

訂正されていることが確認できるが、同社の代表取締役であった申立人が、当該減額処

理に関与していたと認められることから、既に当委員会の決定に基づく平成 21年 12月

16日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回、申立人は新たな資料や情報は無いが、当委員会の決定に納得できないとして、

再申立てを行っているが、今回の調査において、新たに判明した事実も無いことから、

Ａ社の代表取締役であった申立人が、申立期間に係る標準報酬月額の訂正処理に関与し

ていなかった事情は認められず、申立人の、申立期間について厚生年金保険の標準報酬

月額に係る記録の訂正を認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12011 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成２年９月ごろから同年12月ごろまで 

    Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社

に勤務していたのは確かなので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していたことは

認められる。 

しかしながら、Ｂ社の事業主は、申立人がＡ社に入社する際に提出した履歴書に週３

日の勤務を希望する旨の記載があり、また、午前 11 時から午後３時までの勤務だった

ため、厚生年金保険には加入させていなかったと思うと供述している。 

また、申立人は、Ａ社では契約社員の服飾デザイナーであったと供述しているところ、

同社で社会保険事務を担当していた従業員は、当時、契約社員は厚生年金保険に加入し

ていなかったと思うと供述している。 

なお、オンライン記録によると、申立人は、平成２年８月 21 日から８年１月５日ま

で国民年金第３号被保険者期間となっており、その届出を９年１月９日に行い、２年８

月から６年 11 月までの期間は、国民年金第３号特例納付済期間となっていることが確

認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

東京厚生年金 事案12014 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和55年７月18日から同年８月15日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には、

次に勤務したＢ社に入社するぎりぎりまで勤務していた記憶があるので、申立期間に

厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に昭和55年２月７日から同年８月15日まで継続して勤務していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、申立人の厚生年金保険の資格

取得日は、昭和55年２月７日、資格喪失日は、同年７月18日と記録されている上、申立人に

係る同社の雇用保険の加入記録と一致している。 

また、申立人は、昭和55年８月16日以前にＢ社に入社した記憶が無いと主張しているが、

申立人に係る同社の雇用保険の加入記録では、同年８月４日から同年10月31日までとなって

おり、申立期間の一部に同社に勤務していたことが確認できる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の健康保険被保険者証

の返納が、昭和55年７月24日と記載されていることが確認できる。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から照会した事業主及び同僚からは、

回答を得ることができず、また、回答のあった複数の従業員は、申立人を覚えていない旨供述

していることから、申立人の同社における勤務状況等を確認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚生年金

保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 


